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第1章 序論

1.1 研究の背景と目的

コンクリートは､セメント･水 ･骨材などの比重の異なる種々の材料を組み合わせた複

合材料である｡このため､運搬 ･打設 ･締固めなどの各施工段階において本質的に材料分

離を生じやすく､構造物全体として均等な品質を確保することが難しい材料といえる｡

特に､締固め作業については､不十分であれば局部欠陥や空隙を生じるのは勿論のこと､

逆に､過度の締固めは材料分離を助長することから､コンクリート工事に携わる技術者に

とって極めて入念な施工管理と豊富な経験が要求される作業である｡

本来､品質の良いコンクリートを実現するためには､ ｢作業のできる範囲内で単位水量

を極力小さくした硬練りのコンクリートを入念に締固める｣ことを原則としている【l･日｡

しかしながら､近年のコンクリート構造物の大型化 ･複雑化にともない､より大がかり

で繁雑なコンクリート工事をいかに手際良く遂行し工期短縮を図るかが施工管理の主流と

なっており､十分な手間と時間をかけた施工は困難な状況にあるといえる｡ポンプ工法な

どに代表される省力化工法は施工の効率化におおいに貢献しているものの､コンクリート

工事の大部分はいまだに人力に頼っており､工事のシステム全体を体系的に合理化できる

ような革新的な施工法の開発はなされていない｡

さらに､大きな社会問題となりつつある高齢化 ･高学歴化による技能労働者の著しい減

少は建設業界においても例外でなく､コンクリート工事の技能低下のみならず､建設工事

自体の円滑な遂行をも危ぶまれている現状にある｡

ここで言う超流動コンクリートとは ｢気中に構築されるコンクリート構造物を対象とし､

高変形性と高分離抵抗性を兼備えることによって締固め不要の自己充填性を有するコンク

リート｣と定義する｡すなわち､材料分離がなく粗骨材を保持した状態で､締固めを行わ

なくとも材料自体の高変形性により､鋼材が複雑に配置された型枠中の隅々まで独自に充

填する能力を有するコンクリートである｡

締固め作業を軽減さらには必要としないまでに充填性を高めた超流動コンクリートが開

発できれば､コンクリート工事の施工性を飛躍的に改善することが可能であるのは勿論の

こと､人為的な技能差や管理の良否に左右されることなく､部材全体として均等質のコン

クリート構造物を構築することが可能となり､従来の人中心であった施工法に大きな変革

をもたらすものと期待できる[1･21｡

このような締固めを必要としない高性能コンクリートは､東京大学の岡村甫教授らによ

って提唱された ｢ハイパフォーマンスコンクリート｣を起源としている｡すなわち､コン

クリート構造物の耐久性を高めその信頼性を回復させるためには､耐久性の良否を左右す

る要因の中でも特に人為的な影響を受け易い施工要因を取り除くことが必要であるという

/｢ 観点に立ち､フレッシュな状態においては締B]め作業を必要としないでも充填する能力を
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有し､硬化初期ならびに硬化後においては高品質かつ高耐久性を有するような高品質コン

クリートの開発であった｡

超流動コンクリートは､ ｢ハイパフォーマンスコンクリート｣という基本技術の1つと

位置づけられ､また､ここに定毒づけしたように､高密度配筋部材-の充填性を主体とし､

従来のコンクリートと同等以上の耐久性を有することを目標としている｡

さて､このような超流動コンクリートのフレッシュな状態に要求される基本性能は､大

きくは高変形性と高分離抵抗性と言え､ ｢ハイパフォーマンスコンクリート｣においては､

結合材や細 ･租骨材など各種素材の粒度や保水性あるいは混合割合などを考慮した配合設

計理論によって､高変形性と高分離抵抗性の両性能が適正にバランスする配合を求めるこ

とが配合を選定する上でのポイントと考えられる｡また､高変形性と高分離抵抗性は本質

的には相反する性能であるため､目標とする自己充填性を確実に製造するためには骨材の

表面水や粒度の変動あるいは計量誤差などを極力/トさくすることが必要であり､そのため､

高精度の品質管理体制の確立を目指した新しい製造システムの開発が進められている｡

しかしながら､前述のとおり人的資源に頼っていたコンクリート工事の省力化への移行

は急務な課題となっており､また､極めて小規模な製造プラントが全国各地に乱立する現

状の供給体制を見ると､新しい製造システムがこれら末端の製造プラントまで浸透するに

は､まだ時間を要するものと考えられる｡

このような背景の下､本研究では､現状の製造システムや品質管理のレベルでは抑制す

ることの難しい使用材料の品質変動や計量誤差などに対して､所要の自己充填性が確保で

きるような超流動コンクリートを開発し､現状において､超流動コンクリートの速やかな

実用化を図ることを試みた｡

そこで､水溶性高分子であるメチルセルロース系あるいはアクリル系の水中不分離性混

和剤を使用し､水の洗い作用に対する材料分離抵抗性を高めるとともに高充填性やセルフ

レベリング性を付与する水中不分離性コンクリートの技術に着目した｡水中不分離性コン

クリートは､水中での分維防止を主目的とするものであり高密度配筋部材への自己充填性

は有しておらず､また､これらの分離低減剤を使用したコンクリートの気中における耐久

性の問題により適用対象は水中構造物に限られているが､フレッシュコンクリートに要求

される基本性能は超流動コンクリートと同様に高分社抵抗性と高変形性と言え､これらの

両性能を分維低減剤の力を借りて積極的に付与する点を特徴としている｡

すなわち､EgI-I.1.1に示すように､分離抵抗性と変形性の両性能を高めることによって

品質変動に対する適用範囲を向上させることが可能であるとの基本概念に基づき､これを

達成する一つの手段として分社低減剤を添加する手法に着目したものである｡本手法によ

って､品質変動に対する適用範囲がさらに向上した超流動コンクリートを比較的容易に得

ることができれば､現状の製造 ･管理体制と施工体制において､配合選定 ･製造 ･施工に

至る一連の実用化システムを構築する上で極めて有効であると考えたからである｡

本研究は､現状の製造 ･管理体制と施工体制において､超流動コンクリートの速やかな
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実用化を図るべく､ ｢ハイパフォーマンスコンクリート｣の配合を基本とし､これに､基

材の耐久性に悪影響を及ぼさず､取扱い易く､比較的容易に品質変動に対する適用範囲を

向上させることが可能な新しい分離低減剤を添加することを特徴とする超流動コンクリー

トを用い､配合選定から製造と施工に至る一連の実用イヒシステムを確立することを目的と

したものである｡

巨i7パフオ-VJ ス_,:fZ リー ト竺配合分離低減剤を添加する手法

減少 こ こ増加

例えば､骨材表面水の変動

現状の製造 .管理システムでも比較的容易
に製造可能な超流動コンクリー トの開発

図-1.1.1 日的達成のための基本概念
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12 既往の研究と本研究の意義

(l)ハイパフォーマンスコンクリートについて

1986年､締固めを必要としない高性能コンクリー トの概念がはじめて提唱された日･2】｡

ここでは､コンクリート構造物の耐久性は､設計 ･施工 ･材料の3つの要因によって決定

されるが､これらの中でも特に人為的な影響を受け易い施工過程での要因を取り除くこと

が必要であるとの観点から､フレッシュな状態においては締固め作業を必要としないでも

充填する能力を有し､硬化初期ならびに硬化後においては高品質で高耐久性を有するコン

クリートの開発の必要性を説いたものであった｡また､締固め不要の自己充填性を実現す

るためには､高変形性と高材料分離抵抗性の両性能を適正にバランスさせることが必要で

あるとの提案がなされた｡

この高変形性と高材料分離抵抗性のバランスについて､前川ら[13]は､狭い間隙を通過

するモルタルの充填性を相対的に評価するためには､モルタルの変形性と流動中の動的分

離抵抗性の両者を合わせて評価する必要があることを明らかにし､その結果として､充填

性は変形性と分離抵抗性の両者の複合によって構成される凸型の曲線で表されることを示

した｡

橋本ら[1･4】､′ト沢ら[1･5]は､可視化実験により､圧送管内を流動中に生じる骨材の閉塞

は､粗骨材の凝集と粗骨材どうしのアーチングにより生じ､粗骨材の変形は一様でなく局

部的に粗骨材どうLが激しく接触 ･衝突している箇所が生じることを明かにし､モルタル

の粘性を高めることによってこの変形の局在化が低減することを示した｡

また､泉ら【1･6〕は､ポンプ圧送管内での閉塞や材料分離について､骨材どうLや骨材と

圧送管の固体間の応力伝達機構に着目し､応力伝達機構は粒子接触に起因する摩擦機構と

液体としてのペース ト粘着機構との複合効果によって決り､水結合材比､混和剤の種類と

添加量､粉体の形状によって変化する摩擦機構と粘着機構の複合効果として､伝達せん断

力が最小となる配合が存在することを明かにした｡そして､フライアッシュを使用するこ

とによって水結合材比の′トさい領域で伝達せん断応力を小さくすることができること､増

粘剤の添加は固体間の摩擦機構を低減させる効果をもち､骨材どうLが凝集する領域を回

避する上で有効であると考察している｡

これらの基礎研究をふまえて､ノ｣､沢ら【1･7】[1･8】[191は､ハイパフォーマンスコンクリー

トの具現化に成功し､ここに､ハイパフォーマンスコンクリートの命名ならびにプロトタ

イプとして具体的な配合例が公表されるに至った｡

以後､岡村ら[日0】[日 1】は､ハイパフォーマンスコンクリートを実用化するための課題

として､充填性に優れると同時に硬化後の耐久性を確保できる新しいセメント開発､合理

的な配合設計理論の確立､および､骨材の表面水量の変動を抑制 ･管理する方法や練まぜ
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効率を改善する管理システムと製造システムの確立の必要性を唱えた.

現在､東京大学コンクリート研究室では､ハイパフォーマンスコンクリートの合理的な

配合設計理論の確立が進められており､近々､これらの配合設計理論を主体とした体系化

理論が公表される予定である｡

(2)超流動コンクリートの研究の現状

ハイパフォーマンスコンクリートの概念が提唱され､さらに､そのプロトタイプの公開

を契機として､超流動コンクリートに関する多くの研究開発がなされるようになった｡

また､学協会活動として､セメント協会において新しいセメントの開発を目的とした｢ハ

イパフォーマンスコンクリート専門委貞会 (岡村 甫委貞長､1990)｣､日本コンクリー

ト=学協会においてハイパフォーマンスコンクリートに代表される高級コンクリートの製

追 .管理システムの確立をEI差した ｢コンクリートの製造システム研究委貞会 (岡村 甫

委員長､1990年～1992年)｣により､製造 ･管理システムの具体的な提案がなされている｡

さらに､日本コンクリート工学協会 ｢超流動コンクリートに関する研究委貞会 (魚本健

人委員長､1992年～)｣において､超流動コンクリートのフレッシュならびに硬化後の性

状に関する現状の技術の整理が行われており､日本建築学会 ｢高流動コンクリート小委員

会 (友津史紀委員長､1992年～)｣においては建築分野に対応した設計施工基準の確立に

向けての研究活動が行われている｡

超流動コンクリートの要求性能は基本的に変形性と分離抵抗性､および､これらの両性

能のバランスによって得られる締固め不要の自己充填性と言える｡しかし､超流動コンク

リートは全く新しい概念のコンクリートであるため,その要求性能を定量的に評価する標

準試験法はまだ確立されておらず､現状では評価方法に関する数種の報告がなされている｡

変形性の評価については､土木学会 ｢水中不分離性コンクリート設計施工指針 (莱)｣

に準拠したスランプフロー試験が測定方法の簡便さと水中不分離性コンクリートにおける

実績の多きから最も汎用されている手法であるが､これ以外に､L字管やL型容器の一方

から試料を流し込み他方へ流動する際の流動状況を観察する方法【日21が提案されている｡

分離抵抗性の評価については､容器底面に設けたメッシュ状のフルイを試料を通過した

際の粗骨材量を評価する方法【1･8】日･13]､あるいは､振動式コンシステンシーメータ (W

試験装置)による無振動状態での障害部通過状況を評価する方法[日 4】やロート型の容器

を用いて絞り込み部の通過性と通過時間を評価する方法[日51が提案されている｡

高密度配筋部への自己充填性の評価については､高密度配筋を有する型枠中に試料を流

し込んだ際の充填性を評価する方法〔18][116]､あるいは､L型容器の一部に設けた障害

部の通過状況や骨材量を評価する簡易的な方法日･17]が提案されている｡

さらに､超流動コンクリートの実構造物への適用についても､大型借りょうのアンカレ
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イジ〔1･18]への適用､あるいは､LNGタンクの防振堤壁部[1･19】への適用や壁部開口部の

逆打ちによる閉塞工【1･20]への適用など､徐々にではあるが報告されるようになってきた｡

(3)従来の分離低減剤について

従来より分離低減剤として最も一般化しているものは､水中不分離性コンクリートに用

いられるセルロース系あるいはアクリル系の水溶性高分子が挙げられ､これらは､土木学

会 ｢水中不分離性コンクリート設計施工指針 (莱)｣において､水中不分離性混和剤とい

う名称で取り扱われている｡

水中不分離性混和剤の特徴はその水溶性にあり､練り混ぜ水に速やかに溶解し､練り混

ぜ水の一部を保水した状態で分子分散することによって練り混ぜ水を高粘度化し､フレッ

シュコンクリートにおける材料分離の抑制､ブリージングの抑制､セルフレベリング性を

付与する機能を有する｡

水中不分離性混和剤の作用機構はこのような増粘作用と保水作用と言え【l･21]､セメン

ト粒子や骨材が高粘度となった練り混ぜ水に包まれた状態に保持されることにより外部の

水と接触 しても分離しない性質が付与され[1･22]､また､水がセメント粒子間隙により形

成される毛細管を流動できないほどに高粘性であるためプリ-ジングを生じることがなく､

さらに､ブリージングを生じないために骨材間の潤滑液としての水が長時間保持されるこ

とによって､ブリージングの抑制およびセルフレベリング性が付与される[l･23]と考えら

れている｡

しかしながら､これらの分稚低減剤は水に容易に溶解する性質ゆえに､直接､水に接す

ると粒子表面のみが速やかに溶解し粒子内部への水の浸透が妨げられ団粒状の塊となる現

象いわゆるママコを生じ易いたれ ｢水中不分離性コンクリート設計施工指針 (莱)｣に

おいては､練りまぜの際に十分な空練りを行う､あるいは､あらかじめ高性能減水剤や水

に溶解させたスラリーとして添加するなど､取り扱いにあたっての留意事項が示されてい

る｡また､高粘性であるために､練 り混ぜ時に通常のAEコンクリートに比べて大きいエ

ントラップトエアを巻き込みやすいことが指摘されており､一般には消泡剤を併用してエ

ントラップトエアを低減するような対応がなされている｡

さらに､水中不分離性混和剤を添加 したコンクリー トの耐久性に関して､長合ら【1･24】

は､アルミ粉末の併用が耐凍害性の改善に有効としながらも､この発泡気泡はエントレイ

ンドエアに比較して気泡径が大きいため十分な耐凍害性を付与するためには気泡量として

10%以上を混入する必要であると報告している｡

また､福留ら日･25】は､セルロース系の水中不分離性混和剤を添加した場合､添加しな

いものに比べて20-30%程度､乾燥収縮が大きくなると報告している｡また､アクリル系
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の場合にも同様の傾向が確認されており【1･26】､これらは､練り混ぜ水が高粘度となるこ

とによって､ブリージングが生じない分だけ練りまぜ水の多くが硬化体中に残存するため

と考えられている｡

以上のように､従来の分離低減剤は基材コンクリートに高分維抵抗性と高変形性を付与

する機能を有するが､取り扱う上で留意する必要があり､また､その添加量の増加にとも

ない単位水量が多くなること､気中における耐久性について不明確な点が多いこと等の理

由から､適用対象は水中不分離性コンクリートとして水中構造物に限られているのが現状

である｡

これまで述べてきたように､ハイパフォーマンスコンクリートにおいては､配合設計理

論の確立がほほ終蔦を向かえ､現段階では､所要の自己充填性を確実に製造するための製

造 ･管理システムの確立が進められている｡

しかしながら､人的資源に頼っていたコンクリート工事の省力化への移行は急務な課題

となっており､また､極めて小規模な製造プラントが全国各地に乱立する現状の供給体制

を見ると､新しい製造 ･管理システムがこれら末端の製造プラントまで浸透するには､ま

だ､時間を要するものと考えられる｡

さらに､超流動コンクリートに関する現状の研究開発において､要求性能の定量評価に

関する研究は比較的多く報告されるようになり､また､実構造物への適用に関する報告も

数件認められるようになったが､超流動コンクリ-トに関するこれらの要求性能と実構造

物への適用性とを関連付けて評価した例は殆ど無く､数種の適用例についても製造 ･管理

の行き届いた固有の設備の下で個別な検討を加えられているだけで､工事全体をとらえた

汎用性のある実用化システムとして確立されているものはない｡

このような背景の下で､超流動コンクリートの要求性能を定量的に把達し､配合の選定

や実工事における製造 ･施工管理の指標とした上で､現状の製造 ･管理システムあるいは

施工体制において､基材の耐久性に悪影響を及ぼさず､取り扱い易く､比較的容易に品質

変動に対する適用範閏を向上させることが可能な新 しい分取低減剤を用いた超流動コンク

リートを開発し､その配合選定から製造､施工に至る一連の実用化システムを汎用性のあ

る形で構築することは､現状において超流動コンクリートの速やかな適用を推進するため

に極めて意義のある研究であると考えられる｡
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1.3 本研究の適用範囲とその構成

前述のように､本研究の目的は現状の管理 ･製造体制および施工体制の下で､超流動コ

ンクリートの配合選定から製造､施工に至る一連の実用化システムを確立することにある｡

したがって､本システムは､現状のレディーミクストコンクリート工場で製造した本超流

動コンクリートを用いて現場打ちによって構築するコンクリート構造物を適用対象とする｡

また､本実用化システムに使用する超流動コンクリートは､ ｢ハイパフォーマンスコン

クリート｣の配合を基本とし､これに､分離低減剤を凍加する手法を組み合わせたコンク

リートである｡

具体的には､ハイパフォーマンスコンクリートのプロトタイプ[1･71として提案された配

合において､普通ポル トランドセメントと高炉スラグおよびフライアッシュの3成分を混

合した結合材を単位結合材量として500kg/m3程度使用する点と比較的多量の高性能減水剤

を併用する手法を基本とし､これに､グルコース系多糖類を主成分とする天然高分子を分

離低減剤として添加した超流動コンクリートである｡また､水結合材比33%程度であり､

最大寸法20mmの砕石を細骨材率45%程度で使用することを適用範囲とする｡

以上の適用対象および適用範臥 こおいて､本研究は､ここに選定した新しい分離低減剤

とこれを添加した超流動コンクリートに関する検討､および､本超流動コンクリートを用

いた実用化システムに関する検討に大別され､概ね図-1.3.1に示す5項目の研究段階によ

って構成される｡

第1段階は､本分離低減剤の基本特性とその作用機構を検証するものであり､本分離低

減剤の吸水 ･膨潤機構を定量的に把握し､さらに､本分離低減剤を添加した場合の水和生

成機構ならびに水和過程への影響と水和生成物中での本分離低減剤の硬化後の形態を調査

し､混和剤として使用する上で絶対条件と言える､本分離低減剤の添加が基材の水和過程

や水和生成機構に悪影響を及ぼさないことを検証した｡

第 2段階は､本分離低減剤を添加することによって付与される超流動コンクリートの自

己充填性への作用効果の検証であり､本分維低減剤の添加による分離抵抗性への作用効果

と高性能減水剤を併用した場合の変形性への作用効果の複合として得られる自己充填性の

向上効果について確認し､さらに､この自己充填性の向上によってもたらされる品質変動

に対する良好な自己充填性を確保する範囲の向上効果について検証したものである｡

第3段階は､本分雑低減剤を添加した超流動コンクリートの硬化後の品Jrrについての検

証試験であり､ほぼ実工事と同等の施工条件の下で製作した実大規模の壁状部材の高さ方

向における部材の均質性を確認するとともに､実構造物の一部への試験打設により長距離

流動における品質の変化を調査した｡

また､本超流動コンクリートの配合上の特徴である､普通ポルトランドセメントと高炉

スラグおよびフライアッシュの3成分結合材を使用する点､単位結合材量として500kg/m3
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程度と比較的多く使用する点､および､グルコース系多糖類を主成分とする新しい天然高

分子を添加する点に着目し､この配合の特殊性から予想される硬化後の品質と耐久性への

影響を室内試験によって評価した｡

第4段階は､本超流動コンクリートを用いた実用化システムについてまとめたものであ

り､本超流動コンクリートの配合選定､製造 ･運搬､打設に至る一連のシステムを構築す

るとともに､施工にあたって考慮される超流動コンクリート特有の事項について検証した｡

具体的には､本超流動コンクリートのフレッシュな状態における基本性能と言える変形

性と分離抵抗性および自己充填性に関する定量評価手法を提案し､本評価手法によって定

量化した数種のデータを基本として配合選定における良否の判定値および実工事での品質

管理目標値を導いた｡

さらに､施工性に関して超流動コンクリート特有の問題として考慮される､製造 ･運搬

に伴うフレッシュコンクリートの品質安定性とその対策､ポンプ圧送性､側圧あるいは流

動勾配について検証し､本実用化システムの施工上の適用条件を明確にすることとした｡

第5段階は､ここに確立した実用化システムの正当性を実証するために行った数種の適

用例についてまとめたものであり､特に本超流動コンクリートの有する優れた特性に適応

した施工法を組み合わせた適用工事について報告するとともに､これらの工事によって得

られた施工上の知見についてまとめたものである｡



図-1.3.1 研究の構成
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第2章 新しく開発された分離低減剤の基本的性質とその作用機構

21 はじめに

現在､コンクリー ト用の分維低減剤として一般化 しているものに､水中不分離性コンク

リートに使用されるセルロース系およびアクリル系の水中不分離性混和剤と称される有機

の水溶性高分子が挙げられる｡これらの水溶性高分子はその名称のとおり､コンクリート

の練り混ぜ水に容易に溶解し､練 り混ぜ水全体の粘性を高める性質を有する｡

これらの水溶性高分子の溶解とは､水溶性高分子の分子どうLが結合 した集合体が､接

水により再び個々の分子に別れ､水溶液中全体に分子分･散した状態になることを言う｡ま

た､各々の分子は水酸基やアミド基などの親水基を有 しており､これらが図-2.1.1に示す

ように周囲の水を引き付けた状態で溶解し､互いに綾祷することによって､練 り混ぜ水に

高粘性を付与するものと言える｡

これら従来の分離低減剤に対 して､本研究で取り扱う分離低減剤は基本的に水への溶解

性は極めて小さく､また､コンクリート練り混ぜ水中で膨潤ゲル化 し､そのゲル形成時に

周辺の水を吸水する性質を有する点が大きな特徴と言える｡

本章では､本分維低減剤の溶解性､膨潤性､吸水性および分離低減剤存在下での水溶液

の粘性を主体とした本分離低減剤の基本的な性質を把撞するとともに､これらの結果をも

とに､本分維低減剤の作用機構を明らかとすることとした｡

また､本分離低減剤を添加した場合の結合材の水和機構への影響を調査 し､混和剤とし

て使用する場合の絶対条件と言える基材の水和機構には悪影響を及ぼさないことを確認す

ることとした｡以下､これらの検討結果について述べる｡

水溶性高分子の集合体

図-211 水溶性高分子の水溶液､練り混ぜ水中
での溶解状況
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2.2 分離低減剤の基本組成

22.1 化学構造

本分維低減剤は､多糖類であるD-グルコース分子400-500箇が1-3位でp-グルコシド結
合した分子量70,000程のβ-1,31グルカンのカードランであり､斑-2.2.1に示す化学構造を

有する有機の高分子である｡本分離低減剤の水溶性は極めて′｣＼さいが､周囲の水の吸水あ

るいはcaイオンが共存する高アルカリ溶液中においてカルシウムイオンと架橋すること

によって､膨潤ゲルを形成する性質を有する〔21]｡コンクリー トの繰り混ぜ水はCaイオ

ンとNaイオン､Kイオンを主体とする高アルカリ液であることから､本分離低減剤は膨潤

ゲルを形成することになる｡

比較として､同様にグルコース分子から形成される従来の分雅低減剤であるセルロース

系水中不分離性混和剤[2･21の一例を区ト2.2.2に示す｡

セルロース系高分子はOH基により互いの分子 どうLが結合し積層に格子状構造をとっ

ているが､図-2.2.2にRl～R3で示されたアルキル基を置換することによって､各分子どう

しの結合力を弱め､さらに､1分子量を数100から数1000と比較的低分子量とすることで水

中での分散性すなわち水溶性を付与していると言える｡また､同記号Rl～R3がHで水酸

基となる場合には水素結合によって周囲の水を引き付け拘束することになる｡

本分維低減剤が水への溶解性が極めてノ｣､さい理由は､各分子どうLがOH基のみの水素

結合によって強固に結合している点と分子量が70,000程度と高分子であることによる｡ま

た､caイオンと架橋した膨潤ゲルを形成し吸水する性質は､このβ-1,3結合を有する点に

あると言え､図-2.23に示すようにグルコース分子どうLが斜めに結合したラセン状の形

態で高分子化 した分子が水中で膨潤することによって､多量の水を葛えることのできるポ

ーラスな膨潤粒子 (ゲル)となると考えられる｡
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図一2.22 セルロース系水中不分離性混和剤の化学構造 (例)【2･2】
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図-2.2.3 本分離低減剤 (カー ドラン)
の膨潤および吸水機構の概念
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2.2,2 製造方法

本分維低減剤 (カー ドラン)は微生物の発酵法により生産される｡製造方法は図-2.2.4

に示すようであり､ブドウ糖､窒素源､微量のミネラルなどを含む培養地中で生産菌

(AIcaligenesfaecalisvar.myxogenes)を培養し､本分離低減剤の原体を産生させる｡

さらに､培養地中に蓄積 した原体をアルカリで溶解 して､菌体と分離ならびに精製し､

酸で中和することにより原体を析出させた後､乾燥工程を経て､最終的な細末状の混和剤

となる｡



2.2.3 安全性

本分離低減剤 (カードラン)は､澱勅やセルロースと同じようにD-グルコースのみから

なる天然の多糖類であり､食品添加物として厚生省 ｢第1版 化学的合成品以外の食品添

加物リスト｣にも掲載されており､毒性は極めて低 く､人体に対する安全性は高い｡

また､寒天と同様に栄養的に不活性であること､表-2.2,1に示すように98%が食物繊維

であることも明かにされているt2･31｡

秦-2.2.1 本分離低減剤 (カードラン)の基本品質と一般分析例【2･3]

分類 項目 仕 様

標準品質 性状 類白色

比重 かさ比重=0.52､真比重=1.44[2.4】

平均粒径 80〃m

重金属 (pbとして)20ppm以下 l食品一般に関する安全基準IIFLaを満足する○ヒ素 (As203として)2ppm以下

乾燥減量 10%以下 (60℃､減圧､5時間)

ゲル強度 500g/cm2以上 (2%､100℃､10分間)

一般分析例 水分 7.7% (減圧加熱乾燥法)

タンパク質 0.7% (ケルダール法)

脂質 0.2% (ソックスレ-抽出法)

繊維 9.8% (ヘンネベルグス トーン改良法)

灰分 2.8% (直接灰化法)

糖質 78.8%
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2.3 セメントろ液 ･高アルカリ溶液中での挙動

2.3.1 本分離低減剤の溶解性

ここでは､水､飽和ca(oH)2､0･lN-NaOHの各種水溶液､および､普通ポル トランドセ

メント(C)､高炉スラグ(B)､フライアッシュ(F)､3成分系結合材 (混合比C:B:F=4:4:2)の

各種結合材ろ液における､本分離低減剤あるいは比較としてセルロース系水中不分離性混

和剤 (主成分 :ヒドロキシプロピルメチルセルロース)の溶解性について示す｡

溶解性の測定はフェノール硫酸法により行い､(2.1)式にて糖を定量することによって求

めた｡なお､ここで言う溶解性とは､対象とする水溶液あるいは結合材ろ液中に分離低減

剤を一定量加えた場合に溶解する量を測定するものである｡したがって､分離低減剤が飽

和するまでの溶解量を示すものではなく､対象とする分離低減剤の溶解の度合あるいは溶

解のしやすさを相対的に評価するものである｡

溶解性-分離低減剤溶解糖量/分離低減剤添加糖量 -(2.1)

また､対象とした水溶液あるいは結合材ろ液は､図-2.3.1に示すような2種類の手順によ

り抽出したものであり､ここでは､それぞれを溶液系およびペース トろ液系と称すること

とする｡溶液系は､各種水溶液または各種の結合材を水結合材比45%で練り混ぜたペース

トをろ紙ろ過して抽出した溶液に一定量の分離低減剤 (本分離低減剤=wx1%､セルロー

ス系水中不分離性混和剤-wxo.25%)を添加し､再度､ミリポワフィルター (0.8/Jm)

でろ過した場合である｡

ペーストろ液系は､分離低減剤を予め添加した状態で練り混ぜたペーストを直接ミリポ

ワフィルター (0.8FLm)でろ過して抽出した場合であり､先の溶液系が分離低減剤の基

本的な溶解性を評価するものであるのに対して､ペーストろ液系はより実際の練り混ぜに

近い状態での溶解性を評価するものと言える｡なお､ペーストろ液系における分社低減剤

の禄加量は単位水量に対して溶液系と同じ比率であるが､ペーストからろ過試料を抽出し

ゃくするため､便宜上､水結合材比は50%とした｡

図12.3.2は､溶液系における本分離低減剤およびセルロース系水中不分雄性混和剤の接

水後30分経過時点での溶解性を示したものである｡セルロース系水中不分離性混和剤はい

ずれの溶液においてもほほ全港解するのが分かる｡これに対して､本分離低減剤はNaOH

溶液においてほほほ全港解するが､水や飽和ca(oH)2溶液あるいはフライアッシュろ液に

は殆ど溶解せず､普通ポルトランドセメントろ液に20%程度､高炉スラグろ液において15

%程度の溶解性を示す｡また､3成分系結合材ろ液における溶解性は8%程度であり､概ね

3種類の結合材の混合比に応じた平均的な溶解性を示すものと言える0

図-2.3.3は､溶液系における本分維低減剤の各種結合材ろ液での溶解性の経時変化を示

- 16-
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したものである｡本分維低減剤の溶解は接水後5分間の内にほほ終了し,以後は溶解性の

変化は殆どないことが分かる｡

図-2.3.4は､ペーストろ液系における本分離低減剤の溶解性について､先の溶液系での

30分経過時点での結果と比較したものである｡ペース トろ液系の溶解性は､高炉スラグろ

液の場合のみ溶液系と比べて′J､さい結果となっているが､他の結合材ろ液の場合はいずれ

も違いは僅かであり､ペース トろ液系と溶液系との溶解性は基本的には同等であると判断

される｡

図一2.3.5は､ペース トろ液系におけるセルロース系水中不分維性混和剤の溶解性につい

て､溶液系での結果と比較したものであるoいずれの結合材ろ液の場合も､ペース トろ液

系の溶解性は溶液系に比べて10%～30%/｣､さくなっていることが分かる｡

ここで､中川ら〔2･5】､早川ら【2･6】[2･7]の既往の研究により､セルロース系水中不分離性

混和剤の結合材表面への吸着現象が明らかにされており､分離低減剤添加量の25%程度が

結合材への吸着量として見込まれる[2･7]ことが示されている｡本試験における結果もこれ

ら既往の文献とほほ同程度の差が認められることから､ペース トろ液系の場合に溶解性が

減少すると見るよりは､予め分離低減剤を添加 した場合に分離低減剤の一部が結合材に吸

着し､見掛け上､溶解性が′トさく測定されたものと考えられる｡

同様に､ペース トろ液系と溶液系との溶解性の差が吸着によるものと解釈すれば､本分

離低減剤については結合材への吸着現象は殆ど生じていないものと考えられる｡

いずれにせよ､本分離低減剤は結合材ろ液すなわち練 り混ぜ水への溶解性は小さく､本

研究の適用範囲である3成分系結合材における溶解性は僅かであると言える｡
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23.2 本分離低減剤の膨潤性および吸水性

本分離低減剤はCaイオンが共存する高アルカリ溶液中において､接水と同時に速やか

に膨潤ゲルを形成する性質を有する.

写真-2.3.1および写真-2.3.2は､各種水溶液あるいは水結合材比45%の各種の結合材ろ液

中における､本分雑低減剤の膨潤状況を示したものである｡また､表-2.3.1は､この膨潤

状況をもとに∃視観察により膨潤ゲルの平均直径を測定し､膨潤前の粉末粒径との体積倍

率を算出した結果を示す｡

これらの膨潤状況および表に示すとおり､本分離低減剤は水あるいは飽和ca(oH)2水溶

液中における膨潤は僅かであり､NaOH水溶液においては全て溶解することから膨潤ゲル

として存在しない｡また､普通ポルトランドセメントろ液においては体積倍率として20倍

程度の膨潤ゲルを形成し､フライアッシュろ液や高炉スラグろ液あるいは3成分系結合材

ろ液においては体積倍率として10倍程度の膨潤を生じる｡

本分離低減剤はこの膨潤ゲルの形成にともない周辺の水溶液あるいは結合材ろ液を吸水

するものと言える｡ここで､各種の水溶液および結合材ろ液において図-236に示すよう

に各々の膨潤倍率に見合う量の吸水をすると仮定し､ (2.2)式により算出した本分離低

減剤1kg当りの吸水量を表-2.3.1に併記する｡

分離低減剤1kg当りの吸水量-分離低減剤単位体積 (1kg/I.44)× (膨潤倍率11) - (2.2)

表に示すように､結合材ろ液において本分離低減剤は添加量1kg当り5リットルから14リ

ットルの吸水するものと言え､本研究の超流動コンクリートの適用範囲である3成分系結

合材の場合には7リットル程度の吸水があるものと推定される｡

図-2.3.6 吸水量の算出要領
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秦-2.3.1 本分離低減剤の結合材ろ液 ･水溶液中での膨潤性および吸水量

結合材ろ液 .水溶液種別 水溶液､結合材ろ液のpH 膨潤ゲルの平均粒径(〃m) 膨潤倍率(瀞末体積比) 吸水量(1/1kg)

結合材ろ液系 普通ポルトランドセメント 13.0 250 21 14

フライアッシュ 12.7 200 ll 7

高炉スラグ 12.0 190 9 5.5

3成分系結合材(C-B-F=4:4:2) 12.8 200 ll 7

水溶液系 0.1N-NaOH 13.0 溶解飽和ca(oH)2 12.3 130 3 1.4

水 6.I 150 5 2.8
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水

0.1N-NaOH溶液

写真-2.3.1 各種水溶液中での膨潤状況
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写真-2.3.2 各種結合材ろ液中での膨潤状況
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2.3.3 水溶液の粘度

臥2.3.7は､水あるいは0.1N-NaOHの水溶液､および､普通ポル トランドセメントろ液

あるいは3成分系結合材ろ液における､本分離低減剤と先の2.3.1項と同じセルロース系水

中不分敵性混和剤を添加した場合の分離低減剤濃度 (水溶液または結合材ろ液×%)と溶

液粘度の関係を示したものである｡

ここで､結合材ろ液については､水結合材比45%で練り混ぜたペース トをろ紙ろ過して

抽出した溶液に､所定量の本分維低減剤あるいはセルロース系水中不分離性混和剤を添加

し再度撹拝した試料である｡

また､粘度の測定は共軸2重円筒回転粘度計により行ったものである｡なお､先の2.3.2

項に述べたように本分離低減剤は結合材ろ液中において膨潤ゲルを形成することから､こ

こで得られた結果は膨潤ゲルの分散した状態での粘度と言える｡

臥 2.3.7を見ると分かるように､セルロース系水中不分離性混和剤の場合には濃度の増

加にともなって急激に溶液の粘度が増大するのに対 して､本分離低減剤においては濃度の

増加にともなう溶液粘度の増加は比較的緩やかである｡

また､本分離低減剤における溶液粘度は､全て溶解するNaOH水溶液､20%程度の溶解

性を有し比較的大きな膨潤ゲルを形成する普通ポル トランドセメントろ液､8%程度の溶

解性を有する3成分系結合材ろ液の順に大きく､溶解性および膨潤性が大きいほど粘度も

大きくなる傾向にあると言える｡水の場合には､溶解性が極めて僅かであり膨潤粒子も/ト

さいことから粘度の上昇は殆ど認められない｡

図-238は､水結合材比40%の3成分系結合材ペ-ス トにおける､本分維低減剤あるいは

セルロース系水中不分離性混和剤の添加量とペース トの塑性粘度との関係を示したもので

ある.分離低減剤の涼加量の増加にともない塑性粘度も増加する傾向にあるが､先の結合

材ろ液での場合と同様に､本分雑低減剤の場合はセルロース系水中不分離性混和剤と比べ

て添加量の増加に伴う粘度の増加は緩やかであるO

以上の検討は､分離低減剤の溶解性と溶液の粘度の関係について走性的な傾向を把握す

るものであるが､分離低減剤の溶解性が大きいほど溶液の粘度増加の度合が大きくなる傾

向にあると言える｡本分離低減剤においては僅かに溶解することにより､ろ液の粘度増加

は認められるが､溶解性がノ｣＼さいことから本分雑低減剤の添加量の増加にともなう粘度増

加の度合は僅かであると言える｡
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2.3.4 温度依存性

図-2.3.9は､先の2.3.1項に示 した溶液系と同じ手順により抽出した3成分系結合材ろ液

について､本分離低減剤の溶解性の経時変化とろ液温度の関係を示したものである｡

本分離低減剤の溶解性は､ろ液の温度が高くなるにともない大きくなる傾向が認められ

るが､その範囲は4%-10%とノ｣､さく､また､最大でも10%程度以下であり､コンクリー

ト練り上がり温度あるいは打込み温度として一般的な10℃から35℃の範囲において､温度

の違いが溶解性に及ぼす影響は僅かであると考えられる｡

図-2,3.10は､同様に3成分系結合材ろ液の粘度と温度の関係を示 したものである｡また､

同図にはセルロース系水中不分離性混和剤の場合も併記する｡

セルロース系水中不分離性混和剤の場合には､温度が高くなるほど粘度は小さくなること

が知られているが [2･2]､本試験においても同様な結果であり､10℃の場合の粘度と比

べて35℃ではほぼ半減することが分かる｡これに対 して､本分離低減剤を添加した場合の

ろ液粘度は､温度10℃から35℃の範囲においてほほ同等であり､温度の違いが粘度に及ぼ

す影響は無いものと言える｡

写真-2.33は､3成分系結合材ろ液の温度の違いにおける膨潤ゲルの形成状況を示したも

のである｡ろ液温度が高いほど膨潤も大きくなる傾向にあるが､20℃と35℃における膨潤

状況の差は僅かであるのに対して､10℃における膨潤ゲルはこれらと比べて明らかにノ｣､さ

くなる傾向にある｡

したがって､低温の場合には､吸水量が少なくなり分離抵抗性の付与効果は減少するも

のと考えられ､20℃あるいは35℃の場合と同等の分離抵抗性を付与するための添加量は多

くなるものと考えられる｡
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写真-2.3.3 3成分系結合材ろ液の温度の違いと膨潤ゲル形成状況
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23.5 高性能(AE)減水剤との相性

本研究における超流動コンクリートは､本分維低減剤を涼加し､これに､比較的多量の

高性能(AE)減水剤を併用する｡ここで､セルロース系水中不分維性混和剤の場合には高性

能 (AE)減水剤との相性があり､ナフタリン系の高性能 (AE)減水剤を併用した場合に

は､高性能(AE)減水剤の添加量の増大にともない急激に粘度が上昇する現象が生じること

が知られているt2･2][2p8]｡

そこで､本分離低減剤における高性能 (AE)減水剤との相性の有無を調査するため､

現状市販されている代表的なナフタリンスルホン酸系､メラミン樹脂スルホン酸系､ポリ

カルボン酸系の3種類を主成分とする高性能 (AE)減水剤を対象に､これらの高性能(AE)

減水剤の添加が本分離低減剤の溶解性および粘度に及ぼす影響を調査した｡

図一2.3,11は､先の2,3,1項に示した溶液系と同じ手順により抽出した3成分系結合材ろ液

において､ナフタリン系の高性能減水剤の添加の有無と本分離低減剤の溶解性の経時変化

の関係を示したものである｡

溶解性およびその経時変化において高性能減水剤の有無による差は殆どなく､高性能減

水剤を添加することによる溶解性への影響は認められない｡

図-2.3,12は､上記と同じ3成分系結合材ろ液に3種類の高性能(AE)減水剤を凍加した場合

の30分経過時点での溶解性を示したものである｡いずれの高性能(AE)減水剤においても､

無添加の場合と同等の溶解性を示しており､これらの高性能(AE)減水剤が本分離低減剤の

溶解性へ及ぼす影響は認められない｡

図-23.13は､水結合材比45%の3成分系結合材ペーストをろ耗ろ過した試料に本分離低

減剤を添加した結合材ろ液における､高性能(AE)減水剤の濃度 (ろ液×%)とろ液の塑性

粘度の関係を示したものである｡また､同図には比較としてセルロース系水中不分維性混

和剤も併記する｡

セルロース系水中不分社性混和剤では､従来より指摘されているようにナフタリン系高

性能減水剤を併用した場合に､その添加量の増加にともない急激な粘度の増加が認められ

る｡これに対して､本分維低減剤はいずれの高性能(AL)減水剤においても粘度の変化は殆

ど認められず､本分離低減剤とこれら高性能(AE)減水剤との相性において､結合材ろ液の

粘度に及ぼす影響はないことが分かる｡

図-2.3.14は､本分離低減剤を添加 した3成分系結合材ペーストにおける､高性能(AE)減

水剤の添加量 (結合材×%)とペース ト粘度の関係を示したものである｡また､比較とし

てセルロース系水中不分離性混和剤を捺加したペース トの場合を図12.3.15に示す｡

図一2.3.14を見ると､本分離低減剤を凍加 した3成分系結合材ペース トにおいて､高性能

(AE)減水剤の添加量が0.2%の段階で粘度の上昇が認められるが､以降は､いずれの高性

舵(AE)減水剤においても添加量の増加にともないペースト粘度は減少しているのが分かる｡

これに対して､図-2.3.15に示すセルロース系水中不分維性混和剤においては､高性能
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(AE)減水剤無添加でのペースト粘度が本分維低減剤と同程度の場合には､特にナフタリン

系の高性能(AE)減水剤において､その添加量の増大にともないペースト粘度が急激に増大

する傾向が認められる｡また､分離低減剤の添加量を減らし高性能(AE)減水剤無禄加にお

ける粘度をl/3程度と′トさくした場合には､高性能(AE)減水剤の添加量の増加に伴う粘度

の急激な増加は認められないが､添加量を増やしても粘度の減少の度合は僅かである｡

先にも述べたように､本分離低減剤の場合は高性能(AE)減水剤の添加量が0.2%程の少

量の段階で僅かに粘度の増加があるが､これは一時的であり､全体の傾向としては高性能

(AE)減水剤の涼加量の増加にともないペース ト粘度は順調に減少し､いずれの高性能(AE)

減水剤においても粘度を著しく増大させるような相性上の影響は認められない｡

ここで､高性能(AE)減水剤の添加にともなうペースト粘度の減少の度合は､高性能(AE)

減水剤の減水効果あるいは変形性付与効果の指標となると考えられる｡この点において､

本分維低減剤は､セルロース系水中不分離性混和剤 と比べて､高性能(AE)減水剤の添加量

の増加にともなうペースト粘度の減少の度合が大きく､高性能(AE)減水剤の有する変形性

付与効果が十分に期待できるものと言える｡

先の2.3.2項において､本分離低減剤は練り混ぜ水中において粒径200FLm程度の膨潤粒

子の状態で存在することを示した｡そこで､高性能(AE)減水剤の添加の有無と本分離低減

剤の膨潤粒子とセメント粒子において､粒子表面のゼータ電位を調査 した｡

対象とした試料は､ナフタレン系の高性能減水剤 (結合材×1%)を添加した水結合材

比45%の3成分系結合材ろ液に､本分稚低減剤 (ろ液×1%)を添加し､膨潤させた試料で

ある｡

調査結果を表-2.3.3に示すが､膨潤粒子表面は高性能減水剤の有無に因らずマイナスで

帯電しており､この値は高性能減水剤を添加したセメント粒子とほほ同等であることが分

かる｡これは､高性能減水剤の添加の有無によらず膨潤粒子自体が既に分散性を有し､さ

らに､高性能減水剤の添加によってセメント粒子表面もマイナス帯電の状態となった場合

には､セメント粒子と本分離低減剤との電気的な反発力も生じ､ペースト中において良好

に分散する状態にあることを示唆する結果である｡

総括すれば､本分維低減剤と高性能(AE)減水剤との併用において､現状の代表的なナフ

タリン系､メラミン系､ポリカルボン酸系を主成分とする高性能(AE)減水剤のいずれも相

性上の問題は認められず､さらに､これらの高性能(AE)減水剤の減水効果あるいは変形性

付与効果を十分に期待できるものと言える｡

また､本分離低減剤の膨潤粒子表面はゼータ電位としてマイナスで帯電しており､高性

能(AE)減水剤の介在によりセメント粒子表面もマイナス帯電の状態となった場合には､セ

メント粒子と本分離低減剤膨潤粒子との電気的な反発力も生じることで､本分維低減剤は

ペースト全体にわたって良好な分散性を有するものと推定される｡
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2.3.6 本分離低減剤の作用機構

これまで､セルロース系水中不分離性混和剤のような従来の分維低減剤が結合材ペース

トろ液すなわち練り混ぜ水にほほ完全に溶解するのに対して､本分維低減剤は練り混ぜ水

への溶解性は僅かであり､練 り混ぜ水のようなCaイオンが共存する高アルカリ溶液中に

おいて､Caイオンと架橋 した粒径200FLm程の球形の膨潤ゲルを形成し､この膨潤にとも

なって周囲の練り混ぜ水を吸水する性節を有することを述べた｡

また､分離低減剤の溶解性が大きいほど､その添加量の増加にともない結合材ペース ト

の練り混ぜ水およびペースト自体の粘度も大きくなる傾向にあるが､ほほ完全に溶解する

従来の分離低減剤と比較して､本分離低減剤は溶解性が小さいことによって結合材ペース

トの練り混ぜ水およびペースト自体の粘度増加がノJ､さいことを示した｡

さらに､本分離低減剤は現状の代表的な高性能(AE)減水剤との併用において相性上の問

題は認められず､高性能(AE)減水剤の添加量の増加にともないペースト粘度も順調に小さ

くなり､高性能(AE)減水剤の変形性付与効果が十分に期待できることを示した｡

以上のことから､本分稚低減剤の作用機構は､ペーストの練り混ぜ水を吸水し膨潤ゲル

内に保水することによって,見掛け上､ペースト中の自由水が少ない状態となることでペ

ース トの分離抵抗性を高めることが主体であると言える｡ただし､部分的には本分椎低減

剤も溶解を生じることから､セルロース系水中不分離性混和剤と同様に練り混ぜ水全体の

粘度を増大させる機構も僅かながら有しているものと考えられる｡

しかしながら､従来の分離低減剤が練り混ぜ水に完全に洛解し全体の粘性を大きく高め

ることによってペーストに高分離抵抗性を付与する機構が主体であるのに対して､本分離

低減剤の場合は練り混ぜ水の粘度増加はノJ､さく､これが､高性能(AE)減水剤の変形性付与

効果を効率的に得られる理由であると考えられる｡すなわち､練り混ぜ水の粘度が大きい

場合には結合材どうしの凝集に対しては有利となるが､より積極的に変形性を高めようと

する場合には高性能(AE)減水剤の変形性付与効果に対する抵抗として作用すると考えられ､

この点において､練り混ぜ水の粘度が小さい方が高性能(AE)減水剤の変形性付与効果を効

率的に期待できると考えられるからである｡

以上のように､本分離低減剤の作用機構は､膨潤にともなう練り混ぜ水の吸水による高

分離抵抗性の付与が主体とするものであると結論されるが､高性能(AE)減水剤の変形性付

与効果を効率的に得ることが可能な状態で高分離抵抗性を付与できる特徴を有する分離低

減剤であると言える｡
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2.4 本分離低減剤のセメント水和機構に及ぼす影響

2.4.1 水和発熱速度への影響

本分離低減剤を添加することによる結合材の初期水和反応に及ぼす影響を調査するため

に､表-2.4.1に示す本分維低減剤の添加の有無を要因とした配合の3成分系結合材ペース ト

について､接水直後から48時間までの水和発熱速度の経時変イヒを伝導熱量計を用いる直接

法により測定した｡

なお､本研究対象の超流動コンクリー トは高性能減水剤を併用することを基本とするが､

ここでは､本分柾低減剤の添加による水和反応への影響を明らかにすることがE的である

ため､高性能減水剤は添加しない配合において評価 した｡

図-2,4.1に発熱速度の経時変化を示し､表12.4.2に発熱速度のピーク値とその発生時間､

および､48時間の総発熱量を示す｡

発熱速度の経時曲線､発熱ピークの経過時間および48時間の累積発熱量はA配合とB配

合の両者ともほぼ同等であり､本分離低減剤を添加することによる初期の水和反応への影

響は殆どないことが分かる｡

2.42 水和成生物への影響

本分維低減剤を添加 した場合の水和生成物の生成状態への影響を調査するために､表-

2.4.3に示す本分碓低減剤の添加の有無を要因とした配合の3成分系結合材ペース トについ

て､材令3日および91日時点で粉末X線回折による水和生成物の同定を行った｡

なお､本試験においては､水結合材比は36%は両配合とも同じであるが､実際の超流動

コンクリートの配合を考慮 して､本分雑低減剤を添加した場合の高性能減水剤の添加量を

決め､本分錐低減剤を添加しない場合は高性能減水剤の添加量を少なくした配合において

行った｡

図-2.4.2および図-2,4.3は､それぞれ材令3日および91日でのX線回折結果である｡

材令3日および91日の両時点において､本分離低減剤の添加の有無による水和生成物の

生成状況には明確な差は認められず､本分離低減剤を添加することにより異質な水和生成

物を生 じることはなく､本分稚低減剤を添加することによる水和生成物相への影響はない

ものと言える｡

2.4.3 水和率への影響

本分維低減剤において､材令2日程度の初期段階での水和発熱への影響､および､材令

91日までの水和生成物への影響を調査 したが､ここでは､さらに長期的な本分離低減剤の

添加による水和反応への影響を検証するため､表-24.4に示す普通ポル トランドセメント

を用いたモルタルについて､材令 1年経過時点までの水和率の経時変化を測定し､本分離
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低減剤の長期的な水和反応への影響を調査 した｡

ここで､水和率は105±5℃で24時間加熱し､未水和の水分を除いた後の重量 (Wo°)と

1050±50℃で2時間加熱 した後の重量 (Wlg)の差から算出したもので､水和準 :Wnは(I)

式により求める方法とした｡

Wn- (Wo°-Wig)/結合材量 ･(2.2)

図-2.4.4は水和率の経時変化を示 したものである｡本分離低減剤の添加の有無による水

和率の差は認められず､1年間の長期にわたり､本分離低減剤の添加による水和反応への

影響はないことが明かとなった｡



秦-2.4.1 積討配合 (重量比)

配合種別 水W 結合材 p 分離低減剤
普通ポル トランドセメント 高炉スラグB フライアッシュF
C

A配合 0.5 0.4 0.4 0.2 WXO.4%

秦-2.4.2 水和発熱量測定結果

配合種別 第1ピーク 第2ピーク 48時間の累積発熱量発熱速度 経過時間 発熱速度 経過時間

(ca]/gAtOur) (mュn) (cal/〟ltOur) (min) (cal/g)

A配合 5.38 4.3 1.06 702 34.0

B配合 4.95 4.0 1.05 713 34.1

図-2.4.1 発熱速度の経時変化



秦-24.3 棉討配合 (重量比)

配合種別 水 結合材 p 高性能減水剤 分維低減剤普通ボル ト 高炉 フライ

W ランドセメントC スラグB アッシュF (pX重量%) (w X重量%)

C配合 0.36 0.4 0.4 0.2 1.0 0.6

5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55

2♂(degree,CuKα)

図-2.4.2 材令3日でのX線回折結果
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5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55

2β(degree;CuKα)

図-24.3 材令91日でのX線回折結果
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秦-2.4.4 積討配合 (重量比)

配合種別 水W 普通ポル トラン ドセメン ト 細骨材 (豊浦標準砂)S 分離低減剤
C

E配合 0.5 1 2 WXO.3%

∴

〇一一一一〇 :E配合●一一一一●:F配合.

137 28 56 91

材 令 (日)

図-2.44 水和率の経時変化
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2.5 本分離低減剤の硬化後の形態

結合材ペースト中において練り混ぜ水を吸水し膨潤ゲルとなった本分雑低減剤は､結合

材の硬化にともない適度な強度を有する粒子となる｡

写真12.5.1は､硬化 したセメントペースト中での本分離低減剤の分布状況を示したもの

である｡なお､試料は本分離低減剤 (wxo9%) とナフタリン系高性能減水剤 (cx

l.45%)を添加 したW/C=33%のセメントペーストであり､材令2日時点で観察したもので

ある｡

観察を容易にするためアニリンブルー指示薬によって染色していることから青色部が本

分雑低減剤を示すが､平均粒径100FLm程度の球形粒子の形態でペース ト中に均等に分散

していることが分かる｡このような粒子の均等な分散は､先の2.3.5項に述べた膨潤ゲル

表面がゼータ電位としてマイナス帯電していることによるものと考えられ､高性能(AE)減

水剤の添加によってマイナス帯電したセメント粒子と本分維低減剤の膨潤粒子とが反発し

合うことによる良好な分散性を裏付ける結果と言える｡

また､写真-25.2は､セメントペーストろ液中で膨潤させた粒子の硬化後の内部状況を

示したものである｡写真を見るとわかるように､粒子内部にはセメント水和生成物と考え

られる結晶鉱物が認められる｡

以上のように､この硬化粒子は本分離低減剤とセメント水和生成物との複合体であると

考えられる｡現時点では､結合材中のこれら硬化後の粒子自体の長期安定性に関するデー

タは無いが､本分離低減剤がD-グルコース分子の結合によって形成される化学的に安定し

た構造を有する繊維であることから､本分離低減剤とセメント水和成生物との複合体と言

える本粒子が劣化する可能性は極めて少ないものと考えられる｡



-

ペ ー ス ト (W/C-33%)

本 分 離 低 減 剤 :W XO.9%

一言】′全日ヒ./口フ 斉∫.CX 1.45%

写真-2.5.1 セメントペース ト中における本分離低減剤の硬化粒子の形態

写真-2.5.2 硬化後の本分離低減剤粒子内部の結晶物
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26 まとめ

本章では､本分推低減剤の溶解性､膨潤および吸水性､ならびに､結合材ろ液やペース

トにおける粘度特性に関する基本特性を把握し､分離抵抗性と変形性に対する本分維低減

剤の作用機構を明らかとした｡また､本分離低減剤を添加した場合の結合材の水和機構あ

るいは水和過程を調査することによって､本分雑低減剤の添加が基材の有する基本的な水

和機構に及ぼす影響の有無を確認した｡本章において得られた知見は以下のとおりである｡

(1)本分離低減剤の溶解性

本分離低減剤はNaOH液中で完全に溶解する性質を有するが､結合材ろ液における溶解

性は結合材の種類によって異なり､普通ポル トランドセメントろ液において20%程度､高

炉スラグろ液において15%､フライアッシュろ液において0.5%程度であり､本研究で対

象とする3成分系結合材においては､3種類の結合材の混合比の平均的な溶解性として8%

程度を生じる｡いずれにせよ､ほほ完全に溶解する従来のセルロース系水中不分離性混和

剤と比べて､溶解性は極めてノ｣､さい｡

なお､本分離低減剤は､セルロース系水中不分離性混和剤に見られる結合材表面への吸

着現象は生じないものと言える｡

(2)本分離低減剤を漆加した場合の溶液の粘度特性

分社低減剤を添加 した結合材ろ液あるいは水溶液の粘度は､分離低減剤の溶解性が大き

いほど大きくなる傾向にあるが､ほぼ完全に溶解する従来のセルロース系水中不分離性混

和剤と比べて､本分離低減剤の溶解性が′J､さいことにより本分碓低減剤の添加量の増加に

ともなう粘度増加の度合は小さい｡

(3)本分離低減剤の膨潤性

本分離低減剤はCaイオン共存下の高アルカリ溶液あるいは結合材ろ液において､Caイ

オンと架橋 した球形膨潤ゲルを形成し､この膨潤にともなって周辺の溶液を吸水する｡

本研究で対象とする3成分系結合材においては､初期の粉末状態に対する体積比として

Il倍程度の膨潤ゲルを形成 し､この膨潤体積の比から換算 した吸水量は本分離低減剤1kg

当り7リットル程度と言え､この比率で練 り混ぜ水が吸水されるものと推定される｡

(4)本分離低減剤の温度依存性

本分維低減剤の溶解性は10℃～35℃と温度が高くなるにっれて大きくなる傾向が認めら

れるが､その変化は4-10%の範囲であり､35℃の場合の溶解性においても10%程度以下

である｡また､本分維低減剤を添加した結合材ろ液の粘度においても､10℃～35℃の範囲

で殆ど変化は無い｡

( 膨潤ゲルは温度が大きくなるにともない粒径の大きいゲルを形成する傾向にあるが､20
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℃と35℃との膨潤状況の差は僅かであるのに対して､10℃における膨潤ゲルは明らかに′ト

さくなる｡したがって､低温度の場合には膨潤にともなう吸水量は減少するものと言え,

20℃あるいは35℃と同等の吸水を得るための添加量は多くなるものと考えられる｡

(5)高性能(AE)減水剤との相性

現状の代表的な主成分と言えるナフタリン系､メラミン系､ポリカルボン酸系の3種類

の高性能(AE)減水剤の併用に対して､本分離低減剤の溶解性あるいは結合材ろ液の粘度へ

の影響は認められず､本分離低減剤とこれらの高性能(AE)減水剤との相性上の問題はない

ものと言える｡また､高性能(AE)減水剤の添加量の増加にともなう高変形性付与効果を十

分に得ることができると考えられる｡

(6)本分離低減剤の作用機構について

本分離低減剤の作用機構は､ペースト中の練り混ぜ水を吸水し膨潤ゲル内に拘束するこ

とによって見掛け上ペースト中の自由水が少ない状態となり､ペーストの分離抵抗性を高

める機構が主体である｡なお､本分柾低減剤の部分的な溶解により､練り混ぜ水全体の粘

度を僅かに増加させる機構も有する｡

(7)本分離低減剤が基材の水和機構に及ぼす影響

本分離低減剤の添加は基材の水和過程および水和機構に影響を及ぼさない｡また､硬化

後においては､100/̀m程度の球状粒子の形態で結合材ペースト中に均等に分散 して存在

する｡これらの球状粒子は本分離低減剤とセメント水和生成物との複合体と言える｡
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第3章 本分離低減剤の自己充填性への作用効果

3.1 はじめに

第2章において､本分雑低減剤は結合材ろ液中で膨潤ゲルを形成し､膨潤の際に周囲の

練り混ぜ水を吸水 し膨潤ゲル内に拘束することによって､見掛け上､ペース ト中の自由水

を少なくする効果を有し､その結果､ペース トの分離抵抗性を高める作用機構が主体であ

ることを示した｡さらに､ほほ完全に溶解し練り混ぜ水の粘度を大きくする従来の分維低

減剤と異なり､本分離低減剤は練り混ぜ水への溶解性が小さく､添加量を増加させても練

り混ぜ水自体の粘度の増加は僅かであることによって､高性能(AE)減水剤の添加による変

形性付与効果を効率的に得ることが可能であることを示した｡

本研究では､現状の品質 ･管理体制における使用材料の品質変動などに対 して良好な自

己充填性を確保する充填可能範Bilの向上した超流動コンクリートは､図-3.1.1に示すよう

に分碓抵抗性と変形性の両性能を高めることにより達成できるという考えを基本概念とし

ているが､本分離低減剤の有する上述の作用機構と性質は､超流動コンクリートの分離抵

抗性と変形性の両性能を向上させる有効な手法であり､本分維低減剤を添加することによ

って比較的容易にこの基本概念を満足することが可能であると言える｡

本章では､本分離低減剤の添加と高性能(AE)減水剤との併用によって付与される超流動

コンクリートの分離抵抗性と変形性の向上効果､ならびに､使用材料の品rlr変動に対する

充填可能範囲の向上効果について述べることとする｡

充
填
性

良好
域

減少 二二 ≡+ =増加
例えば､骨材表面水の変動

図-3.1.1 充填可能範囲の向上における基本概念
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3.2 本分離低減剤の涛加による自己充填性の向上効果の検証

図-3.2.1は､本分維低減剤を添加 した超流動コンクリートにおける､本分維低減剤の添

加量とコンクリートの変形性､分離抵抗性および自己充填性における評価結果と高性能減

水剤の添加量の関係を示す｡なお､ここに示すコンクリートの変形性､分離抵抗性および

自己充填性の評価は､後述の第5章において提案した評価方法による評価結果である｡

検討対象のコンクリートの配合は表-3.2,1に示すとおりであり､3成分系結合材と租骨材

最大寸法20… の砕石を使用した本研究で取り扱う超流動コンクリートの適用範囲におけ

る標準的な配合のものである｡

また､本分稚低減剤の各添加量に対する超流動コンクリートは､それぞれ､充填性の指

標である充填高さが最大となるように高性能減水剤の添加量を調整して選定 したものであ

る｡したがって､匡ト3.2,1は本分離低減剤の各添加量に対して自己充填性が最も良好と判

断された超流動コンクリートの結果をそれぞれ示したものである｡

図を見ると､本分離低減剤の添加量の増加にともなって分碓抵抗性の指標である見掛け

の粘性が高くなり､また､高性能減水剤の増量にともなって変形性の指標であるスランプ

フローも大きくなり､これら両性能の複合効果として,自己充填性の指標である充填高さ

が向上するのが分かる｡

特に､本分離低減剤の添加量として0.3%と少量の段階において､高性能減水剤の添加

量は本分離低減剤無添加の場合と同程度であるが､基材の自己充填性はほほ最大値にまで

向上しているのが分かる｡これは､先の第2章に示した本分離低減剤膨潤ゲル自体が負の

表面電荷を帯びていることによる効果と考えられ､膨潤ゲル自体が良好な分散性を有する

とともに､球形の膨潤粒子がコロのように作用することによって､ペーストの分散性およ

び変形性の向上に寄与している可能性が考えられる｡

いずれにせよ､本分離低減剤を僅かに添加した場合においても十分に自己充填性の向上

効果が得られるものと言えるが､超流動コンクリートとして､変形性を極力大きい状態と

し材料分離に対しても余裕を持たせるために､本分離低減剤の添加量は0.6%程度あるい

はそれ以上の範囲で使用するのが良いと考えられる｡

なお､同園には練り上がり時の空気量も併記するが､空気量は各々の本分維低減剤の添

加量に対して4.4%から4%の範囲にあり､添加量を増加させても練り混ぜにともなう巻き

込みエアー等の混入は認められず､安定しているのが分かる｡

以上のように､本分雑低減剤の添加量の増加にともなう分維抵抗性の向上効果と高性能

減水剤の凍加による効率的な変形性付与効果により､比較的容易に高分椎抵抗性と高変形

性を付与することが可能であり､これらの複合効果によって､基材の自己充填性を向上さ

せることが可能であると言える｡



秦-3.21 自己充填性向上効果の検証における積討配合

Gmaス(mm) 水括合材比W/P 細骨材率S/a 単位量 (kgノm3) 混和剤水 結合材 p注l) 細骨材 粗骨材 高性能減水剤 分維低減剤
B F(%) (%) W S G PX% WX%

注1)C:普通ポル トランドセメント B:高炉スラグ F:フライアッシュ
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図-321 本分離低減剤の涜加による充填性向上効果
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3.3 晶質変動に対する充填可能範囲の向上効果の検証

超流動コンクリートのフレッシュな状態に要求される性能は高変形件と高分離抵抗性と

言え､両性能を適正にバランスさせた状態で両性能ともに大きくすることによって､高密

度配筋部-の自己充填性が向上し､その結果､使用材料の品rl変動に対する充填可能範囲

を向上させることが可能であると考えられる｡

先の32項において､本分離低減剤を添加することによって基材の分離抵抗性を高め､

さらに､高性能減水剤の添加によって変形性の向上効果を比較的容易に得ることが可能で

あり､これら両性能の複合効果として自己充填性が向上することを示した｡

ここでは､現状の製造 ･管理体制における使用材料の品質変動として特に変勤しやすく

変動幅も大きいと考えられる細骨材の表面水および粒度の変動に着目して､本分維低減剤

を添加することによって付与される､これらの変動に対する良好な自己充填性を確保する

充填可能範囲の向上効果についての検証を行った｡

3.31 根討配合および使用材料

検討配合は､結合材の種類と本分離低減剤の使用の有無を要因とした表-3.3.1に示す2ケ

ース (以下､基本配合と称する)である｡

表に示す基本配合は､各ケースともに後述の第5章において提案した充填性評価試験に

よって選定したものであり､超流動コンクリートとして良好な充填性を付与 した配合であ

る｡また､ここでは本分稚低減剤を添加することによる充填可能範囲の向上効果を評価す

ることを目的とすることから､比較対象であるCASE-2は､分離低減剤を使用したcASE-1

の配合を基本として､材料分離をしない状態で充填高さが最大となるように高性能減水剤

の添加量を調整することにより選定したものである｡

使用材料の品質は表-3.3.2に示すように､結合材には3成分系結合材を使用し､粗骨材は

最大寸法20… の砕石を使用したものであり､本研究で取り扱う超流動コンクリートの適

用範囲における標準的な配合と言える｡また､基本配合に使用する細骨材は粗粒率2.77の

ものであり､JIS規格を満足する標準的な粒度の細骨材である｡なお､使用した高性能減

水剤はナフタリンスルホン酸ホルマリン高縮合物系である｡

3.3.2 評価方法

使用材料の品質変動として着日した変動要因は､,W骨材の表面水および細骨材の粒度の

2項目であり､これらに対して以下のパラメータを設定し､基本配合の自己充填性の違い

と良好な自己充填性が確保される限界の品質変動の範囲を評価した｡

細骨材の表面水の変動については､表面水を調整した細骨材を使用するのではなく､基

本配合の単位水量に対して､外割りで±15kg/m3の範囲で投入水量を加減させる方法とし
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た｡これは､一般の製造プラントにおける細骨材表面水率の目変動が概ね±2%程度の範

囲であることを考慮 し､その細骨材表面水の変動に対して､そのまま計量､混練された場

合を想定したものである｡

細骨材粒度の変動については､ ｢土木学会コンクリート標準示方書 (施工編)｣に示さ

れた標準的な粒度の範囲における上限値と下限値を考慮し､基本配合に使用する粗粒率

2.77の細骨材をフルイ分けによって粒度調整 し､租粒率1.89から3.26とした細骨材につい

て評価した｡

3.3.3 評価結果

(1)表面水変動に対する充填可能範囲の向上効果

各基本配合に対して投入水量を変化させた場合のスランプフローと空気量および充填高

さを表-3.3.3に示すOまた､スランプフローと投入水量の関係を図-3,3.1に示し､充填高さ

と投入水量の関係を図-3.3.2に示す｡

図一3.3.1において､本分離低減剤を添加したcASE-1は､無添加のCASE-2と比較 して基

本配合 (投入水量-0kg/m3)におけるスランプフローが大きく､投入水量の変動に対 して

も全体的にスランプフローが大きく､変形性の向上が認められる｡

また､図-3.3.2を見ると､本分離低減剤を添加 したcASE-1は､無添加のCASE-2と比較

して基本配合における充填高さが大きく､その自己充填性の向上にともない全体的に充填

性が向上することによって､投入水量の変動に対して広い充填可能範囲を確保することが

可能となるのが分かる｡

(2)骨材粒度の変動に対する充填可能範囲の付与効果

細骨材の粗粒率を変化させた場合のスランプフローと空気量および充填高さを表-3.3.4

に示す｡また､スランプフローと粗粒率の関係を図-3.3.3に示し､充填高さと粗粒率の関

係を図-334に示す｡

図-3.3.4を見ると､分離低減剤を使用しないCASE-2において､粒度の変動に対する充填

可能範囲は粗粒率2.5程度以上の範囲であり､粗粒率が小さくなるような品質変動に対し

ては特に自己充填性が大きく低下する傾向が認められるOこれに対して､分離低減剤を添

加したcASE-1は､図-3.3.3に示すように､この粗粒率の範囲においてスランプフローの変

化は少なく全体的に高変形性を確保しており､標準的な粗粒率の下限から上限までの範囲

においては全体にわたって良好な自己充填性が確保されているのが分かる｡

以上のように､本分維低減剤の凍加と高性能減水剤の併用により高分離抵抗性と高変形
性を付与し基材の自己充填性を高めることによって､使用材料の品JI'f変動の中でも特に変

勤しやすいと考えられる細骨材の表面水や粒度の変動に対 して､良好な自己充填性を確保



する充填可能範囲を向上させることが可能であることが検証された｡

秦-331 適用範囲向上の横討における基本配合

配合No. 水結合材比W 細骨材率 単位量 (kg/m3) 混和剤水 結合材 p 細骨材 粗骨材 草性能 /J,T離

/P(%) S/a(%) W C B F S G 減水剤PX% 低減剤WX%

CASE-1 33 45 165 200 200 100 705 911 2,I 0.6

秦-3.32 使用材料の品質

種別 比重 比表面積(cm2/g) 粗粒率

結合材 p C 普通ポル トランドセメン ト 3.16 3280B 高炉スラグ微細未 2.90 4270

F フライアッシュ 2.24 3150

糸田骨材 S 相模川-木更津混合砂 2.55 3.26

3.06

2.77(基本)

2.47

1.89
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秦-3.3.3 表面水の変動における試験結果

配合No. 単位量(kdm3) 評価試験結果
基本水量 投入水調整量 空気量 スランプフロ- 充填高さ

♂ (%) (cm) (nm)

CASE-1 165 +12.5 6.6 69.0 270

+10.0 5.5 70.0 315

+5.0 5ー1 68.5 360

0 4.2 66.0 360

-5.0 3ー8 64.0 335

-10.0 3.5 56.3 315

-15.0 3.5 49.0 190

CASE-2 165 +12.5 6.2 68.5 190

+10.0 5.2 67.0 220

+5,0 4.7 66.5 320

0 4.4 60,0 310

-5.0 4.1 53.5 295

-10.0 3.5 43.5 200

-15.0 3.3 37.0 180

配合No. 粗粒率調整量 評価試験結果
基本粗粒率 粗粒率調整量 空気量(%) スランプフロー(cm) 充填高さ(mm)

CASE-I 2.77 3,26 6.4 66,5 325

3.06 4.7 68,0 325

基本粗粒率 4,2 66.0 360

2,47 4.8 68.5 360

I.89 4.3 59.0 365

CASE-2 2.77 3.26 4.1 64.3 310

3.06 4.3 60.0 ∃lo

基本粗粒率 4.4 59.8 310

2.47 4.0 50.5 305

1,89 4.7 21.5 200
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3.4 まとめ

本章では､本研究で取り扱う超流動コンクリートの適用範Eflにおいて､本分雑低減剤を

添加 した場合の超流動コンクリートへの作用効果について検証を行った｡

その結果､第2章に示した本分錐低減剤の膨潤と吸水によるコンクリートの高分離抵抗

性の付与を主体とする作用機構と高性能減水剤の変形性付与効果が効率的に得られる性質

によって､コンクリートの分維抵抗性と変形性の両性能を高めることが可能であり､これ

ら両性能の複合効果として､基材の自己充填性を高めることを比較的容易に実現すること

が可能であることを明らかとした｡

さらに､この自己充填性の向上効果によって基材の充填性が全体的に高まり､その結果

として､使用材料の品質変動に対して良好な自己充填性を確保することが可能な変動幅の

限界が広がり､現状の製造 ･管理体制における使用材料の品質変動に対 して充填可能範囲

の大きな超流動コンクリートとすることが可能であることが明らかとなった｡
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第4章 硬化後のコンクリー トの品質

41 はじめに

近年､コンクリート構造物の早期劣化が大きな問題となっているが､これらの事例を見

ると､部材全体の劣化が一様に進行していることは希であり､その殆どが部材の局部的な

欠陥や弱点を起点として生じ､徐々に全体を蝕み､最終的に構造物全体の耐久性の低下に

至っている場合が殆どである｡

これら局部的な脆弱部の生じる要因は､コンクリートが比重の異なる材料を組み合せた

複合材料であることから本質的に材料分離を生じ易いこともさることながら､人為的な技

能の良否に左右される施工面でのバラツキによるところが多くあり､コンクリート構造物

全体としての高耐久性を実現させるためには､高品質で高耐久性を有するコンクリートを

使用し､如何に均等質な部材を構築するかが重要な課題となる｡

超流動コンクリートの特長は､このような人為的な技能の良否が如実に左右する締固め

作業を排除した点にあり､超流動コンクリートを適用することによって部材全体としての

均質性が極めて向上することは容易に予想されるところである｡

なお､本研究で取り扱う超流動コンクリートは､その適用範囲において､普通ポル トラ

ンドセメント以外に高炉スラグおよびフライアッシュの水和反応の遅い結合材の混合比準

が比較的大きい3成分系結合材を使用し､かつ､単位結合材量が500kg/m3程度と比較的多

量であること､そして､前章までに示したグルコース系多糖類を主成分とする新しい分離

低減剤を使用する点において､一般に使用されるコンクリートとは異なる配合上の特殊性

を有している｡

本章では､本超流動コンクリートを打ち込んだ部材の硬化後の品質において､締固めを

排除することによって付与される部材全体にわたっての均質性を実構造物レベルで確認し

た実証試験についてまとめ､さらに､本超流動コンクリートの配合上の特殊性から予想さ

れる硬化後の品質と耐久性に及ぼす影響についての確認試験について述べることとする｡
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42 充填後の硬化コンクリー トの均質性

42.1 高さ方向の均質性

一般に､壁や柱のように鉛直高さの大きい部材は､コンクリートの自重による圧密作用

および圧密にともなうブリージングなどの材料分離の影響により､高さ方向において強度

特性をはじめとする品田のバラツキを生じやすく､上層部の品fJirは下層部に比べて低下す

る傾向にある｡

｢土木学会コンクリート標準示方書 (施工編)｣では､コンクリートの打ち込みにおい

て､吐出口から打ち込み面までの自由落下高さの制限や締固めが確実になされるように1

区画内の打ち込み高さや1回当りの打上がり速度の推奨値を示 し､締固めの方法などにつ

いても詳述しているが､これらの考慮はいずれも材料分離をいかに低減し部材の均質性を

確保するかを念頭においたものと言える｡

水セメント比50-60%の通常のコンクリートあるいは流動化コンクリートにおいて行わ

れた既往の研究においても､上下層部における水セメント比の品質差として最大14%の差

を生じること[4･1]､あるいは､圧縮強度の差として20-40%を生じ【4･2][4･3][4･4]【4･5】[4･6]

特に､水平鉄筋の付着強度における上部と下部の差は顕著であり､平均的に上部の付着強

度は下部の1/3程度にまで低下することが指摘されている【4･5]【4･6][4･71｡また､水セメン

ト比30-40%の範囲の高強度コンクリートの場合には上下層での差は小さくなる傾向にあ

るが､なおも､平均的には10-20%の差が生じる傾向にある[4･4][4･8]｡

総括的には､これらの品質は上層にいくにともなって徐々に低下していくが､特に､高

さのl/3程度あるいは天端より50cm～1mの上層部で急激な低下を生じる傾向にあると言

える｡なお､これらは基本的には良好な施工管理と入念な締固めを施した部材を対象とし

た評価と言え､実際の構造物においては､締固めの良否の要因が大きく影響することによ

り上下層部の品質差はさらに大きくなっているものと考えられる｡

超流動コンクリートにおいては､締固め作業を排除し､かつ､材料自体の有する高材料

分離抵抗性により､部材全体としての均等性を確実に実現することが可能である｡

ここでは､ほぼ実施工と同等の条件で打設した大型壁状部材を対象に行った､本超流動

コンクリー トの有する高分離抵抗性と締固め作業を排除することによって付与される高さ

方向の均質性についての検証結果について述べる｡
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(I)試験体概要

大型壁状部材の形状および配筋条件は表-4.2.1および写真-4.2.1に示すとおりであり､各

部材ともに高さ4mX帽3mを共通として､壁厚さと配筋条件を変えた4ケースである｡

本超流動コンクリートの配合および使用材料の品rIを表-42.2､表-42.3に示す.また､

打ち込み時のフレッシュコンクリートの品質は表-4.24に示すとおりである｡

コンクリートの打設は写真-4.2.2に示すようにブーム付きコンクリートポンプ車により

行い､各部材いずれも打上り速度14m/時間を一定として連続的に打上げた｡

吐出口から打込み面までの自由落下高さは､ ｢土木学会コンクリート標準示方書 (施工

編)｣に準拠して原則として1.5mとしたが､壁厚さ20cmのCASE-1は/ト壁厚さのためブー

ムを挿入できないことから､部材の天端からそのまま打ち込んだ｡したがって､CASE-1

のみ自由落下高さは4mである｡

各部材はいずれも､コンクリート打設後2日間の散水養生を行い､材令3日で脱型し､以

後屋外に放置した｡

(2)硬化後の均質性の評価

cASE-1からcASE-4の各部材において､材令28日時点における高さ方向の圧縮強度分布

および水平鉄筋の付着強度分布を調査することにより､硬化後の均質性の評価を行った｡

また､CASE-4部材については､さらに材令1年まで暴露を継続 し､1年経過時点で再度

高さ方向の圧縮強度分布を調査するとともに､中性化深さ､および､気泡間隔係数や細孔

径分布などの細孔組織を調査した｡

暴露材令28日時点において､図-4.2.1に示す高さ位置から水平方向に全壁厚さ≠10cmの

コアを採取 し､そのコア試料について圧縮強度試験を行った｡なお､採取コアは≠10×

20cm程度の試験体に成形して行ったものであり､したがって､壁厚さが40cmのCASE-2お

よびcASE-3部材は各高さ位置で2本ずつ､壁厚さが60cmのCASE-4部材はそれぞれ3本の強

度試験を行なうこととした｡

また､高さ方向の鉄筋付着強度は､コアの採取と同じ高さ位置で水平方向に配 した

sD30-D19… 異形棒鋼について写真-4,2.3に示す引き抜き試験により行った｡本試験方法
は､ ｢日本コンクリート工学協会の試験方法 (莱)｣に準拠したものであり､自由端すべ

り量が0.05mm､010mm､0.25mmにおける平均付着応力度を評価する方法である｡

さらに､CASE-4部材については暴露材令1年経過時点で､図-4.2.1に示すように材令28

日時点での調査と同じ高さ位置でコアを採取し､≠10×20cmの3本の試験体に成形し強度

試験を行った｡また､強度試験後､壁の両側面にあたる2本のコアの割裂面においてフェ

ノールフタレイン変色法により中性化深さの測定を行ない､中央部1本については､

ASTM C457の修正ポイントカウント法に準拠した空気量 ･比表面積 ･気泡間隔係数の測

定､および､水銀圧入法による細孔径分布測定を行った｡



表142.1 壁部材の形状および配筋条件

部材種別 形状寸法 (… ) 配筋(mm):2段配筋
帽 高さ 壁厚さ 縦筋 横筋

CASE-I 3,000 4,000 200 D13ctc2(X) D13ctc2(X)CASE-2 400 Dl6clCl50 D16clCl50
CASE-3 D16ctcl(X) D16ctcl∝)

秦-4.2.2 超流動コンクリー トの配合

Gmax W/P S/a 単位量 (kg/m3) 混和剤

水W 結合材P 細骨材S 粗骨材C AE 高性能 分離
(mm) (%) (%) 減水剤(PX%) 減水剤(PX%) 低減剤(WX%)

秦-4.23 使用材料の品質

種類 区分 品質

結合材 フライアッシュ混入低発熱型高炉セメントB種(混合比 :C:B:F=34:46:20) 比重-C:3.16､8:2.90､F:2.30ブレーン値-3640cm2/g

細骨材 相模川 .君津混合砂 比重-2.77､粗粒率-2.77

粗骨材 八戸産砕石 比重-2.70､粗粒率-6.58

AE減水剤 リグニンスルホン酸化合物ポリオール複合体

高性能減水剤 ナフタレンスルホン酸ホルマリン高縮合物

秦-42.4 フレッシュコンクリー トの品質

部材種別 スランプフロー 空気 量 打込み温度 単位容積重量
(cm) (%) (℃) (k.dm3)

CASE-1 67.5 3.9 27.5 2303

CASE-2 66 3.2 28.0 2316

CASE-3 69.5 3.9 28.0 2287

CASE-4 68.5 4.3 28.0 2289

- 58-





写真-4.2.2 7-ム付きコンクリー トポンプ車による打設状況

写真-4.2.3 水平鉄筋引き抜き試験要領
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(3)高さ方向の強度試験結果および考察

図-4.22から図-42.5に､コア強度および比重の高さ方向の分布を各部材ごとに示す｡材

令28日時点において､いずれの部材も上下方向での強度および比重の標準偏差は′トさく､

その変動幅は強度において最大でも5%程度であり､比重については2%以下である｡

先にも述べたように､通常のコンクリートにおいては圧縮強度の上下層部での強度差は

20-40%となり変動幅として10%以上となるのに対 して､本超流動コンクリートの場合に

は品質差が極めて小さいことが分かる｡

図一4.2.2において､自由落下高さを4mとしたCASE-1は､高さIm以下の下層部に僅かな

がらバラツキがあり自由落下高さが大きいことによる影響とも考えられるが､その絶対量

自体小さく､基本的にはこの程度の自由落下高さの範囲であれば､均質性は確保されてい

るものと考えられる｡

図142.3および図一4.2.4において､CASE-3は一般的な壁部材の配筋条件と言えるCASE-2

と比べて高密度な配筋条件と言えるが､両者の標準偏差は同等であり､壁部材として､こ

の程度の配筋量の範囲であれば,十分に均質性を確保 した締固め不要打設がおこなえるも

のと言える｡

図-4.2,5において､壁厚さ60cmのCASE-4は､他の部材と比べて強度のバラツキが大きい

ようであるが､その変動幅自体5%以下であり均質性において問題となるバラツキとは考

えられないoまた､材令1年経過時点での強度は平均で612kgF/cm2であり材令28日での

466kgf/cm2から良好な長期強度発現性を有していることが分かる○

図-4.2.6は材令28日経過時点での仝部材のコア強度と比重をまとめたものである｡コア

強度の平均は464kgf/cm2で標準偏差は19kgf/cm2であり､部材の形状や打ち込み方法による

差はなく､十分に均質性が確保されていることが分かる｡

また､同園には本部材の打ち込みの際に採取した標準養生供試体の材令28E=こおける平

均圧縮強度も併記するo標準養生供試体の強度は460kgf/cm2(標準偏差12･9kgf/cm2､サン

プル数18本)であり､部材に打ち込まれた超流動コンクリートは､理想的な管理と養生が

なされた状態と言える標準養生供試体と同等な強度ならびに均質性が確保されていること

が分かる｡

図42.7は､材令28日経過時点での仝部材のコア強度について､同じ高さ位置ごとの平

均値に対する仝コアの平均値 (464kg的m2)との比をプロットし､W/C-50-60%の通常コ

ンクリー トや流動化コンクリートあるいはW/C=34%の高強度コンクリートに関する既往

の文献とを比較したものである｡なお､これらの文献は各種コンクリー トに関する平均的

な情報と言え､また､無筋あるいは20-30cm間隔の一般的な配筋条件の部材を良好な締

固めを行い打設したと判断されたデ-夕であるo

r｢ 通常コンクリートおよび流動化コンクリー トの場合には､上層に行 くにともない12-
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0.8の範囲で､ほほ線型的に強度が低下して行く傾向にある｡

高強度コンクリートの場合には､通常コンクリートや流動化コンクリートと比べて強度

差は小さく､低水セメント比によりブリージングが少ない材料面での効果が認められるが､

通常コンクリートや流動化コンクリートような上層へ向けての線型的な低下は認められず､

締固め状態の這いが推察されるところである｡

これらに対 して､本超流動コンクリートの場合には､強度差は0.03-0.05と僅かであり､

締固めの排除と高分離抵抗性を有する材料面での効果により､十分な均質性が付与されて

いるのが分かる｡

以上のように､超流動コンクリートは､締固めの排除とその高分維抵抗性と言う材料面

での特性も加わり､予測したとおり､理想的な管理と養生がなされた状態と言える標準養

生供試体と同等の品質を有し､かつ､部材全体にわたり良好な均fJTl'性を確保された状態に

あることが実証された｡

なお､本超流動コンクリートは､縦横100mm間隔の一般的な壁部材の2倍程度の密度を

有する配筋条件の範囲であれば十分に均質性が確保され､さらに､自由落下高さとして

4mまでの範囲であれば高所打ち込みによる材料分離の影響は殆ど無く､高さ方向の均質

性を確保できることが明らかとなった｡
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(4)水平鉄筋の付着強度試験結果および考察

図14.28から図-4.2.10に､0.05mm-0.10mm-0.25mmの各自由端すべり量時点における

水平鉄筋の付着強度および付着強度/コア強度比の高さ方向分布を示す｡

自由端すべり量0.05mm時の平均付着強度は145kgf/cm2であり標準偏差15.8kgf/cm2､自由

端すべり量010mm時の平均付着強度は169kgUcm2であり標準偏差12.9kgf/cm2､自由端すべ

り量0.25mm時の平均付着強度は192kgf/cm2であり標準偏差は9.3kgf/cm2であった｡

先にも述べたように､通常のコンクリートの場合には上層部は下層部のl/3程度にまで

低下し､その変動幅は20-30%であるのに対して､本超流動コンクリートの場合には強度

低下およびバラツキが極めて小さいことが分かる｡

また､付着強度とコア圧縮強度との比は､0.05mm時において0.31(標準偏差0.040)､

0.10… 時において0.37(標準偏差0.033)､025… 時において0.42(標準偏差0,022)であ

り､通常のコンクリートにおける水平鉄筋の付着強度比が0卜 0.2程度【4･5】[4･7]であるの

に比べてはるかに大きく､鉛直鉄筋における強度比[4･71〔4･9]と同等以上の値と言える｡

図-42.11は､自由端すべり量0.25… 時を最大付着強度 と仮定して､仝部材の付着強度

について同じ高さ位置ごとの平均値に対する仝強度の平均値 (192kgf/cm2)との比をプロ

ットし､W/C=50-60%程度の通常コンクリートや流動化コンクリートに関する既往の文

献とを比較したものである｡なお､これらの文献は各種コンクリートに関する平均的な情

報と言え､また､良好な締固めを行い打設したと判断されたデータである｡

図-4.2.11より､通常のコンクリートにおける付着強度の品質差は､1.3-0.4と広範囲に

わたり､また､上層部は下層部の1/3程度まで低下するが､この低下は､特に上層部の

50cm～1mの高さ位置で急激に生じる傾向にあるのが分かる｡

これに対 して､本超流動コンクリートを打設した部材の付着強度は､強度比の差として

±0,1以下の範囲であり､通常のコンクリー トの場合に比べて極めてノ｣､さく､部材全体に

わたり均等な品質を確保しているのが分かる｡全体的には上層になるにともない徐々に付

着強度が小さくなる傾向にあるが､これは､圧密作用による圧縮強度の違いによるものと

言える｡

いずれにせよ､局部的な付着強度の低下は無く､締固めの排除と本超流動コンクリート

の高分社抵抗性によってブリージングを生じないことによる多大な改善効果が認められる｡

以上のように､超流動コンクリートは､締固めの排除とその高分離抵抗性と言う材料面

での特性によって､予測したとおり､部材全体にわたり均質で良好な鉄筋付着性能を確保

していることが実証された｡
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(5)材令1年暴露後の品質に関する評価結果および考察

cASE-4部材において行った材令1年経過時点での気泡間隔係数および細孔径分布の測定

結果を表-42.5および図一4.2.12に示す｡なお､同図には既往の文献〔4･10]に示された試験室

レベルにおけるW/C=40%のAEコンクリートおよびW/C=25%のnonAEコンクリートのデー

タを併記する｡

表-4.2.5における平均細孔径および仝細孔量､あるいは､図-4.2.12に示す細孔径分布を

見ると､これらは､部材の下方に行くにともなって小さくなる傾向にあるのが分かる｡こ

れは､打設後のコンクリート自重による圧密作用により部材の下部ほどペーストの細孔が

押し潰されたためと考えられる｡

表-4.2.5において､換算空気量は部材の下方に行 くにともない減少しており､先と同様

に圧密による影響が認められる｡下部(0.2m)の空気量は上部(3.8m)に比べて半減している

が､両者の高低差分のコンクリート自重は0.8kgf/cm2強であり､圧力として概ねl気圧程

度の増分に相当することからも空気量の体積が半分程度となる現象は妥当な結果である｡

これに対して､気泡間隔係数の値は185FLm～258FLmの範囲で部材の上下方向での相関

は特に認められず､また､空気量が少ないほど気泡間隔係数は大きくなる通常の傾向とは

逆に､下部において気泡間隔係数が最小値となっている｡この理由としては､下部におい

ては空気泡が細分化し個々の気泡径が小さい状態で分布している可能性が考えられる｡

いずれにせよ､気泡間隔係数がⅠ85FLm～258FLmの範囲であることから､耐凍結融解性

は確保されるものと考えられる｡

一般的に､細孔径として卜 2pm程度のものが骨材とペース トとの界面空隙とされてい

るが【4･10】[4･川 ､図-4.2.12において本超流動コンクリートにおける細孔径分布は､その大

部分が01/∠m以下の細孔であり､本超流動コンクリートの高級密性と骨材あるいは鋼材

界面と密実に付着しているものと言える｡また､W/C=40%あるいは25%のコンクリート

と比較すると､全体的にはW/C=25%に近い分布を有しており､良好な管理の下で製作さ

れたと考えられるコンクリートと同等以上の級密な細孔構造のものが､実構造物レベルに

おいて達成されているものと考えられる｡

なお､中性化深さについては各高さ位置において､いずれも1… 以下であった｡これは､

暴露環境が穏やかな都市部であること､および､実環境暴露期間が1年と比較的短期にお

ける評価であることにもよるが､仝述の細孔量に示すように基本的に本超流動コンクリー

トが数寄であることによるものと考えられる｡
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秦-4.2.5 気泡組織測定結果

採取高さ(m) 硬化コンクリートの気泡組織 細孔径分布空気量(%) 比表面積 気泡間隔係数 平均細孔径 仝細孔量
(mm2/mm3) (〟m) (〃m) (m1/g)

3.8 5.9 24.69 204 0.0211 0.0750

2.4 4.5 22.ll 258 0.0143 0.0638

0.2 2.5 40.42 185 0.0124 0.0574
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4.2.2 水平流動後の均質性

｢土木学会コンクリート標準示方書 く施工編)｣では､内部振動機を用いてコンクリー

トを横移動させることを禁止し､打ち込み部の近くにコンクリートを下ろし､内部振動機

の挿入間隔は50cm以下とすること等､打ち込みの際にコンクリー トの横移動を最′ト限に

するように配慮することを明記しているが､これも先の高さ方向での打ち込みと同様に､

材料分離に対する配慮にほかならない｡

超流動コンクリートにおいては､締固めを行わずに充填すると言うその機能上､水平方

向に比較的長距離の流動が生じることになり､この場合に､長距離流動後の品質の変化あ

るいは均質性を確保し得る流動距経を把握する必要がある｡

ここでは､本超流動コンクリートの長距離流動後の圧縮強度､比重および空隙糸L織の均

質性について実構造物レベルで行った検証試験について述べることとする｡なお､本試験

は建築建屋における厚さ3m程の比較的マッシブなスラブを対象としており､配筋条件は

さほど厳しい条件ではない｡

(l)試験体概要

本構造物の形状は図-4,2.13に示すとおりであり､ここでの評価は図に示す直径約8mの

円柱形の比較的マスコンクリートのスラブを対象に行ったOまた､本スラブは下層と外周

部に異形棒鋼D16ctc2α)mmで格子状の配筋が施されている｡

超涜動コンクリー トの配合および使用材料は､先の4.2.1項に示す表-4.2.2および表-

4.2.3と同一である｡

コンクリートの打設は写真14.2.4に示すように､ブーム付 きコンクリー トポンプ車によ

り､スラブの1ヶ所に吐出口を固定して打設し､そのまま周方向に流動させることとした｡

また､スラブは高さ1.85mの第1リフトおよび高さ1.0mの第2リフトの2層に分けて打設

したもので､各リフト打込み時のフレッシュコンクリートの品質は表-4.2.6に示すとおり

である｡表-4.2.6を見ると分かるように空気量は3%弱と少ないが､これは､本構造物が重

量コンクリートでもあり､AE補助剤による空気量調整を行わなかったことによる｡

(2)流動後の均質性の評価

第2リフト打設後42日 (第1リフト打設後49日)経過時点において､臥4.2.13に示すスラ

ブ周方向の各位置から鉛直に≠10cmのコアを採取し､ ≠10×20cmLこ成形 した供試体の圧

縮強度および比重を測定した｡さらに､第2リフト中央部のコアにおいてはASTMC457に

準拠した修正ポイントカウント法により気泡間隔係数を測定した｡

(3)流動後の均質性

( 臥4.2.14および図-4.2.15に､各採取位置でのコア強度およびコア比重の平均値を示す｡
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また､図-4.2.16には第2リフトにおける各採取コアの深さ位置として中央部において行っ

た気泡組織測定結果と流動距離との関係を示す｡

図-4.2.14おいて､第1リフトを見ると打ち込み位置での強度は最大値であり流動により

僅かに低下が認められるが､第2リフトにおいては流動距離と強度との相関は認められな

い｡第1リフトにおいて流動による低下が生 じた理由としては､流動の際に､下層に配し

た格子状の配筋によってコンクリートがふるわれたためと考えられる｡しかしながら､涜

動方向での圧縮強度の標準偏差は小さく､その変動量自体が3%程度であることから､十

分に均質性が確保されているもの言える｡同様に､図-4.2.15において､コア比重の変動は

1%以下であり､約13mの流動後も十分に均質性が確保されていると言える｡

臥4･2･16において､各流動位置での気泡間隔係数は310〟mから250〃mの範囲で分布し

ており､流動により気泡間隔係数が′トさくなる傾向が認められる.なお､気泡間隔係数は

平均で280〃m程度と比較的大きいが､この理由は先にも述べたように､空気量調整を行

わなかったことから､打ち込み時での空気量がそもそも小さいことによるものと言える｡

平均細孔径および仝細孔量は流動にともない大きくなり､微視的には流動にともない細

孔径が大きくなる傾向が認められるが､この変化量自体が0.Oト O.02〟mと僅かな範囲で

あり､水平流動にともない耐久性を低下させるような巻き込みエアーが混入されることは

なく､赦密性は十分に確保された状態にあると言える｡



6,00 ⊂⊃LnN O=LrつCO･..■∃ :卜

lコテ採取部

O l 6,000

図-42.13 超流動コンクリー ト打設部材の形状

およびコア採取位置



秦-4.2.6 フレッシュコンクリー トの品質

適用リフト 種別 スランプフロー 空気量 打ち込み温度 単位容積屯追
(cm) (%) (℃) (I/Ⅰー13)

第1リフト 平均値 65.1 2.1 28.5 2.33標準偏差 3.6 0.4 i.0 0.01

頻度 16 16 16 16

第2リフト 平均値 67.8 2.9 26.9 2.33標準偏差 2.5 トー I.5 0.03

写真-42.4 ブーム付きコンクリートポンプ車による

固定ヶ所からの打設状況
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4.2.3 充填後の均質性について

実構造物レベルで行った実証試験により､本超流動コンクリートを打ち込んだ部材は全

体にわたって均質性を確保していることを確認し､予測どおりの結果を得た｡また､実構

造物のスラブへの打設試験によって､本コンクリートが均質性を確保し得る水平流動距離

を明かとした｡これらの実証試験によって得られた知見を整理し､以下に示す｡

(l)部材高さ4m､帽3mで厚さ20cmの壁状部材において､自由落下高さ4mの範囲まで､

高所打ち込みによる部材高さ方向の均質姓を損なうことは無い｡

(2)部材高さ4m､帽3mで厚さ40cmの壁状部材において､D16ctclOOmmの格子配筋が複段

で配置された配筋条件では､部材高さ方向の均質性は十分に確保される｡

(3)都市部の環境において暴露期間28日時点での強度特性は､理想的な管理と養生がな

されたと言える標準養生供試体の強度と同等であり､また､暴露材令1年まで順調な長期

強度発現性を有する｡

(4)壁部材における水平鉄筋の付着強度は部材高さ4mにわたり同等であり､部材上層部

での急激な低下はなく､付着強度は圧縮強度の40%程度と高い比率の状態で均質性を確保

している｡

(5)都市部の環境において暴露期間1年時点において､部材高さ4mの全体にわたり､細

孔径においてOl/∠m以上のものは少なく､良好な敏密性を有している｡

(6)都市部の環境において暴露期間1年時点において､中性化深さは1… 以下である｡

(7)比較的配筋量の少ない部材ではあるが､本超流動コンクリー トは水平方向に13m程

度の流動においても､圧縮強度および比重の差は小さく､また､細孔および気泡組織につ

いての変状も僅かであり､この程度の流動距離の範囲では均質性を十分に確保できる｡
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4.3 室内試験による硬化後の品質の積証

先の4.2項における実構造物レベルでの検証試験によって､本超流動コンクリートを打

設した部材は全体として十分に均質性を確保しており､理想的な養生条件と言える標準養

生と同等の強度および徹密な細孔組織を確保した状態にあることを確認した｡

また､屋外暴露期間1年ではあるが､順調な強度増進が認められ､中性化も殆ど生じて

いないことがわかった｡

しかしながら､本超流動コンクリートは､その適用範囲において､一般のコンクリート

とは異なる使用材料および配合上の特殊性を有していることから､硬化後の品質および耐

久性に関して､これら配合上の特殊性から問題となると予想される要因について確認する

必要がある｡

ここでは､本超流動コンクリートの硬化後における基礎物性とその耐久性について､本

研究で対象とする分離低減剤を添加した場合の影響､普通ポルトランドセメントとともに

高炉スラグ微粉末およびフライアッシュの比較的水和の遅い結合材を混合比として50%以

上用いた3成分系結合材を使用することによる強度発現性と養生に関する配慮､および､

単位結合材量として500kg/m3程度を使用することからコンクリート中でペースト分の占め

る割合が多くなることによる発熱特性と力学的特性について行った室内試験の結果につい

て述べることとする｡
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4.3.1 本分離低減剤の漆加が硬化後の晶質に及ぼす影響

(I)凝結硬化特性への影響

従来の分離低減剤であるセルロース系およびアクリル系の水中不分離性混和剤は､その

添加量の増加にともない凝結が遅延することが知られており[4･12][4･13】〔4･14】､特に､セ

ルロース系の場合には凝結遅延が大きい傾向にある｡これは､糖類の分子構造を有するこ

とから､遅延剤と同様にセメント表面に吸着することによって物理的に水との接触を阻害

しC3Sの水和を抑制するためと考えられている[4･14】｡

先の第2章にも述べたように､本分維低減剤はセメントへの吸着現象は認められないこ

とから上記のような凝結遅延は生じないものと予想されるが､本分離低減剤 も多糖類であ

ること､および､膨潤 ･吸水作用が結合材の凝結に及ぼす影響を確認する必要がある｡

そこで､表-4.3.1に示す本分離低減剤の添加量の異なる3種類の配合のモルタルについて､

凝結硬化時間を測定し､本分離低減剤の添加による結合材の凝結硬化特性に及ぼす影響を

調査 した｡なお､表に示す各配合において､超流動コンクリートとした場合の本分離低減

剤の添加量は標準的にCASE-2に示す程度であることから､CASE-2において超流動コンク

リートとなるよう高性能減水剤の添加量を選定し､CASE-1およびcASE-3の高性能減水剤

の添加量はCASE-2と同じとした｡

また､凝結硬化時間の測定は､ASTMC403-77に準拠したプロクタ一針貫入抵抗による

硬化速度試験によるもので､500pslおよび400Opsi到達時をそれぞれ凝結始発および凝結終

結時間とした｡

図-43.1に本分雑低減剤の添加量と凝結始発､終結時間の関係を示す｡区Ⅰに示すように､

本分離低減剤は添加量の増加にともない凝結硬化時間は僅かに早くなる傾向にある｡

この理由は､本分離低減剤の吸水機構によるものと考えられ､添加量の増加にともない

セメントペースト中からの吸水量も増加することで､基材の見掛けの水結合材比がノ｣､さく

なり､一般に水結合材比が′トさいほど凝結硬化時間が早くなる現象と同様の傾向を示した

ものと言える｡

いずれにせよ､本分維低減剤を添加することによる凝結遅延の現象は認められず､また､

凝結は僅かに早くなる傾向はあるが実用上問題となる変化量では無いと言える｡
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秦-4.3.1 分離低減剤涛加量とモルタル凝結時間の関係

配合 水 結合材 p(kg/m3) 1llr- 七r ムヒlW 普通ボル ト フライアツ 細 目材S rEq性陀減水剤 分離低減剤

No. (kg/m3) ランドセメントC シユF (kg/m3) pX% WX%

CASE-1251 522 224 1093 1.6 1.43CASE-2 0.72
CASE-3 0.36
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(2)各種強度発現性に及ぼす影響

表-4.3.2に示す本分離低減剤の添加の有無を要因とした配合について､圧縮強度､引張

(割裂)強度および弾性係数の経時変化を調査 し､本分維低減剤の添加がコンクリートの

各種強度発現性に及ぼす影響を評価した｡ここで､両者のフレッシュコンクリートの性状

は表-4.3.3に示すとおりであり､本分維低減剤を添加 したA配合は超涜動コンクリー トと

し､分離低減剤を凍加しないB配合については,A配合を基本として､材料分離を生じな

いように高性能減水剤の添加量を減らした配合である｡

各強度試験に用いた供試体の寸法は≠10×20cmであり､A配合は締固めを行わずに作製

し､B配合についてはJISA 1132に準拠し突き棒により突いて作製した｡また､養生条件

は標準養生である｡

図一43.2､図-4.3.3および図-4.3.4は､それぞれ､材令1年までの圧縮強度､引張 (割裂)

強度および弾性係数の強度発現性を示したものである｡本分離低減剤を添加したA配合の

強度発現性はB配合と比べて同等以上であり､本分離低減剤を添加することによる強度低

下などの影響は認められない｡また､圧縮強度および引張強度についてはB配合に比べて

大きい値であるのが分かる｡これは､本コンクリートが全体として均等質であり局部欠陥

が生じないこと､および､ブリージングなどの材料分離が生じないことから骨材界面とペ

ース トとの付着が密実であることによるものと考えられる｡

なお､従来の分離低減剤であるセルロース系あるいはアクリル系水中不分離性混和剤に

おいては､添加量の増加にともなう凝結遅延作用により材令2日程度の初期強度は低い傾

向にあるが､長期的には､これらの分社低減剤の添加による強度への影響は無いことが報

告されている【4･12][4113]｡

表-4.3.2 分離低減剤涛加による強度発現性への影響

配合ケース GmaxW/P S/a 単位量 (kg/m3)
水W 結合材 p注l) 細骨材S 粗骨材G 混和剤(P*%) 分維低減剤WX%(mm)(%) (%) C 良 F

AE減水剤 高性能減水剤

A配合 20 33 45 165 150 150 200 698 884 0.15 1.45 0.9

注l)C:普通ポルトランドセメント B:高炉スラグ微粉末 F:フライアッシュ

表-4.3.3 フレッシュコンクリー トの品質

配合 スランプフロー 空気量 単位容積重量 練上がり温度

ケース (cm) (%) (ton/m3) (℃)
A配合 70 3.8 2.30 19.9

B配合 19.5(スランプ) 3.9 2.30 19.8
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(3)分維低減剤過剰添加が強度発現性に及ぼす影響

本分雑低減剤の標準的な添加量は単位水量に対 して0.5-1%程度であるが､万が一､管

理ミスにより過剰に添加された場合の圧縮強度に及ぼす影響を､表-4.3.4に示す4種類の配

合について検討した｡

ここで,各ケースの配合は標準的な分離低減剤の添加量であるCASE-2を基準として､

CASE-1は材料分離を生じないよう高性能減水剤の添加量を減らし､スランプ16cmのコン

クリートとした｡また､CASE-4はスランプ2cmの硬いコンクリー トであったが､高性能減

水剤の涼加量が過剰となることによる強度特性への影響を考慮し､表記の高性能減水剤の

添加量にとどめた｡

図-4.3.5は分社低減剤の各添加量における材令3日､7日､28日の圧縮強度の結果である｡

なお､同国中に示す ( )内数値は､分稚低減剤無添加のCASE-1の強度を基準 (100%)

とした場合の各配合の強度比を示す｡

図より､本分離低減剤を標準的な添加量の2倍程度添加しても､硬化後の強度低下は認

められず､材令7日以降は基準値 (CASE-I)よりも大きな強度 となっているのが分かる｡

また､分離低減剤の添加量が3倍程度となると強度発現の遅延が認められるが､これは､

高性能減水剤の添加量が極めて多いことによる影響と考えられ､材令28日では基準値とほ

ほ同等の強度に回復 しているのが分かる｡

以上のことから､本分離低減剤を標準的な使用量の2倍程度添加しても強度発現性には

殆ど影響 しないこと､また､3倍程度の過剰添加においては初期の強度遅延が認められる

が､材令28日時点ではほほ強度は回復されることが確認された｡

表-434 過剰添加に対する楕討配合および晶質試験結果

配合 W/P S/a 単位量 (kg/m3) 混和剤 備考
水W 結合材 p注) 高性能 分離 スランプ空気量(%)

ケース (%) (%) 減水剤PX% 低減剤WX% フロー(cm)C a F

CASE-1 32 45 160 200 200 100 0,60 0 16.5 3.5 スランプ
CASE-2 1.70 I.0 68 4.1

CASE-3 1.90 2.0 53 3.8

注1)結合材 C:普通ポル トランドセメント B:高炉スラグ F:フライアッシュ
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4.3,2 結合材の特殊性が硬化後の品質に及ぼす影響

(1)結合材混合割合と圧縮強度発現性の関係

一般に､高炉スラグの混合比が大きいほど圧縮強度は′J､さくなり､この傾向は材令3日

あるいは7日程度の比較的初期材令において昆頁著であり､また､ベースのポル トランドセ

メントの水硬性が商いはどスラグの混合比の増加にともなう初期強度の低下する度合いが

大きい傾向にあることが知られている〔4･15]〔4･16]｡

本超流動コンクリートは､その適用範囲において､普通ポル トランドセメント､高炉ス

ラグおよびフライアッシュを混合 した3成分系結合材を使用することから､先に述べたよ

うに､これらの各成分の混合比によって強度発現性を調整することが可能である｡

したがって､実用的には､打設時期が冬場であったり､プレス トレス トコンクリート構

造物の緊張工程のために特に早期強度が要求される場合などでは､早期強度発現性が高く

なるような結合材の比率とする､あるいは逆に､夏期施工の場合や温度応力の低減を図る

ために高炉スラグあるいはフライアッシュの混合比を大きくするなど､用途や目的に応じ

て適度な強度発現性を有する結合材の混合比を選定することにより対応できるものと考え

られる｡

ここでは､結合材の混合比を変えた表-4.3.5に示す4種類の配合において､圧縮強度発現

性の違いを確認し､特に所要の早期強度発現性を確保するための各結合材の混合比につい

ての基礎データを得ることとした｡なお､各配合のフレッシュコンクリートの性状は表1

4.3.6に示すとおりである｡

図-4.3,6は､各配合における普通ポルトランドセメントの混合比と標準養生における圧

縮強度発現性の関係を示したものである｡高炉スラグおよびフライアッシュの混合比が一

定でないことから定量的な評価は行えないが､普通ポルトランドセメントの混合比の増加

にともない早期強度発現性も大きくなる結果が得られ､本手法により早期強度への対応が

可能であることが確認された｡

表-4.35 強度発現性に関する検討配合

配合ケース Gmax(mml W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3) 混和剤
水W 結合材 :p ,W骨材S 粗骨材G 高性能減水剤PX% 分離低減剤WX%C B F

CASE-i 20 33 45 165 150 150 200 698 884 1.45 0.9
CASE-2 165 200 200 100 707 905 1.30 0.6

CASE-3 175 270 175 80 702 890 I.30 0.9

CASE-4 175 loo 155 70 706 893 1.35 0.9



秦-4.36 フレッシュコンクリー トの品質および圧縮強度

配合ケース フレッシュコンクリー トの品質スランプフロー 空気量 練上が り温度

(cm) (%) (℃)
CASE-1 70.0 3.8 19.9

CASE-2 68.5 4.5 23.1

CASE-3 62.0 5.5 19.1

CASE-4 68.0 4.6 19.5
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(2)養生期間が強度発現性に及ぼす影響

一般に､高炉スラグおよびフライアッシュを結合材として使用した場合には長期強度発

現性が得られるが､このような特性を十分に引き出すためには､特に初期の湿潤養生を十

分に行うことが必要であることが知られており[4･15】【417]､高炉スラグを55%置換したコ

ンクリー トでは､初期の湿潤養生を7日間行った場合には材令91日時点で標準養生28日間

と同等強度となることが示されている【4･15】[4･18]｡

したがって､高炉スラグおよびフライアッシュを混合比として50%以上と比較的多く使

用する本超流動コンクリートにおいても､初期の湿潤書生期間が不十分の場合には長期強

度発現性が低下することは容易に予想されることである｡

そこで､表-4.3.7に示す配合について初期の湿潤養生期間の違いが以降の強度発現性に

及ぼす影響を調査 し､初期の湿潤養生としての所要日数を把握することとした｡

供試体は◎10×20cmであり締固めを行わずに作製した｡養生条件は､湿潤養生として

20℃水中養生を1日､3日､7日､14日､28日間行い､その後､20℃-60%R.H.の恒温恒湿環

境に静置し､材令1年までの経時を調査した｡なお､比較として標準養生 (20℃水中養生)

を継続した場合も行った｡

各湿潤養生期間と以降の強度発現性の関係を図-4.3.7に示す｡初期の水中養生期間が短

いほど､以降の強度発現性が僅かであることが分かる｡

図-4.3.8は､標準養生28日強度に対する各湿潤養生期間ごとの材令28E]､91日､182E]時

点の強度比を示したものである｡初期の湿潤養生1日間の場合には標準養生28日強度の50

%程度で､また､湿潤養生3日間の場合には75%程度の強度発現にとどまり､さらに､両

者ともに材令28日以降の長期の強度増進は殆ど得られないことが分かる｡

初期の湿潤養生を7巨】間行った場合には､材令28日において､標準養生23日強度の90%

以上の強度が得られ､また､以降の材令91日さらに182巨=二長期の強度増進性が認められ､

従来より言われているのと同様の結果を得た｡

本試験は¢10×20cm供試体を用いており､また､気中養生として20℃-60%R.H.の条件

であることから､実構造物および実環境の場合に比べて乾燥の度合が大きい過酷な条件で

あると考えられる｡

先の4.2.1項に示した実環境下での壁部材における検証試験では､初期の湿潤養生条件

としては2日間散水 したのみであったが､材令28日時点でのコア強度は標準蕃生と同等で

あり､また､材令1年経過時点においても良好な強度発現性を有することが確認された｡

したがって､ここでの検討結果はそのまま実構造物に当てはまるとは言えないが､壁厚さ

が薄く乾燥しやすい場合も想定されることから､材令28日およびそれ以降の良好な強度増

進を得るためには､初期の湿潤養生は7日間程度は行う必要であると考えられる｡



表14.3.7 積討配合

W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3) 混和剤 フレッシュコンクリー トの品質水 結合材 p注1) 高性能 分 スランプ 空気量 練上り'El

W C B F 減水剤P*% 低減剤W*% フロー(cm) (%) ･ln度(℃)

注1)C:普通ポル トランドセメント､B:高炉スラグ､F.フライアッシュ
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(3)養生温度が強度発現性に及ぼす影響

一般に､高炉スラグやフライアッシュなど低発熱の結合材を使用した場合の強度発現性

は養生温度の影響を受け易く､養生温度が低いほど初期材令での強度発現性が低下し､高

炉スラグの置換率が大きいほど養生温度の影響を強く受ける傾向にある【4･15〕〔4･16]｡

特に､プレストレストコンクリート構造物の緊張工程のために早期強度が要求され､さ

らに､冬期の施工となるような場合には､このような低温養生による初期材令での強度発

現性の低下は強度不足による緊張作業の遅れにつながり､工事の円滑な遂行を妨げること

になる｡

ここでは､低温養生における本超流動コンクリー トの強度発現性について調査 し､特に､

冬期施工のプレストレストコンクリート構造物への適用を想定した場合の対策として､ポ

ルトランドセメントの混合比を多くすることとし､目標とする早期強度を満足するような

3成分の混合比を求めることとしたO

検討した配合は表-4.3.8に示すとおりで､普通ポル トランドセメントの混合比の違いを

主要因とする3種類の配合である｡なお､本研究で取り扱う超流動コンクリー トの標準的

な配合はCA5E-1に相当し､CASE-2およびcASE-3は普通ポル トランドセメントの混合比を

多くすることによって早期の強度発現性を高めた配合と言えるOまた､各配合におけるフ

レッシュコンクリートの品質は表-4･3･9に示すとおりである｡供試体寸法は≠10×20cmで

あり養生条件は10℃-水中葦生とした｡

図-4.3.9に､普通ポルトランドセメントの混合比と各々の20℃養生での強度に対する10

℃董生強度の比の関係を示す｡普通ポルトランドセメントの混合比の少ないCASE-1は他

のケースに比べて低温の影響を強く受ける傾向にあり､材令7日の比較的早期材令では20

℃垂生した場合の60%程度の強度発現にとどまっているのが分かる｡

図14.3,10に､10℃養生と20℃養生との強度結果をもとに､ ｢土木学会コンクリート標準

示方書 (施工編)一寒中コンクリー ト｣に準拠 した積算温度と圧縮強度の関係を各ケース

ごとに示す｡先にも述べたように､高炉スラグおよびフライアッシュの混合比の多い

CASE-1の場合には､低温の影響を強く受けることにより積算温度においても養生温度の

違いによる強度差が大きく相関が低い傾向が認められる｡

いずれにせよ､一般的なプレストレストコンクリート構造物のl次 (仮)緊張に要求さ

れる強度は材令3-7E]程度で240kgf/cniであることを考慮すると､10℃養生の積算温度で

ある60-140(℃･E])においてEI標強度を満足するのに必要な普通ポル トランドセメン

トの混合比は､本超流動コンクリートの場合には概ね50%程度以上と考えられる｡



秦-43.8 養生温度と強度発現性に関する棉討配合

配合ケース Gmax(mm) W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3)

水W 結合材 p注1) 細骨材S 粗骨材G 分離低減剤WX%C a F

CASE-I 20 34 45 lワo 180 220 loo 714 902 0.9
CASE-2 33 175 270 175 80 702 890

注1)C:普通ポル トランドセメント B:高炉スラグ F:フライアッシュ

表-4.3.9 フレッシュコンクリー トの晶質および圧縮強度

配合ケース フレッシュコンクリートの品質 圧縮強度 (kg恥m2)

スランプフロー 空気 量 練上がり湿度 材令7日 14日 28日 91日
(cm) (%) (℃)

CASE-i 60.0 4.7 20.1 338 451 533 630
64.5 5.6 10.5 201 329 418 568

CASE-2 62.0 5.5 19.1 364 479 540 643
70.0 4.9 10.0 286 411 488 647

CASE-3 68.0 4.6 19.5 405 498 587 659
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4.3.3 配合の特殊性が強度特性に及ぼす影響

(1)硬化時発熱特性

本超流動コンクリートは､普通ポルトランドセメントと高炉スラグおよびフライアッシ

ュを混合した低発熱型の結合材を使用する反面､単位結合材量500kg/m3程度と比較的結合

材を多く使用することから､硬化発熱が減る要因と増える要因の両者を持ち合わせている｡

そこで､表-4.3,10に示す3成分結合材の混合比を変えた2種類の配合について終局断熱温

度上昇量を調査した｡

各ケースのフレッシュコンクリー トの品質は表-4.3.11に示すとおりである｡ここで､

CASE-1とcASE-2は各結合材の混合比および単位結合材量は同量であることから発熱特性

もほほ同等と考えられるが､CASE-2は先の4.2項における実構造物レベルでの検証試験の

際にポンプの筒先から採取した試料であり､打ち込み温度が28℃と比較的高い条件である｡

また､CASE-3は早期の強度発現性を付与した配合であり､単位結合材量は525kg/m3と

若干多く､また､普通ポルトランドセメントの混合比も大きい｡

図-4.3.11に各ケースの断熱温度上昇量の測定結果を示し､図-4.3.12に普通ポルトランド

セメントあるいは中庸熱ポルトランドセメントを単身で使用した場合の終局断熱温度上昇

量に関する既往の文献【4･191と本超流動コンクリートの結果を比較したものである｡

cASE-1およびcASE-2の終局断熱温度上昇 :Q∞は､それぞれ42.5℃および45℃であり､

この値を既往のデータと比較すると､普通ポル トランドセメント単身で250kg/m3-

270kg/m3程度あるいは中庸熱ポルトランドセメント単身で320kg/mJ～350kg/Tn3程度の単位

セメント量の配合に相当する｡また､普通ポルトランドセメントの混合比の多いCASE-3

の終局断熱温度上昇量は55.2℃であり､これは､普通ポル トランドセメント単身で

370kg/m3程度の配合と言える｡

図-4,3.13は､CASE11とcASE-3における普通ポル トランドセメント混合量と図-4.3.12か

ら換算した普通ポルトランドセメント単身の単位セメント量との関係を示したものである｡

ここで､単位結合材量が若干異なるが､CASE-1とcASE-3における普通ポルトランドセメ

ントの混合量の差は120kg/m3であり､これは､既往の文献から換算した単位セメント量の

増加分とほほ同量に相当する｡

このことから､単位結合材量500kg/m3程度の内の40-60%程度を高炉スラグおよびフラ

イアッシュが占める3成分系結合材を使用する本超流動コンクリートの適用範囲において､

その終局断熱温度上昇量は普通ポルトランドセメントの混合量によって概ね決定されるも

のと考えられる｡



秦-4.310 断熱温度上昇量測定試験における配合

配合 GmaxW/P S/a 単位量 (kg/m3)

水W 結合材 :p任) 細骨材S 粗骨材G 混和剤 分離
ケース (mm)(%) (%) PX% 低減剤WX(‰

C B F AE減水剤 高性能減水剤

CASE-1 20 34 45 170 180 220 loo 714 902 0.15 1.25 0.9CASE-2 36 46 180 724 882 0.15 1.4 0.8

荏)結合材 C:普通ポル トランドセメント B:高炉スラグ F:フライアッシュ

表-4.3.11 練上がり時の品質

配合 スランプフロー 空気量 単位容積重量 練上がり温度

ケース (cm) (%) (Ton/m3) (℃)

CASE-1 68 5.0 2.279 19.3

CASE-2 67 4.4 2.292 28.0

CASE-3 72 I.5 2.389 19.2
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図-4.3.11 断熱温度上昇量測定結果
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(2)圧縮強度と弾性係数の関係

一般に､比較的ペース トの占める割合の多い高強度コンクリー トにおいては､建築学会

のRC基準式あるいはACI318183式などから算出した弾性係数と比較 してやや/J､さく算出さ

れる傾向にあり､AC1363Rl4･20]式と比較的一致するとの報告が多い【4･21】[4･22〕｡

図-4･3･14は､本超流動コンクリー トにおける圧縮強度と弾件係数の関係を示したもの

であるoなお､これらのデータは本超流動コンクリートの適用範囲における材軸 8Elから

材令91日までのデータである｡データ数が僅かであり明確な傾向は認められないが､本超

流動コンクリー トの圧縮強度と弾性係数の関係においては､建築学会のRC基準式あるい

はAC1318-83式に近い傾向にあると考えられる｡

3

つ
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(
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∈
UJjg
)意

y
l;.I,景

ACl∵ ○○ // ( ∩ ′~U

1///′′ ノ{)// .＼ 一.....'準式･..lt RC基;

///ノ..了.:L..'Q) ACl363 ＼ ACR:Ec=(1.0ト363Rl6×√Fc+70)×(γβ.34
AC1318-83‥Ec=1.53×105×√Fc

300 400 500 600 700

圧縮強度(kgf/cm2)

図143.14 圧縮強度と弾性係数の関係
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(3)クリープ特性

本超流動コンクリートは､その性能面から､高強度が要求され､しかもPC鋼材や定着

具などが多数配置された高密度の配筋条件となるプレストレストコンクリー ト構造物への

適用が有効と言える｡

このようなプレストレストコンクリートへの適用を考えた場合には､緊張導入力などを

算定する上で､クリープ特性を把握しておくことが重要である｡

本超流動コンクリートは､水結合材比が35%程度であり単位結合材量として500kg/m3程

度を使用することから､一般のコンクリートと比べて単位ペース ト量が多く､比較的単位

粗骨材量が少ない配合上の特殊性を有する｡

このように単位ペースト量が比較的多い配合のコンクリートとして高強度コンクリート

が挙げられるが､高強度コンクリートは一般的な強度のコンクリ-トと比べてクリープが

小さくなる傾向にあることが知られている[4･23]｡

以上のことから､本超流動コンクリートにおいても一般的なコンクリートと比べてクリ

ープが小さくなるものと予想される｡ここでは､本超流動コンクリートのクリープ特性に

ついて確認した室内試験について述べる｡

I)検討配合

検討 した配合は表-4.3.12に示す5ケースであり､CASE-2とcASE-3は超流動コンクリー

トであり､特に､CASE-3は普通ポルトランドセメン トの混合比を多くし比較的早期強度

発現性を有する配合である｡CASE-1はCASE-2の配合を基本としているが本分維低減剤を

添加せず､高性能減水剤の添加量を減らした配合である｡また､CASE-4は水セメント比

45%でスランプ7.5cmの一般的なプレストレストコンクリート用の配合と言え､CASE-5は

水セメント比56%の標準的なRC構造物用の配合と言える｡

各ケースの練り上り時の品質を表一4.3.13に示す｡また､同表に持続荷重の載荷値および

その際の弾性歪みを併記する｡

使用材料としては､普通ポル トラン ドセメントと高炉スラグ微粉末 (比表面積

400Ocm2/g程度)およびフライアッシュの3成分系結合材を使用し､細骨材には山砂 (千

葉県市原産､粗粒率2.57)を､粗骨材には最大寸法20mmの砕石 (八戸産､粗粒率658)

を使用 した｡また､高性能減水剤にはナフタリンスルホン酸系を使用 したが､CASE-4お

よびcASE-5はメラミンスルホン酸系の流動化剤を後添加した｡

2)クリープ試験の方法

クリープ試験用供試体および非載荷供試体の形状は≠10×20cmであり､CASE-1､

CASE-4およびcASE-5はJISAl132に準拠して突き棒により突き固め､CASE12とcASE-3は
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締固めを行わずに製作した｡

これらの供試体は28EI間の標準養生を行った後､20℃-60%R.H.の恒温恒湿室にて､露

出状態の下で､クリープ試験および非載荷のひずみを測定した｡また､クリープ試験の方

法は写真-4.3.1に示す要領により行ったもので､供試体3本を直列につなげ､油圧ジャッキ

により各ケースごとに載荷開始時点 (材令28日)の圧縮強度に対して30%の応力比で持続

荷重を載荷した｡なお､クリープ歪みおよび非載荷における長さ変イヒ量の測定は､JIS A

1129に準拠したコンタクトゲージ方法によった｡

3)クリープ試験結果

図一43.15に非載荷での長さ変化量の経時変化を､図-4.3.16に仝クリープひずみから非載

荷ひずみを差し引いて算出したクリープ係数の経時変化を示す｡また､図-43,17および図

-43.18には､各ケースごとに仝クリープひずみを載荷応力で除したクリープひずみと､阪

田式【4･24]により算出した単位応力当りのクリープひずみとの関係を示す｡

図-4.3.15の非載荷ひずみにおいて､CASE-4とcASE-5の水セメント比の違いにおける差

は認められず両者はほほ同等である｡CASE-3は､単位結合材量および水結合材比が同程

度のCASE-1やCASE-2と比べて70-80%程度と′｣､さく､普通ポルトランドセメントの使用

量が多く高炉スラグ微粉末が少ない場合には乾燥収縮量が′トさくなるものと推定される｡

図-4.3.16において､水結合材上b6%のCASE-5の約 1年経過時点でのクリープ係数は2.4

程度であり､水結合材比45%のCASE14については経過時間が20週程度と短いが､CASE-5

に漸近する傾向にあるのが分かる｡

これに対して､超流動コンクリートとしたcASE-2およびcASE-3､あるいは､CASE-2と

同等の配合であるCASE-1のクリープ係数は1.5-1.7であり､予想どおり､一般的なコンク

リートと言えるCASE-4やCASE-5と比べて′J､さい結果が得られた｡

図一4,3.17において､阪田式により算出した単位クリープひずみと本試験結果を比較する

と､水セメント比56%の一般的な配合であるCASE-5においては阪田式と良く近似 し､水

結合材比45%のCASE-4についても比較的近い結果である｡

臥43.18において､3成分系結合材を使用したcASE-1､CASE-2およびcASE-3の試験結

果は阪田式と比べて倍以上の差があるが､これは､阪田式が普通ポルトランドセメント単

身のコンクリートを前提とし､また､水セメント比40-60%を主体として導いた予測式で

あることによるものと考えられる｡

なお､臥4.3.19は阪田ら【423]の示した強度と終局単位クリープひずみの関係において､

本試験における各ケースの約1年経過時点での単位クリープひずみをプロットしたもので

ある｡本試験結果は､高強度であるほどクリープが小さくなる既往のデータとほほ同様の

傾向であることが分かる｡

以上のように､本超流動コンクリートのクリープが一般のコンクリートに比べて′トさい
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理由は､細孔構造が簸密であること､さらに､前川らの弾塑性破壊理論【4･25】によって説

明されるように､骨材どうしの噛み合いが殆ど生じないことにより塑性ひずみが大きくな

ることで､測定される弾性ひずみが見掛け上大きくなるためと考えられ､その結果､弾性

ひずみとの比で表されるクリープ係数が/｣､さくなったものと考えられる｡

秦-4.3.12 クリープ試験における積討配合

配合No. W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3) 混和剤
W 結合材 p注l) 高性能減水剤P*% 分離低減剤W*%C B F

CASE-1 36 45 170 189 189 95 0.90CA SE-2 1.20 0.6

CASE-3 34 240 160 100 2.20 0.5

CASE-4 45 41.5 158 350 0.50注2)

注1)C:普通ポル トランドセメント B:高炉スラグ F.フライアッシュ
注2)CASE-4,CASE-5は流動化剤 (メラミンスルホン酸系)を後添加｡

表-4.3.13 練り上がり時の品質と持続荷重

配合No. 練り上がり時の品質 持続荷重
スランプ スランプフロー 空 気 量 材令28日圧縮強度 持続荷重03×♂28 弾性ひずみ

(cm) (cm) (%) (kgf/cm2) (kgf/cm2) (〟)

CASE-I 21.5 4.3 501 150 403

CASE-2 70.5 4.0 447 134 390

CASE-3 69.5 3.8 549 165 548

CASE-4 7.5 3.8 480 144 210

CASE-5 16.4 3.9 410 123 340
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写真-4.31 クリープ試験要領
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4.3.4 耐久性の検証

(l)乾燥収縮特性 (JISA1129準拠)

一般に高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートにおいて､十分な湿潤養生を行った場合

には､普通ポルトランドセメントを使用した場合に比べて､乾燥収縮が′トさくなることが

知られており[4･15]【4･26]､初期の湿潤養生期間として7日間程度行うことにより､良好な

性能が確保されるものと言えるoLたがって､本超流動コンクリートにおいても初期の湿

潤養生を十分に行うことが乾燥収縮を低減させることになる｡

ここでは､表-4.3.14に示す3成分系結合材の混合比あるいは本分離低減剤の添加の有無

を要因とした6種類の配合において､初期の湿潤養生期間の違いによる本超流動コンクリ

ートの乾燥収縮特性を評価した｡ここで､表中のCASE-3は先の4.2項に示した実証試験に

適用した超流動コンクリートと同じ配合であり､CASE-5配合は水セメント比56%の一般

的に使用されるコンクリートに相当する｡

また､表-4.315に各ケースのフレッシュコンクリートでの品質を示す｡

乾燥収箱量の評価試験は､JISA 1129｢モルタルおよびコンクリートの長さ変化試験方

法｣に準拠して行ったが､ここでは､初期養生条件の違いが本超流動コンクリートの乾燥

収縮特性に及ぼす影響を調査するため､水中養生期間として､JISA1129に規定された7日

間養生とは別に3日間あるいは28日間の養生条件についても行ない､所定の水中養生を行

った後､20℃-60%R.H.の恒温恒湿重に暴露した｡

1)本分離低減剤の添加が乾燥収縮特性に及ぼす影響

cASE-1とcASE-2､および､CASE-4とcASE15について､本分碓低減剤の添加が乾燥収

縮特性に及ぼす影響を調査した結果を図-4.3.20に示す｡

cASE-1とcASE-2を比較すると､本分離低減剤を添加したCASE-2の方が僅かに収箱量が

/J､さい傾向にあるが､特に本分離低減剤を添加したことによる影響は認められない｡

cASE-4およびcASE-5は､CASE-1およびcASE12と比べて乾燥収縮量は大きいが､これ

は､フライアッシュの混合比が多い配合であるために乾燥開始材令である材令7日時点で

は､十分に水和が進行していないことによるものと考えられる｡また､CASE-5はcASE-4

に比べて10%程度収縮量が大きい傾向にあり､先のCASEllとcASE12の場合と逆の結果と

なっているが､これは､本分維低減剤の添加による影響と見るよりは､高性能減水剤の添

加量が2倍程度と多いことにより水和の進行がさらに遅かったためと考えられる｡

いずれにせよ､CASE-1とcASE-2あるいはcASE-4とcASE-5の比較において､両者の差

は僅かであり､本分離低減剤の添加が乾燥収縮特性に及ぼす影響は認められない｡

- 108-



′~

i ′

｢ヽ

Sid

2)結合材の混合比の違いが乾燥収縮特性に及ぼす影響

図-4.3.21に､結合材の混合比の異なるCASE-2､CASE-3およびcASE-5の3ケースの超流

動コンクリート､および､比較用としてW/C=56%の一般的なコンクリートであるCASE-6

における乾燥収縮特性を示す｡図を見ると､本超流動コンクリートにおいてはフライアッ

シュおよび高炉スラグの混合比が多い順に乾燥収縮が大きくなる傾向にあるのが分かる｡

また､一般的なコンクリー トであるCASE-6と比較 して､フライアッシュの混合量が

100kg/m3程度の超流動コンクリートにおいては15%程度収縮量は/｣､さく､フライアッシュ

を200kg/m3混合したCASE-5は35%程度大きいことが分かる｡これは､先にも述べたよう

にフライアッシュの混合比が多い場合には初期の水和が遅いことにより､JIS試験に定め

られた7日間水中養生の条件では､十分に水和が進行していない状態で乾燥条件に曝され

たためと考えられる｡

いずれにせよ､本超流動コンクリー トの標準的なフライアッシュの使用量はCASE-2あ

るいはCASE-3配合に相当する100kg/m3程度であり､この程度の使用量であれば､比較的

早期に乾燥条件に曝されても､一般的なコンクリー トと比べて乾燥収縮量は′｣､さいものと

言える｡

3)初期養生の這いが乾燥収魔特性に及ぼす影響

図-4.322に､超流動コンクリー トであるCASE-2および一般的なコンクリー トである

CASE-6において､初期の水中養生期間を3日間とした場合の乾燥収縮の経時変化を示す｡

また､図-4.3.23は先の4.2項に示した実証試験に用いた配合であるCASE-3において､初

期の水中養生期間を3E]､7日および28日間行った場合の各乾燥収崩量の経時変化を示した

ものである｡

図-4.3.22において初期の養生期間の違いによる乾燥収縮量の差を見ると､W/C=56%の

CASE-6の場合には湿潤養生期間の違いによる乾燥収縮量の差は僅かであるが､本超流動

コンクリートにおいては初期の湿潤養生期間の影響を強く受け､湿潤養生期間3日間の乾

燥収縮量は7日間の場合と比べて20%程度大きくなることが分かるOまた､湿潤養生期間

が3日間の場合には､CASE-2の乾燥収縮量はcASE-6に比べて10%程度′トさいが､養生期

間を7日間とすることにより25%程度小さくなることが分かる｡

図-4.3.23において､初期養生期間が長いほど乾燥収縮量は小さくなるが､養生期間7日

間と28日間との差は僅かであり､従来より言われているのと同様に､初期の湿潤養生期間

として7日間行うことによってほほ良好な耐乾燥収縮性を確保できるものと言える｡

なお､先の壁部材における実証試験では散水養生期間は2日間であったが､有害な乾燥

収縮ひびわれの発生は認められなかった｡しかしながら､表面に微細な亀甲状のひびわれ

の発生は認められたことから､これらを低減するためにも初期の7日間程度までは散水養

生などの湿潤養生を行う必要があると考えられる｡
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秦-4314 長さ変化量における検討配合

配合No. W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3) 混和剤
W 結合材 p注l) 高性能減水剤P*(‰ 分社低減剤W*%C B F

CASE-1 36 45 170 189 189 95 0.90注1)
CASE-2 1.20 0.6

CASE-3 36 46 180 180 220 100 1.4 0.8

CASE-4 33 45 165 150 150 200 0,6
CASE-5 1.20 0.9

注1)C:普通ポルトランドセメント B:高炉スラグ F:フライアッシュ
注2)CASE-1,CASE-6は流動化剤 (メラミンスルホン酸系)を後添加｡

表-4.315 練り上がり時の品質と持続荷重

配合No. 練り上がり時の品質スランプ スランプフロー 空 気 量

(cm) (cm) (%)

CASE-1 21.5 4.3

CASE-2 70.5 4.0

CASE-3 70.0 3.8

CASE-4 19.5 3.9

CASE-5 69.5 3.8

CASE-6 16.4 3.9
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(2)耐凍結融解特性

表-4.3.16に示す3成分系結合材の混合比および混入空気量を要因とした7種類の配合につ

いて､本超流動コンクリートの耐凍結融解特性を評価した｡ここで､表中の配合C-1から

C-3は､先の実構造物レベルでの実証試験に適用した超流動コンクリートの配合にほほ相

当する｡また､B-1配合はA-2配合を基本とするが本分離低減剤を添加せず高性能減水剤の

添加量を少なくしたスランプ8.5cmのコンクリートである｡

表14.3.17に各ケースにおける練り上がり時のフレッシュコンクリートの品ilrおよび硬化

後に行った気泡組織測定結果を示す｡なお､空気量の調整はAE補助剤により行った｡

耐凍結融解性の評価試験は､ASTM C666に準拠した水中凍結 ･融解試験とし､凍結融

解の開始までの水中養生期間は14日間であるが､フライアッシュの混合比の多いA-1から

A-3およびB-1については､硬化に時間を有することを考慮し､試験開始までの水中養生期

間は28日間とした｡

1)本分離低減剤の添加が凍結融解性に及ぼす影響

図14.3.24にA-L～人-3およびB-1における凍結融解試験結果を示す｡凍結融解300サイクル

時点において､B-1の相対動弾性係数が10%以上低下しているのに対して､本超涜動コン

クリートは相対動弓単係数の低下は5%程度であり､本分離低減剤の添加による凍結融解性

への影響は認められない｡なお､これらの結果は､表-4.3.17に示すように本試験に用いた

供試体はいずれも気泡間隔係数として140〃m程度と極めて小さいことからも予想される

結果である｡

2)配合上の特殊性が耐凍結融解性に及ぼす影響

図-4.3.25は､C-1-C-3配合における試験結果であり､これは､先の実構造物レベルでの

実証試験に適用した超流動コンクリートの配合にほほ相当し､気泡間隔係数もほほ同程度

の超流動コンクリートと言える｡

図を見ると分かるように､いずれのケースも凍結融解300サイクル時点における相対動

弾性係数はASTMの基準である60%以上を満足しているが､十分な耐凍結融解性を有 して

いるものは空気量を5.5%としたC-3であることが分かる｡

図14.3.26は各ケースの気泡間隔係数と耐久性指数との関係を示し､臥 4.3.27はエアーメ

ータにより測定した空気量と耐久性指数との関係を示したものである0

一般的に気泡間隔係数が200FLm以下であれば良好な耐凍結融解性を有することが知ら

れている[4･271[4･28】が､図-4.3.26を見ると分かるように､本試験結果においても気泡間隔

係数が小さいほど大きな耐久性指数が得られており､従来言われているのと同様に､耐久

: ∩ 性指数として80%以上の耐凍結融解性能を確保するためには気泡間隔係数として200〃m
以下とする必要があるものと考えられる｡
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また､図-4.3.27に示すようように､十分な耐凍結融解性を確保するのに必要な空気量と

しては5%程度以上と言える｡特に､本超流動コンクリー トは単位結合材量を比較的多く

使用したペース ト量の多い配合上の特殊性から､単位結合材量が300-400kg/m3程度の範

囲である一般的なコンクリートと比較して､エアーメータにより測定される空気量は同じ

であっても､相対的にはペースト中の空気量は少ないものと言える｡したがって､対象と

する構造物が特に耐凍結融解性を要求するような場合には､空気量として5%程度以上と

するのが良いと考えられる｡

表-43.16 凍結融解性評価における積討配合と品質

配合ケース Gmax(mm)W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3) フレッシュコンクリートの品質

水W 結合材 p任1) 高性能減水剤(P*%) 分離低減剤WX% スランプフロー(cm) 空 気 量(%)C B F

A-I 20 33 45 165 150 150 200 1.5 0.9 69 3.6
A-2 69 4.2

A-3 68 5,5

8-I 0.35 8.5(スランプ) 4.7

C-120 33 45 165 200 200 100 1.45 0.6 64 3.2C-2 67.5 4.3

注1)C:普通ポル トランドセメント､B:高炉スラグ､F:フライアッシュ

表-43.17 気泡組織測定結果

配合NO. 練り上がり空気量 気泡組織測定結果 細孔径分布測定結果換算空気量 比表面積 気泡間隔係 平均細孔径 仝細孔量
(… 2/mm3) 敬(〟m) (〃m) (ml/g)

A-1 3.6 4.4 40.43 143

A-2 4,2 5.5 40.90 128

A-3 5.5 7.0 33.14 141

B-1 4.7 5.3 38.97 136

C-1 3.2 3.7 20.78 295 0.0219 0.0560

C-2 4.3 3.4 27.33 232 0.0225 0.0580

C-3 5.5 5.7 22.33 225 0.0279 0.0693
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(3)耐中性化特性

中性化抵抗性に影響を及ぼす要因には､主にセメントの種類､水結合材比､強度などが

挙げられ､高炉スラグやフライアッシュなど水和反応の遅い結合材を使用した場合にはポ

ル トランドセメント単身の場合に比べて同一水結合材比での中性化の進行が速く､また､

水結合材比が小さい､あるいは圧縮強度が大きいなど基本的に赦密な配合ほど中性化が遅

いことが知られている[4･29】【4･30】【4･31]｡

本超流動コンクリートは､水結合材比が35%程度と′｣､さく撤密な配合である点では中性

化に対 して有利であると言えるが､結合材に高炉スラグやフライアッシュを比較的多く使

用する点において中性化が大きくなることが予想される｡

そこで､表-4.3.18に示す3種類の配合について促進中性化試験を行い､本超流動コンク

リートの耐中性化性能を評価 した｡CASE-1およびcASE-2配合は本研究対象の分離低減剤

を添加 したスランプフロー70cmの超流動コンクリートであり､CASE-3はCASE-2の配合を

基準として分離低減剤 を添加せず,また､高性能減水剤の添加量を減らしたスランプ

18cmのコンクリー トである｡供試体の形状は≠10×20cmとし､CASE-3はJISA 1132に準

拠した突き棒による締固めを行い､CASE-1およびcASE-2は締固めしないで作製した｡

促進試験条件はco2濃度5%一温度30℃-湿度60%であり､供試体を作製後､28日間の標準

養生を行った後､促進試験装置内に静置した｡また､中性化深さの測定はフェノールフタ

レイン変色法によった｡

図-4.3.28に促進期間と中性化深さの関係を示す｡フライアッシュの混合割合が大きい

CASE-2およびcASE-3はCASE-1に比べて中性化が速 く進行するのが分かる｡また､cASE-

2およびcASE-3を比較すると､分離低減剤を添加 しないCASE-3の方が中性化が速い傾向

にあり､超流動コンクリートとすることによりブリージングなどの材料分柾が生じないこ

とにより級密性が向上したためと考えられるが､いずれにせよ､本分離低減剤を添加する

ことによる中性化抵抗性を低下させるような影響は認められない｡

臥 43.29は､中性化深さ :Cと経過時間 :Tを√T則するC=A√Tと仮定 してもとめた各

ケースの中性化速度係数 :A【4･32]と水結合材比の関係について､ここで行った促進試験

と同条件で行われた普通ポルトランドセメント単身を使用した場合の既往のデータ【4･30】

とを比較したものである｡

超流動コンクリートとしたcASE-1およびcASE-2は普通ポルトランドセメント単身を使

用した場合の水セメント比52%～58%程度に相当する｡本超流動コンクリートの水結合材

比は33%あるいは35%であるが､高炉スラグやフライアッシュを比較的多く使用している

ことにより､予想したように､普通ポル トランドセメント単身を使用した場合の水セメン

ト比と中性化深さの関係と比べて中性化深さは大きくなる傾向にある0

ここで､普通ポル トランドセメントを単身で使用 した水セメント比52%相当のコンクリ
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-トにおける､屋外暴露1年経過時点での中性化深さを既往の推定式【4･29】から算出すると､

中性化深さとして概ね2… 程度となる｡

ここで､先の4.2.1項に示したように実構造物レベルでの 1年間暴露後の中性化深さは

1mll以下であったことから､実際に打ち込まれた本超流動コンクリートは､少なくとも､

ここで換算した普通ポル トランドセメント単身の水セメント比よりは､高い耐中性化性能

を有するものと言える｡

表14318 検討配合

配合種別 W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3) AE減水剤 高性能減水剤 分離低減剤水 結合材 p 細骨材 粗骨材

W C B F S G (PX%) (PX%)(WX%)

CASE-1 35 45 】75 230 170 100 726 869 0.15 1.5 0.86

CASE-2 33 45 165 150 150 200 698 884 0.15 I.2 0.9
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4.4 まとめ

ここでは､本超流動コンクリートを適用したコンクリート部材において､締固めを排除

することによってもたらされる部材全体としての均質性を実構造物レベルで検証したO

大型壁状部材において調査した高さ方向における均質性については､理想的な養生条件

と言える標準養生供試体と同等の強度発現性を有し､さらに､一般に部材上層部で急激な

強度低下が生じる水平鉄筋の付着強度においても良好な品質と均質性が確保されているこ

とを確認し､締固めの排除と本コンクリート自体の高材料分離抵抗性によって付与される

均質性について､予測したとおりの結果を得た｡

また､本超流動コンクリートは自由落下高さとして4mまでは十分に均質性を確保した

打ち込みが可能であること､一般的な壁部材の2倍以上と言える縦横100mm間隔の高密度

な配筋条件の場合においても十分な均質性が得られることが明らかとなった｡

さらに､比較的配筋量の少ないマスコンクリート部材ではあるが､水平方向への流動距

離として13m程度の範囲であれば､本超流動コンクリートの高品質性を損なうことなく､

均質性が確保されることが明らかとなった｡

また､本超流動コンクリートの適用範囲である使用材料および配合の特殊性から予想さ

れる硬化後の品質および耐久性への影響を室内試験により調査した｡

その結果､普通ポル トランドセメントに高炉スラグとフライアッシュを混合した3成分

系結合材を使用する上で配慮すべき点として､従来より言われているとおり､初期の湿潤

養生を十分に行う必要があること､具体的には､本超流動コンクリートの品質を十分に期

待するためには初期の湿潤養生期間として少なくとも7日間は必要であることを確認した｡

また､単位結合材量が比較的多くコンクリート中に占めるペースト分が多い配合上の特

殊性によって､一般的なコンクリートと比べてクリープが小さくなる傾向にあること､お

よび､特に耐凍害性が要求される構造物については空気量として5%程度を混入するよう

にAE補助剤により空気を混入する必要があることが明らかとなった｡

なお､本超流動コンクリートに用いる分維低減剤の添加は硬化後の品質ならびに耐久性

に悪影響を及ぼさないことが明らかとなった｡

以上まとめれば､本超流動コンクリートの配合上の特殊性が硬化後の品質および耐久性

に及ぼす影響は､いずれも予測したとおりの結果であり､本超流動コンクリートの品質は

基本的には高品質で高耐久性を有しているが､これらの品質を確実に得るためには､従来

より指摘されているのと同じ範噂での配慮が必要であることを改めて確認するに至った｡
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第5章 実用化システムの開発

51 はじめに

現状の製造 ･管理システムおよび施工体制において超流動コンクリートの速やかな実用

化を図るためには､配合選定 ･製造 ･施工に至る一連の実用化システムを現状に即した比

較的汎用性のある形で構築しなければならない｡

本研究の最終目標はこの実用化システムの確立にあり､この目標を達成するために､ま

ず､現状の製造プラントの製造 ･管理システムにおいて抑制することの難しい使用材料の

品質変動に対して､所要の自己充填性が比較的容易に確保できるような超流動コンクリー

トを開発することとした｡その結果､前章までに述べてきたように､ ｢ハイパフォーマン

スコンクリート｣の配合を基本とし､これに､膨潤と吸水機構を主体とする新しい分離低

減剤を添加することを特徴とする超流動コンクリートを選定するに至った｡

したがって､ここで取り扱う実用化システムは､本超流動コンクリートを用いることを

前提としたものであり､また､レディーミクストコンクリート工場で製造した本超流動コ

ンクリートを現場打ちによって構築するコンクリート構造物に適用することを対象とした

システムである｡

本章では､まず本超流動コンクリートの基本性能を評価するための定量評価手法につい

て提案し､本手法を用いた簡易的な配合選定手法ならびに実工事における品質管理の指標

値の設定を行なった｡

さらに､製造 ･運搬にともなうフレッシュコンクリートの品質変化および打設にともな

うポンプ圧送性と側圧の作用状態ならびに流動勾配の検証を行ない､従来のコンクリート

とは異なる性状を示すと予想される本超流動コンクリートの施工面での特性と施工条件を

明確にし､これらの結果をふまえて､現状の製造､施工体制に即した形での実用化システ

ムの確立を行ったものである｡
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52 自己充填性に関するフレッシュコンクリー トの評価手法の提案

超流動コンクリートのフレッシュな状態において､締固めを行うことなく高密度配筋部

への自己充填性を可能とするためには､相反する性能と言える高変形性と高分離抵抗性を

いかに適正にバランスさせるかが重要な課題と言える｡

したがって､付与する高変形性と高分離抵抗性を的確に評価することが要求されるが､

超流動コンクリートは従来のコンクリートとは全く異なる概念であることから､これらの

要求性能を定量的に評価する方法はまだ確立されていない｡

これらの要求性能を定量的に評価することができれば､超流動コンクリー トの適正配合

を選定する上での指標を得ることができ､また､良好な自己充填性を確保することのでき

る変形性や分離抵抗性の適正範囲を明かにすることによって､実施工において適正かつ無

理のない品質管理目標値を設定することが可能となる｡

ここでは､変形性と分離抵抗性､および､自己充填性に関する定量的な評価試験方法を

提案するとともに､自己充填性を確保することのできる変形性と分離抵抗性の適正範囲を

定量的に把握することを試みた｡これによって､本超流動コンクリートの配合を選定する

際の良否の判定と実工事の際の品質管理目標値の設定が可能になると考えたからである｡

なお､ここに提案する評価試験方法は図-5.2.1に示す手順によって行なうものであり､

変形性と分維抵抗性および高密度配筋部への自己充填性の3項目の評価試験によって構成

される｡すなわち､変形性の評価としてスランプフロー試験とスランプフロー変形速度の

測定､および､分離抵抗性の評価としてモルタルの見掛けの粘度と降伏値の測定あるいは

便宜的な方法として前記のスランプフロー変形速度の測定､そして､最終的に高密度配筋

部への自己充填性の良否を評価する充填性評価試験である｡

先にも述べたように､これらの評価は最終的には配合選定における指標値および実工事

における品質管理E標値を選定することをEl的としており､実施工における管理結果から

のフィードバックによって､さらに実工事に適した定量化ができるものと考えられる｡

以降､これらの評価方法について詳細を述べる｡

図一52,1 本超流動コンクリートの評価手順
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5.2.1 変形性の評価

変形性の評価は､土木学会 ｢水中不分維性コンクリート設計施工指針 (莱)｣に示され

たコンクリートのスランプフロー試験方法 (秦)に準拠した方法を基本する｡すなわち､

JISA llOlに準拠したスランプ試験後のコンクリートの直径を測定し､コンクリートの変

形性を評価する方法である｡さらに､ここではスランプフローが50cmに到達するまでの

経過時間を測定し､変形速度の評価も合わせて行う｡

スランプフローの測定において､一般に､コンクリートの変形速度はスランプフロー値

とその時間の相関曲線における接線で表され､変形開始Flから静止FJまでの平均変形速度

vaveは (5.1)式で表される｡

平均速度 ‥vav｡=IF'vd｡/f Fd'F … (5.I)FI Fl

スランプフロー試験は容易な測定方法であるが､反面､スランプフロー値とその経過時

間を精度良く測定するためには､スランプコーンの引き上げ等の測定者による誤差や､変

形初期の比較的速度の速い区間あるいは変形終了間近かの低速度区間を除く必要がある｡

そのため､本超流動コンクリートの適用範囲において､図-5.2.2に示す手法によりスラ

ンプフローと変形速度を画像解析 し､フロー時間の偏差が少なく測定誤差の少ないスラン

プフローの範囲を求めた｡その結果､Fl=40cm～FJ=60cmの範囲が平均的な速度を算出す

る区間として適正であることを確認した｡

さらに､区ト5.2.3に示すように､ (5.2)式より求めたフロー50cm到達時点における変形

速度 :V50と上記のフロー40cm～60cm区間の平均速度 :vaveには高い相関が認められる

ことから､フロー5(九m到達時点の変形速度 :V50を代表値として測定することとした0

5批mフロー変形速度 :V50=(¢50-◎i)/T50 - (5.2)

ここで､V50:5伽mフロー変形速度(cm/see),

¢50:フロー50cm,◎1:初期値20cm,T50:5(九mフロー到達時間(sec)

なお､50cmフロー変形速度 :V50は基本的には充填速度の目安となるものであり､実工

事において本超流動コンクリートが速やかに変形し充填する状態を予想するための指標と

位置付けている｡当然のことながら､対象とする部材の打ち込み断面あるいは配筋条件の

違いによって､打込んだ超流動コンクリートの充填速度や充填状態は異なるが､現段階で

は､実施工での測定結果からフィー ドバックした経験値ではあるが､スランプフロー

50cm到達時間 :T50として､5秒～10秒の範囲であれば､速やかに充填 して行き､円滑な
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施工ができる速度であることを確認しており､この範囲を現時点での管理目標値としてい

る｡

なお､スランプフロー50cm到達時間から換算した変形速度の逆敬 (1/V50)と後述の

分離抵抗性評価試験によって得られる見掛けの粘度には､図-5.2.4に示すように比較的良

い相関が得られており､本超流動コンクリートの適用範囲に限られてはいるが､50cmフ

ロー到達時間を測定することにより､間接的に分維抵抗性を推定できる評価手法となり得

るものと考えられる｡
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5.2.2 分離抵抗性評価試験

本試験は粗骨材に対するモルタルの分維抵抗性を相対的に評価するものであり､図-

5.2.5に示すように､対象とする超流動コンクリー トのモルタルに相当する試料において､

粗骨材に見立てた十字の鋼板を一定速度で引上げ､匡ト5.2.6に示すように引上げ速度 と引

上げ荷重の関係を測定し､図-5.2.7に示すようにモルタルの見掛けの粘性および降伏値を

評価する手法である｡また､図-5.2.6に示すように一定速度の下で粗骨材に見立てた鋼板

とモルタルとのすべりも含まれていることから､引き上げ荷重としてはその平均値をとっ

ている｡したがって､本試験はモルタルのレオロジー定数を評価するものではなく､モル

タルと粗骨材との分離抵抗性を相対的に評価する試験と言える｡
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5.2.3 自己充填性能評価試験

本試験は､鉄筋が密に配置された部材中に､締固めを行わないでコンクリートの充填が

可能であるか否かを評価するものであり､超流動コンクリートのフレッシュコンクリート

としての自己充填性の良否の判定を行う試験である｡

試験装置は図15.2.8に示すように､中央部に純間隔35mmでD13mm異形棒鋼を配置した

障害部を設けたU型充填装置により行うもので､中央部のゲートを閉めた状態で片側にコ

ンクリート試料を詰め､一気にゲートを開け､障害部を通過した後のコンクリートについ

て､充填高さ:Hと洗い試験による障害部通過後の粗骨材量を測定する手法である｡
ここで､本装置の静水位は295cmとなることから､コンクリート試料と容器周面の摩擦

を考慮 し､良好な超流動コンクリートを用いて障害部の無い状態での充填高さが､少なく

とも静水位と同等以上となるように､6kgf(13.5cmX19cm､等分布荷重0.024kgf/cm2)の

重りを載せることとした｡

充填性の良否の判定は､充填高さ:Hが30cm以上となり､障害部通過後の粗骨材量が通

過前と同量となる場合を充填性良好と判定する｡

当然のことながら､対象とする部材の形状あるいは配筋条件ごとに障害部の条件と適切

な充填高さの設定が異なるものと考えられるが､少なくとも､上記の評価条件を満足する

超流動コンクリートは､小沢ら〔1･8]の提案した臥 5.2.9に示すような極めて過密な配筋条

件を有する部材中においても良好に充填することが可能であり､また､区ト52.10に示すよ

うに高密度配筋部材の中でも特に厳しい配筋条件と考えられるJ}51太径鉄筋が純間隔7cm

でダブル配筋されている実構造物へ適用した場合でも十分に良好な自己充填性を有するこ

とを実証している｡

写真-5.2.1は､本試験によって評価 した表-5.2.1に示す表面水の変動を要因とした3種類

のコンクリートを用いて､図-5.2.9の高密度配筋部材へ打ち込んだ場合の充填状況の一例

を示したものである｡

分離抵抗性が低 く骨材の閉塞により充填高さが24.5cmと評価されたCASE-1配合の場合

には下層部でのモルタルの先走りと中央部でのブロッキングが生じ､また､変形性に劣り

硬いCASE-3配合の場合には骨材の閉塞は生じないが中央部の段状の配筋により面的な抵

抗を受け流動勾配は極めて大きいのが分かる｡充填高さ30cm以上の良好な超流動コンク

リートと評価されたcASE-2配合の場合には､狭い鉄筋の間隙を良好に通過しながら緩や

かな流動勾配の状態で充填して行くのが分かる｡

また､充填高さ30cm以上となる本超流動コンクリートを図-5.2.10に示す実構造物に打

ち込んだ場合の充填状況は､後述の第6章の写真-6.2.4に示すとおりであり､粗骨材を保持

した状態で密実に充填することが確認された｡

以上のように､本評価試験による自己充填性の判定が可能な範囲は､ここに示した配筋
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条件までの構造物と言えるが､これらは､現状の実構造物における一般的な配筋条件と比

べて極めて高密度な配筋条件と言え､本評価試験により高密度配筋部への自己充填性の良

否を十分に安全サイドで判定できると考えている｡

W=0･024kgf/cm2

⊂)(=)寸⊂)(フ ヽ T_7"T_7__Tl 奥行き:200i粗骨材量望-測定冒HI
コ/クリl
ト Q_

ー毒qJ JI一一●IIA+

水結合材 細骨材率

配合No, 比W/P(%) S/a(%)

CASE-1 34 48 170 +20500 1.23 0.6 74 23.5CASE-2 ±0 70 33.5
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図15.2.9 検証に用いた高密度配筋試験体【18]

図-5.2.10 実証構造物の配筋状況
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CASE-1(分離抵抗性が小､粗骨材分離により閉塞)

スランプフロー=74cm,充填高さH=23.5cm

CASE-2(充填性良好､流動勾配が小)

スランプフロー=70cm,充填高さH=33.5cm

CASE-3(変形性が小､流動勾配が大)

スランプフロー=57cm.充填高さH=29.0cm

写真-5.2.1 充填吉さ評価結果と高密度配筋部材の充填状況の一例
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5.3 簡易配合選定手法の提案

ここでは､先の5.2項に示 した評価手法を用いて､製造プラントにおいて､試験練りに

よって簡易的に本超流動コンクリートの配合を選定する手法について提案する｡

なお､本手法に示すスランプフローおよびフロー時間､自己充填性など配合選定におけ

る判定値あるいは単位結合材量や細骨材率の値は､以降に述べる基碇試験の結果をもとに

決定したものであり､本研究の超流動コンクリートの適用範囲の基本ともなっている｡す

なわち､ポルトランドセメントと高炉スラグおよびフライアッシュの3成分系結合材を単

位結合材量として500kg/m3程度使用すること､最大寸法20… の砕石の使用と細骨材率45

%程度であり,さらに､本研究対象の分維低減剤の使用である｡

以降､これらの検討によって得られた知見を踏まえた配合選定手法について述べるもの

とする｡

531 所要単位結合材量の選定

(l)検討配合および使用材料

本超流動コンクリートが良好な自己充填性を有するのに必要な単位結合材量を選定する

ために､表-53.1に示す単位結合材量を要因とする3種類の配合について､その変形性と自

己充填性を評価した｡

各配合は材料分離を生じない範囲で最も高い充填高さが得られる配合となるように､高

性能減水剤の添加量を調整することとした｡また､水結合材比32%を基本として検討した

が､水結合材比を一定とする場合には､単位結合材量400kg/m3において明らかに単位水量

が不足し､高性能減水剤が過剰に必要となる硬いコンクリートとなったことから､この場

合については単位水量を若干増やし､水結合材比34%の条件とした0

また､使用材料の品質は表15.3.1に示すとおりであり､結合材には普通ポルトランドセ

メントと高炉スラグ微紛末およびフライアッシュを3:3:4の比率で混合した3成分系結合

材を使用 し､粗骨材は最大寸法20… の砕石を使用した｡また､高性能減水剤はナフタリ

ンスルホン酸ホルマリン高縮合物系である｡

(2)検討結果

各単位結合材量において最も高い充填高さとなる高性能減水剤の添加量は,区ト53.1に

示す高性能減水剤の添加量､スランプフロー､充填高さの関係をもとに選定 した｡図を見

ると分かるように､高性能減水剤の添加量の増加にともないスランプフローは大きくなる

が､高性能減水剤の添加量が過剰となる場合には､当然のことながら分離抵抗性が低下す

ることから､自ずと充填高さが最大となる適正な高性能減水剤の添加量が存在する｡

また､単位結合材量の増加にともない､分離を生じない範囲でのスランプフローが大きく
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なることが分かる｡

臥 5.3.2は､これらの結果から得 られた最大の充填高さと単位結合材量の関係 を示した

ものであるOこの結果からも分かるように､充填高さ30cm以上の良好な自己充填JEi:,を確

保するためには､単位結合材量として500kg/m3程度が必要であると言えるO

以上の結果から､本超流動コンクリートにおける所要の単位結合材量としては500kg/m3

程度とすることとした｡

秦-531 単位結合材量選定における検討配合

水結合材比 細骨材率八 十 単位量(kg/m3) 高性能減水剤 分離低減剤 評価試験結果水 結合材 空気量 スランプロー 充填高さ

(%) 0 W P PX% WX% (%) フ(%) (cm)

32 45 160 500 1.7 0.6 4.4 72 36.032 144 450 2.1 5.0 66 23.0

34 135 400 4.0 4.9 62 16.0

材料種別 混合比 (表乾)比重 ブレーン値(cm2/.q) 粗粒率

普通ポル トランドセメント 30 3.16 3270

高炉スラグ微粉末 30 2.90 4280

フライアッシュ 40 2.24 3140

細骨材(相模川 .木更津混合砂) 2.57 2.80



0

0

0

(VO

｢-

′h)

(∈

3
)
-

Lj
卜
C卜
't
～卜
Y

(u13)
H

的

悼

聾

摂

-.8- P=400kgf/m3+ P=450kgf/m3+ P=500kgf/m3∠ユ

1 2 3 4 5 6 7

高性能減水剤添加量 (px鞄)

l+ P=400kgf/m3日.0- P=450kg〝m3-+ P=500kgf/m3 .A .

Lb

¢･.●.∩
I.q/+

B/ Oも

50 60 70 80

スランプフロー (cm)

図-5.3.1 充填高さ-スランプフロ-一高性能減水剤添加量-の関係

0

5

0

5
0

5

4

3

3

2
つL

1

(U
JU
)

H仙椎
鮮
僻

3成分系結合 C:B:F=3:l3:4
0 0

分離低減剤WXO.6% /
/

350 400 450 500 550

単位結合材量 (kgf仙3)

図一53.2 単位結合材量と充填高さHの最大値の関係

- 134-



/~､､

′~ヽ.

5.3.2 最適細骨材率の選定

(1)検討配合および使用材料

本超流動コンクリートが良好な自己充填性を有する適正な細骨材呼を選定するために､

秦-5,3.3に示す細骨材率を要因とする7種類の配合について､スランプフローおよび充填高

さ､分雑抵抗性を評価 した.使用材料の品Tfは先の5.3.1項に示した単位結合材量に関す

る検討の場合と同様である｡

また､ここでは使用する細骨材率における実績率 (空隙率)と充填性との関係を把握す

るために､JtSA 1104に準拠して行った細骨材と粗骨材を混合した状態での実積率測定結

果を表-5.3.4に示す｡

(2)検討結果

区ト5,33に､各細骨材率におけるスランプフロー､充填高さ､分離抵抗性の関係を示す｡

また､同図中には細骨材率と実績率から逆算した空隙率の結果も併記するO

図-5.3.3より､細骨材率が35%から465%までのスランプフローはほほ同等となってい

るが､46.5%を越えると急激にフローが低下する傾向にあるのが分かる｡これは､モルタ

ルの見掛けの降伏値あるいは粘度の増大にともなう変形性の低下と言える｡

一方､充填性に関しては､細骨材率45%を最大値として42%～46,5%の概ね±2%の範

囲で良好な充填性が得られ､この範囲以下の場合には租骨材の増加による閉塞が生じる｡

この範囲以上の場合にも充填性の低下が認められるが､これは変形性の低下に起因するも

のであり充填性の著しい低下は認められない｡

なお､充填高さが最大となる細骨材率は､ほほ空隙率を最少とすると考えられる細骨材

率と良く一致しているoこのことから､本超流動コンクリートの配合を検討するにあたり､

まず､空隙率を最小とする細骨材率を求めることは､ほほ適確な配合選定を行う上での指

標となり得ると考えられる｡

以上のことから､まず空隙率を最′｣､とする細骨材率を求め､この細骨材率を基本とした

配合を選定する手法は推奨されるが､先の結果において細骨材率として45%±2%程度の

範囲でほほ良好な充填高さが得られること､および､細骨材率が/トさくなる場合に比べて

大きくなる場合の方が充填高さの著しい低下が生じにくいことを考慮し､ここでは､本超

流動コンクリートの標準的な細骨材率を45%以上とすることとした0

ただし､ここに選定 した細骨材率の範囲は粗骨材の最大寸法が20… の砕石を前提とす

るものであり､川砂利や玉石などは対象としていない｡



秦-53.3 最適細骨材率の検討配合および試験結果

配合No. W/P(%) S/a(%) 単位量 高性能減水剤PX% 分離低減剤WX% コンクリー ト 分維抵抗性

(kg/m3) 試験結果 試験結果

水 結合材 空気量 スランプフロ 充填甘さ 降伏値 粘度(cm/sc

W p任) (%) (cm) r司(cm) (g) g/ e)

CASE-1 32 35 160 500 1.5 1.0 4.3 67.0 17.5 58 136

CASE-2 39 3.9 68.0 24.4 63 168

CASE-3 42 3.9 67.5 35.2 56 308

CASE-4 45 4.0 68.5 36.3 84 335

CASE -5 46.5 5.1 66.5 35.5

CASE-6 48 3.6 58.5 32.0 120 411

CASE -7 51 3.7 56.0 32.5 291 754

注)3成分系結合材 (普通ポル トランドセメントC:高炉スラグB:フライアッシュF=3:3:4)

秦-534 実積率注1) (空隙率)測定結果

細骨材率/ 絵単位容柿玉量 細骨材注2) 租骨材注2) 実積率(%) 空隙率=100-実積率単位* -}7- 表乾 吸水率 単位 表乾 吸水率

Sa(%) (kgn) 管領重id:(ken) 比重 (%) 管積韮iLi(kdl) 比重 (%) 0 (%)

40 1.916 0.741 2.56 3.51 1.175 2.70 0.89 73.87 26.13
45 1.930 0.842 I.088 74.70 25.30

50 1.918 0,933 0.986 74.57 25.43

55 I.900 1.019 0.881 74.12 25.88

注1)JISAl104｢骨材の単位容積重量及び実積率試験方法｣に準拠o
注2)細骨材 :相模川 ･木更津混合砂､粗骨材 :八王子砕石Gmax=20mm
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5.3.3 配合選定および品質管理における指標値の選定

超流動コンクリートの配合を選定するためには､試験練りによって得られたコンクリー

トが適正な性能を有するものであるか否かを判定するための指標値が必要である｡

先の5.2項に述べたように､超流動 コンクリー トに要求される基本性掛 j:､高変形性と

高分離抵抗性､および､最終的な高密度配筋部への自己充填性と言える｡したがって､こ

れら3項目において適正な性能を確保 しているか否かを定量的に判定することが必要とな

る｡

ここでは､本研究対象の超流動コンクリートに対 して､種々の配合要因における変形性

および分離抵抗性の基礎データと実工事における管理データに基づいて､両性能の適正範

囲を総合的に評価 し､この評価結果をもとに､本超流動コンクリートの性能における配合

選定での判定値と実工事における品質管理目標値の選定を行うこととした｡

(I)変形性に関する指標値の設定

変形性に関する配合選定での判定値あるいは実工事での品質管理呂標値は､本超流動コ

ンクリ-トにおいて各種の配合要因におけるスランプフローと充填性の関係 を総合的に評

価することにより､良好な自己充填性を有するスランプフローの適正範囲を求めることと

した｡

評価対象の配合は､水結合材比32-36%､単位結合材量400-500kg/m3､細骨材率35-

51%､細骨材の粗粒率l.89-3.26の範囲について行ったOまた､本分離低減剤の添加量を

0.5-1% (単位水量×重量%)の範囲で添加 したコンクリートを対象としている｡

したがって､ここに示す適正範囲は､変形性と分離抵抗性に影響する配合要因を総括的

に評価 したものであり､3成分系結合材を使用 し､本分維低減剤を添加した超流動コンク

リートを前提としている｡

図一5.3.4から図-5.3.7は､各種の配合要因に対するスランプフローと充填高さの関係を示

したものである｡

先の5.31項にも述べたが､良好な自己充填性を有する単位結合材量は500kg/m3程度で

あり､図-5･3･4において､単位結合材量500kg/m3の場合において30cm以上の良好な充填性

が得られるスランプフローの範閏は66cm～73cmと言える.

図-53.5において､細骨材の粗粒率の違いに対 しては1.89から2.77の範囲で概ね良好な

充填性を示し､この場合のスランプフローの範囲としては59-69cmである｡

図-5.36において､細骨材率の違いに対 しては42%-51%の範囲で充填性は良好であり､

そのスランプフローの範囲は56cm～69cmと言える｡

また､図-5.3.7は表面水の変動量に対する充填高さとの関係を示すが､表面水の変動 と

( して-15から+20kg/m3の範囲で､概ねスランプフロー57cm～70cmの範囲において良好な充
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填高さを示している｡

図-5.3.8は､これらの各種要因における評価結果をもとに､充填高さが30cm以上となる

ものについて､まとめたものである｡

高密度配筋部への自己充填性は変形性と分離抵抗性との両性能の複合効果によって決る

ことから､変形性の指標であるスランプフローだけでは的確な判定できないが､臥 5.3.8

に示す基碇データおよび現在までに行った各種のスランプフローと充填高さの関係から､

3成分系結合材を単位結合材量として500kg/m3程度を使用 し､細骨材牛S/a-45%程度の本

超流動コンクリートの適用範囲について､良好な充填高さを得ることのできるスランプフ

ローは平均的に60cm～70cmの範囲にあり､特に65cm～70cmの範囲において良好な充填件

が得られるものと言える｡

このことから､本超流動コンクリートにおける施工管理におけるスランプフローの品質

管理目標値は60cm～70cmの範囲とし､また､配合選定においては本超流動コンクリート

の基準となる極力最適な配合を選定すること考慮 して､特に良好な充填高さが得られるス

ランプフローとして65cm～70cmの範囲を判定値とした｡
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(2)分離抵抗性に関する指標値の設定

図-5.3.9は､細骨材率および表面水変動量の違いにおいて行った､モルタルの見掛けの

降伏値と粘性の関係を一例として示したものである｡

わずかなデータではあるが､良好な自己充填性を有するモルタルの分離抵抗性は､降伏

値および粘性とがバランスする適正な範囲に集合する傾向が認められ､見掛け粘度として

loos/cm/sec～500g/cm/secの範囲で､これに対応する降伏値として50g-120gの範囲の場合

に良好な充填性が得られている｡したがって､良好な自己充填性を有する本超流動コンク

リートのモルタルにおいて､粘性と降伏値との関係から分稚抵抗性としての適正範囲を求

めることが可能であると考えられる｡

以上のように､粘度と降伏値との関係から求めた適正範囲を目標にして分離抵抗性の判

定を行うことは適正配合を精度良く選定する上で有効であると考えられるが､ここに提案

した分維抵抗性の評価試験は比較的繁雑な手順を踏み即座に対応できないことから､試験

練りによる配合選定への適用､および､特に実施工における品質管理への適用を考えると

その実用性は乏しい｡

そこで､評価の簡略化を図るために､スランプフロー50cm到達時間 (T50)を便宜的に

分離抵抗性を代用する値とする｡この測定は先の5.2項に述べたように､基本的には施工

における速やかな充填性を有するか否かを評価するものではあるが､本超流動コンクリー

トの適用範囲の配合であれば､分離抵抗性の指標であるモルタル粘度との相関が認められ

ることを前提としたものであり､現時点では､実工事での管理結果からもとめた経験値で

はあるが5秒～10秒を品JEFE管理の目標値および配合選定における適正配合の判定に用いる

こととする｡

なお､測定方法は､スランプフロー測定の際に予めスランプ板に記した50cmの目盛り

をコンクリートが通過する時点を目視により判断し､その時間をストップウオッチにより

測定する手法である｡

図-5.3.10は､本手法による測定結果の一例として､数種の配合を対象に細骨材表面水の

変動に対して行ったスランプフロー50m到達時間 (T50)と充填高さの関係を示したもの

である｡フロー50cm到達時間として5秒～10秒の範囲において概ね充填高さ30cm以上の良

好な自己充填性が得られているのが分かる｡
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53.4 簡易配合選定手法

ここでは本研究対象の超流動コンクリートにおける簡易的な配合選定手法について提案

する｡本手法は配合設計を行うのではなく､図-5.3.11のフローにしたがって試験練りを行

ない､本超流動コンクリートの標準的な配合を選定する手法である｡

いずれにせよ試験練りを行うこと自体は従来と変りはないが､ここに提案する手法は､

従来のコンクリートとは異なる性状を有する本超流動コンクリートを､特に専門的な知識

を持たずとも比較的容易かつ少ないバッチ数で配合選定が行えることを目指 したものであ

る｡

本手法は､これまで述べてきた基礎試験の結果を踏まえており､本超流動コンクT)-ト

の適用範囲である､普通ポルトランドセメント､高炉スラグおよびフライアッシュの3成

分系結合材を単位結合材量として500kg/m3程度を使用し､また､細骨材率として45%程度

とし､最大寸法20… の砕石を使用することを基本条件としている｡

したがって､本配合選定手法は上記の適用範囲に限られている点において十分に汎用的

であるとは言えないが､適用範囲を絞りこむことで比較的容易に配合を選定することが可

能であると考えられる｡以下に本配合選定手法の詳細について述べる0

(1)初期値の設定および配合選定における前提条件

初期設定値および得られた配合の良否の判定値は表-5.3.5に示すとおりであり､基本的

にこの初期値から開始し､図-5.3.11に示すフローにしたがって試験練りを行う｡ここで使

用する高性能減水剤はナフタレンスルホン酸塩系を前提としたものである｡

なお､本配合選定手法における前提条件は以下のとおりである｡

1)本分維低減剤の添加量は経済性を考慮して卜 2kg/m3の範囲を目安とし､その添加量

の上限値は2kg/m3以下とする｡また､耐久性の面を考慮し､単位結合材量500kg/m3におけ

る単位水量の上限値を180kg/m3とするか､あるいは､水結合材比の上限値を36%とする｡

本超流動コンクリートの適用範囲において､分離低減剤が2kg/m3以上となること､単位

水量が180kg/m3を越える､あるいは水結合材比が36%を越えることは､既往の実績から判

断すると極めて少ない.このような場合には､使用材料の品rIがJISや土木学会の規格値

を満足しているか否かを調査することが必要であり､規格値を満足していない場合には材

料を変更するが､再検査により規格品であった場合には根本的に初期値の設定から配合を

見直す必要がある｡
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2)本配合選定手法は所要の自己充填性を有する配合を選定することが主目的であるが､

これとは別に､施工条件あるいは環境条件を考慮して必要に応じて以下の条件設定を行う｡

i)早期強度発現性が要求される場合には､3成分系結合材における普通ポルトランドセ

メントの混合比を大きくする｡これについては､先の第4章43.2項に示した混合比を

目安とする｡

‖)特に耐凍害性が要求される場合には､AE調整剤によって5%以上の空気量を混入する.

lil)スランプフローの経時変化が大きい場合にはAE減水剤の添加量を増やし調整する｡

これは､AE減水剤を適量添加することによって､スランプフローの経時ロスを抑制

することが可能であることによるものであり､本件については､後述の5.4.2項にお

いて改めて詳述する｡

/(＼

/(＼

(2)配合調整手法と配合選定

図-5.3.日に示す配合選定フローにおいて､各々の判定試験によって得られた結果に対し

て表-5.3.6に示す要領にしたがって配合調整を行う｡

表-5.3.6は各判定試験結果の組み合せとして想定される状況に対して具体的な調整項目

を設定したものであり､調整項目を極力簡素化するために高性能減水剤の添加量の調整を

主体としている｡したがって､場合によっては高性能減水剤の添加量を調整するのみでは

成立しないこともあり得ることから､より多くの試験練りのデータが集積された段階でよ

り効率的な調整項目について再度見直す必要はある｡

さらに､図-5.3.11に示すように､以上の配合調整によっていずれの判定値も満足した配

合が得られた段階で､その製造プラントの表面水の変動幅を考慮した量の投入水を増減さ

せた場合において所要の自己充填性を確保するか否かを改めて評価し､判定値を満足した

場合を最終配合とすることによって､より確実な配合を選定できるものと言える｡
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図一5.3.11 本超流動コンクリー トの配合選定フロー
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秦-53.5 配合調整における初期値および判定値

種別 初期値 判定値

[P]単位結合材量 500 kg/m3 スランプフロー-65-7(九m5(kmフロー所要時間-5-10秒[W]単位水量 170 kg/m3

[BP]分離低減剤添加量 1.0 kg/m3

表15.3.6 配合調整手法

分類 判定結果 性状 調整項目スランプフロー 50cmフロー 充填高さ 分離 高性能

(cm) 時間注1) (cm) 低減剤 減水剤

決定 ○65-70cm ○5-10秒以内 ○30cm以上 良好

1 ×70cm以上 ×5秒以下 ×30cm以下 分離 減量

2 ×70cm以上 ×5秒以下 ○30cm以上 敏感注2) 減量

3 ×7α:m以上 ○5-10秒以内 ×30cm以下 分離 減量

4 ×70cm以上 ○5-10秒以内 ○30cm以上 敏感注2) 減量

5 ○65-70cm ×5秒以下 ×30cm以下 分離 減量

6 ○65-70cm ×5秒以下 ○3(km以上 敏感注2) 増量

7 ×65cm以下 ×10秒以上 ×3(九m以下 硬過ぎ 増量

8 ×65cm以下 ×10秒以上 ○30cm以上 硬過ぎ 増量

9 ×65cm以下 ○5-10秒以内 ×30cm以下 硬過ぎ 増量

lO ×65cm以下 ○5-10秒以内 ○3伽m以上 硬過ぎ 増量

ll ○65-70cm ×10秒以上 ×30cm以下 硬過ぎ 増量

12 ○65-70cm ×10秒以上 ○30cm以上 硬過ぎ 減量

13注3) 13-1 ○65-70cm ○5-)0秒以内 ×30cm以下 分離 増量

注1)50cmフロー時間の測定 :スランプフロー50cm以下の場合は10秒以上とするO
注2)敏感とは材料分離 しやすい配合あるいは充填後の粗骨材量が少ないことを示す｡

注3)1311:分離低減剤が2kg/m3以下の場合､13-2:分散低減剤が2kg/m3の場合
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54 製造 ･運搬にともなうフレッシュコンクリー トの品質安定性

比較的粉体量が多く水結合材比の/｣､さいコンクリートとして､高強度コンクリートが挙

げられるが､その製造にあたっては､ミキサーにより均一に分散混合するための検討が多

くなされている[5･1】[5･2]｡一般的には､空練りを十分に行い､また､練 り混ぜ時間を通常

のコンクリートと比べて長くする方法により対応されている｡

本超流動コンクリートにおいても､3成分系結合材を単位結合材量として500kg/m3程度

使用し､水結合材比が34%程度であることから､高強度コンクリートと同様に一般のコン

クリートと比べて単位結合材量が比較的多く水結合材比が小さい特徴を有する｡したがっ

て､均一に分散し混合するためにはミキサーの練り混ぜ時間を長くするなどの対応が必要

と考えられる｡

また､一般のコンクリートにおいて運搬後のスランプロスが問題となり夏期施工の際に

は遅延型の混和剤を使用するなどの対応がなされているが､特に､超流動コンクリートに

おいてはその機能上､運搬にともなう品質の変化を把接し､締固め不要の自己充填性を低

下させるようなスランプフローの経時ロスを生じる場合には何らかの対策を講じる必要が

ある｡

ここでは､本超流動コンクリートを製造するにあたり､所要の品質を確保するために必

要な練り混ぜ条件と運搬にともなう品質変化を確認するために行った検証試験と､さらに､

運搬による品質変化が生じた場合の対応策について述べることとする0

541 練り混ぜ時間と練り混ぜ量に関する検証

ここでは､練混ぜ時間および練混ぜ量と本超流動コンクリートの練り上が り時の品質に

ついて､実際の製造プラントにおいて実施した検証結果について述べる｡なお､使用した

ミキサーは強制2軸ミキサーであり､その最大練り混ぜ容量は3m3であるO

まず､本超流動コンクリートの製造にあたって､ミキサーの消費電力計の読み値が安定

するまでに要する時間を事前に調査し､安定する時間として60秒～75秒を要することを確

認した｡以降の検討は､練り混ぜ時間として75秒を基本としたものである｡

図-5.4,1は､1バッチ2m3で練り混ぜた場合の練混ぜ時間と練り上がり時のフレッシュコ

ンクリートの品質を示す｡練混ぜ時間が75秒以上の場合には､練り混ぜ時間の差によるス

ランプフローの違いはなくほぼ同等であるが､空気量については一般のコンクリートと同

様[5･3〕に練り混ぜ時間の増加にともなって減少する傾向にある｡

この結果から､本超流動コンクリートの所要練り混ぜ時間は消費電力計が安定する時間

である75秒とすれば十分であり､それ以上の練り混ぜを行っても､スランプフローの変化

′.｢ は認められず､空気量が減少するのみであることが確認された｡
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図一5.4.2は練混ぜ時間75秒における練混ぜ量とフレッシュコンクリートの品田の関係を

示す｡

1バッチの練混ぜ量をミキサーの最大容量である3m3とした場合には､スランプフロー

値として2cm程の僅かな増加が認められるが､特に練 り上がり時の品質が異なるような差

とは考えられない｡

また､空気量は練混ぜ量の増加にともない減少する傾向にある｡当然のことながら､ミ

キサーの消費電力計の最大値は練混ぜ量の増加にともない大きくなるが､安定した時点に

おいては､練り混ぜ量による差は僅かである｡このことから､練 り混ぜ量と練り上がり時

における本超流動コンクリートの品質の違いは空気量の減少が主体であり､スランプフロ

ーには大きな影響を及ぼさないと言える｡

図15.4.3は､lバッチの練混ぜ量を2m3とした場合の練り上がり時点のスランプフローと

練り混ぜ中の消費電力の関係を示す｡スランプフローとして6cm程度の差に対 して､電力

計の読み値の差は最大値あるいは安走時の両者ともに2-3Amp.であり､80Amp.あるいは

50Amp.の読み値に対 して非常に小さく､電力計読み値の変動範囲内に含まれてしまうこ

とが分かった｡したがって､本超流動コンクリートのような高スランプフローの範囲では､

一般的な製造プラントに常設された電流計ではスランプフローとして6cm程度の違いを明

確に判定することはできないものと言える｡

いずれにせよ､本超流動コンクリートの強制2軸ミキサーにおける所要の練り混ぜ時間

として75秒程度とすれば十分であり､この練り混ぜ時間は電力計の読み値が安定する時間

と同等であることが確認された｡

なお､当然のことながら使用するミキサーの練り混ぜ性能によって所要の練 り混ぜ時間

は異なることから､基本的には､対象とする製造プラントごとに適正な練 り混ぜ時間を事

前に確認する必要はある｡

しかしながら､ここで使用した強制2軸ミキサーは標準的な容量と練り混ぜ能力を有す

るものであり､本試験によって得られた結果は､一般的な製造プラントにおける標準的な

練り混ぜ時間と考えられる｡これまで実施した適用例として後述の第6章で改めて述べる

が､殆どの工事において､練り混ぜ時間として75秒であれば安定した本超流動コンクリー

トを製造できることを確認している｡
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54.2 運搬にともなうフレッシュコンクリー トの品質安定性の検証

超流動コンクリートは高変形性と高分離抵抗性との複合効果によって締固め不要の自己

充填性が付与されることから､運搬にともないスランプフローが大きく低下するような場

合には､その自己充填性を著しく損なうことになる｡

本超流動コンクリートは､普通ポルトランドセメントとともに高炉スラグおよびフライ

アッシュの水和反応の遅い結合材を併用している点においてはスランプフローのロスが生

じにくいと言えるが､水結合材比が′トさく高性能減水剤を多く使用している点においてス

ランプフローの低下を生じる可能性を含んでいる｡

ここでは､各種の実工事における品質管理データをもとに､本超流動コンクリートの運

搬にともなう品質の変化について検討を加え､さらに､品質変化が生じる場合の対応策に

ついて述べる｡

(1)運搬にともなう品質変化

運搬時間および施工時期の異なる数種の実工事において行った､出荷時から荷卸し時ま

での運搬にともなう品質変化を図-5.4.4から図-54.11に示す｡

ここで､各工事に適用 した超流動コンクリートの配合は表-5.4.1に示すとおりであり､

A､B､C配合はほぼ同等の配合であり､D配合は普通ポルトランドセメントの混合比が他

のものに比べて多い｡なお､各配合には高性能減水剤の添加とは別に､リグニンスルホン

酸系のAE減水剤を添加している｡AE減水剤の添加に関する検討は改めて詳述するが､AE

減水剤を添加することによりスランプフローの経時ロスを低減することが可能であり､本

超流動コンクリートにおいてはAE減水剤を併用することを基本としている｡

A配合を適用した工事は夏期の施工であり､その運搬時間は平均30分間である｡B配合

は春から秋にかけての工事であり､運搬時間は平均60分間と最も長時間を要した｡C配合

は冬期施工で運搬時間は20分間であり､D配合は春から秋にかけて工事を行い運搬時間は

20分間である｡なお､いずれもトラックアジテ一夕車により運搬した｡

図-5.4.4および図-5.45において､A配合における運搬後のスランプフローのロスは平均

的に2cm程度あり､出荷時のスランプフロー値の大きさに因らず､出荷時のスランプフロ

ー65cmから75cmの範囲で荷卸し時におけるロスはほほ同等と言える｡空気量については

運搬により2%程度のロスが認められ､これも､出荷時の空気量に因らずほほ同等のロス

を生じている｡

図-5.4.6および図-547において､B配合における運搬によるスランプフローのロスは平

均的に7cm～4cmあり､運搬時間が60分間と長いことによりロスが大きくなる傾向にある｡

また､出荷時のスランプフローが′｣､さいほど荷卸し時のロスは大きくなる傾向が認められ

る｡なお､夏期施工の場合に特にスランプフローのロスが大きくなるような傾向はなく､

∩ 平温時と同程度であると言える｡また､空気量のロスは1-2%程度であり､出荷時の空気
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量が大きいほど荷卸し時のロスが大きい傾向が認められる｡

臥 5.4.8および図-5.4.9において､C配合は運搬時間が20分程度と短いことからスランフ

フローのロスは平均的に1cm程度と他の場合と比較 して′トさく､また､空気量については

1-I,5%程度のロスを生じる傾向にある｡

一般に早期強度発現性の高いものほど運搬後のロスが大きくなる傾向にあるが､臥

5.4.10および図15.4.11において､D配合は普通ポル トランドセメントの混合比が大きいが

他の配合と比べてスランプフローのロスが大きくなるような傾向は認められず､むしろ､

本工事の場合にはスランプフローのロスは殆ど生じていない結果が得られた｡これは､運

搬時間が20分程度と短時間であったこともあるが､同じ運搬時間であるC配合の場合には

多少のロスが認められたことから考えると､使用する結合材の品質による影響とも考えら

れる｡

空気量については､他の場合と同様に1%程度のロスが生じている｡また､平温あるい

は夏期における差は認められなかった｡

以上の品質管理の結果から､本超流動コンクリートの運搬にともなうスランプフローの

ロスは､一般に言われているように運搬時間が長いほど大きくなり､運搬時間60分間で概

ね4cm～7cm､運搬時間30分以内の場合に2cm程度のロスが見込まれる｡また､運搬時間が

長い場合には､出荷時のスランプフローが小さいほど荷卸し時点でのロスも大きくなる傾

向にあることが明らかとなった｡

なお､空気量については運搬時間あるいは施工時期による差は僅かであり､運搬にとも

ない平均的に1%～2%のロスが生じるものと言え､一般的に運搬や打ち込みによってエン

トレインドエアーが減少する傾向【53】と同様の結果が得られた｡したがって､本超流動コ

ンクリートにおいて､荷卸し時での所要の空気量を確保する対策は､運搬後のロスを見込

んで練 り混ぜ時に空気量を適量に調整する通常のコンクリートと同様の手法とし､AE調

整剤により空気量を1%～2%程度多くすることで対応することとする｡

表-5.4.1 各実工事に適用した超流動コンクリー トの配合

配合種別 W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3) 混荊】剤

W 結合材 p注) 細骨材 粗骨材 AE減水剤 高性能減水剤 分離低減剤C B F

A 36 45 180 180 220 loo 724 882 0.15 1.4 0.8
B 36 43.5 170 189 189 95 691 965 1.2 0.6

C 34 45 170 180 220 100 714 902 1.8 0.9

D 34 45 170 240 160 100 717 907 1.8 0.5

注)結合材 C･普通ポルトランドセメント 8:高炉スラグ F:フライアッシュ
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(2)スランプフローの経時変化と対策

先の検証結果から､運搬にともなうスランプフローの経時ロスは､運搬時間30分以内で

あれば平均2cm程度 とわずかであるが､運搬時間が1時間を越えるような場合には7cm～

4cmと比較的大きなロスを生じることが明らかになった｡

ここで､先にも述べたように､これらの工事に適用した配合には､混和剤 として高性能

減水剤および本分維低減剤とともにAE減水剤 (リグニンスルフォン酸化合物系ポリオー

ル複合体)を併用している｡このAE減水剤を使用する理由は､本来の使用法であるエン

トレインドエアーの連行および減水性の付与よりは､むしろ､中川[5･4]によって明らかに

されているAE減水剤を添加することによるスランプフローのロス低減を主目的としてい

る｡

本超流動コンクリートにおいては､スランプフローのロスが問題となる場合の対策とし

て､標準的には上記のようにAE減水剤を併用する手法をとり､本手法では改善されない

場合あるいは不測の事態により運搬に長時間を要した場合に対する補助的な手段として現

地で高性能減水剤を後添加し再流動化する手法により対応する｡

以下に､本超流動コンクリートにおける､AE減水剤を漆加した場合のスランプフロー

のロス低減効果について述べる｡

表-5.4.2に示す配合において行ったAE減水剤添加量の違いによるスランプフロー経時変

化の関係を図-5.4.12に示す｡

AE減水剤を添加しない場合には､時間の経過にともない､ほほ直線的にスランプフロ

ーのロスが生じるが､AE減水剤の添加量が増加するにつれてスランプフローのロスが小

さくなるのが分かる｡

また､表-5.4.3に示す配合において､練 り上がり温度が低い場合のスランプフロー経時

変化を確認するため､練り上がり温度12℃の条件下で行った結果を図-54.13に示す｡

AE減水剤を添加しない場合にはスランプフローのロスが大きいが､AE減水剤の添加量

の増加にともないロスは減少しているのがわかる｡

以上のように､スランプフローのロスに対しては､AE減水剤の添加量を増やすことで

対応することが可能であり､現状の製造プラントの製造システムの範噂で行うことができ

る｡ただし､表-5.4.3に示すようにAE減水剤の添加量にともない凝結硬化時間は大幅に遅

延する場合もあり､スランプフローのロスの低減のみを考慮してAE減水剤を多量に添加

することは凝結硬化の面で問題となる｡

したがって､当然のことではあるが､試験練りによって適切なAE減水剤の添加量を選

定することが必要と言える｡

なお､実際の施工を考慮すると､所要のスランプフロー保持時間としては運搬および打

ち込みを合わせて平均的に1時間程度であることから､本実用化システムにおいては先の

図-5.4.12および図-5.4.13より1時間程度は良好な抑制効果を有すると考えられる添加量と
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して単位結合材量の0.15%を標準添加量と設定 している｡

秦-5.4.2 AE減水剤漬加によるスランプフローロス抑制効果に関する検討配合

水 結合材 p注1) S/aDA 高性能 AE 分離 空気量L7 備考W kdm3 減水剤 減水剤 低減剤

kg/m3 C B F (a) P*% P*% W*% (o)

165 150 150 200 45 1.45 0 0.90 4.9 温度条件20℃

0.15 3.8
0.25 4,6

170 180 220 100 45 1.45 0 5.0 温度条件12℃

1.37 0.075 4.8

I.35 0.15 6.0
1.30 0.25 4.7

注1)C:普通ポル トランドセメント B:高炉スラグ F:フライアッシュ

表-54.3 AE減水剤添加量と凝結時間の一例

配合No. W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3) 混和剤 凝結時間(hour)

W 結合材 p注1) 高性能減水剤P*% 分-縦低減剤W*% AE減水剤P*% 始発 終結C B F

CASE-1 33 45 165 150 150 200 I.45 0.9 0 16.0 20.5CASE-2 0.15 29.5 35.6

注1)C:普通ポル トランドセメント B:高炉スラグ F:フライアッシュ
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5.5 ポンプ圧送性に関する積証

本超流動コンクリートの打設方法としては､ポンプ圧送が主体となると言える｡この場

合に､本超流動コンクリートは水結合材比が小さく比較的多量の単位結合材量を使用する

点と本研究対象における分離低減剤を使用していることにより従来のコンクリートに比べ

て比較的粘性が高いことからポンプ圧送圧が高くなる要因を有している｡

しかしながら､その高分離抵抗性と骨材どうしの噛み合いが殆どないことにより､従来

のコンクリートにおける圧送性の低下や管内閉塞の主要因であった､曲り管やテーパ管を

流動する際のセン断摩擦抵抗が極めて/｣､さい点において､ポンプ圧送性を向上させる特長

を合わせ持った性質を有すると考えられる｡

ここでは､各種のポンプ圧送における実証データをもとに､本超流動コンクリートのポ

ンプ圧送性を明らかにし､本実用化システムにおけるポンプ圧送の適用条件 を示すものと

する｡

5.5.1 管内圧送圧に関する棉証

一般に､ポンプ車の機種選定のために､ポンプの圧送負荷pを推定する場合に用いられ

る圧送負荷計算式すなわち水平換算距離に基づいた圧送負荷は(53)式より算出される[5･5]｡

P=KL+3KM+2KN+2KT+WH/10 ･(5.3)

p:圧送負荷 (kg恥m2)

K :水平管 1m当たりの管内圧力損失 (kgf/cm2An) [125A-0.1,100A-0.12]

L:配管の実長 (m) [125Aで4m,100Aで59m]

W:コンクリートの単位容積重量 (vm3)

H:圧送高さ (m)

M :ベント管の長さ (m) [125Aで3m,100Aで1m]

N :フレキシブルホースの長さ (m) [100Aを8m]
T :テーパ管の長さ (m) [125Aを1m]

上式は､ベント管やテーパ管などのコンクリートの圧送障害となる部分には､一定の安

全率を乗じて水平距離換算を行い､見掛け上､圧送距離を長く見積もる手法である｡

先にも述べたように､超流動コンクリートの場合には粘性が高いことによる管内圧力損

失は通常のコンクリートと比べて大きくなるものと考えられるが､ここに示されたような

圧送障害に対する考慮は必要とせず､管内圧力損失と配管の実長とを検討することで対応

できるものと考えられる｡

ここでは､配管条件のことなる2種類のポンプ圧送における実証データを分析 し､本超

流動コンクリートのポンプ圧送性を検証することとする｡
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(I)配管条件および管内圧力測定結果

匡ト5.51に示す5B管を主体とするブーム付きコンクリートポンプ車の配管条件において､

ポンプ車吐出口近傍 (pり およびフレキシブルホース手前 (p2)の2ヶ所に圧力計を取り

付け､本超流動コンクリートの管内圧力を測定した｡

また､図-5.5.2に示す5B管および48管のポンプ配管状況において､ポンプ車吐出口近傍

(pl)および中央部の5B管から4B管に変る手前 (p2)の2ヶ所に圧力計を取り付け､管内

圧力を測定した｡

両者の配管条件において圧送した本超流動コンクリー トの配合は表-5.5.1に示すとおり

であり､圧送時のフレッシュコンクリートの品質は表-5.52に示すとおりであった｡なお､

ブーム付 きコンクリー トポンプ車における圧送は吐出量29m3-75m3の範囲であり､また､

ポンプ配管における圧送は吐出量35m3ぉよび46m3で行ったが､吐出量35m3の際の超流動

コンクリー トにおいては､運搬後にスランプフローのロスが認められたため､現地で再流

動化を行なった上で圧送した｡

ブーム付きコンクリー トポンプ車打設およびポンプ配管打設の両者について､各吐出量

とpl～P2間の圧力差を図-5.5.3に示す｡
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図-5.5.1 ブーム付きコンクリートポンプ車における配管状況

23 21

配管No_ 配管形状 良さ(m) 配管No. 配管形状 良さ(m)

1 0_5 14 直管 0_5

2 血管 4.5 15 曲り管30● 0.5

!3 曲り守45' 0.6 16 テーパ管513-48 0.5

5 曲りlLE45● 0.6 18 曲り管90' 0.8
6 管 6.0 19 直音 3.0
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ポ
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図-5.5.2 ポンプ打設における配管状況
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秦-55.1 超流動コンクリー トの配合

種別 W/P(%) S/a(%) 単位量 k｡m3 混和剤

水W 結合材p注) 細骨材S 粗骨材G AE減水剤PX% 高性能減水剤PX% 分離低減剤WX%

ブーム打設 36 46 180 500 724 882 0.15 1.4 0.83

注)結合材 :普通ポル トランドセメント(C)､高炉スラグ(B)､フライアッシュ(F)3成分系

ブーム打設-C:B:F=34:46:20ポンプ打設-C:B･F=40:40:20

表-55.2 圧送時のフレッシュコンクリー トの品質

種別 吐出墨 (m3伽) スランプフロー 空気量 打込み温度(cm) (%) (℃)

ブーム打設 29-75 61-73.5 I.9-2.7 27.5--29.5
平均 69 平均 2.3 平均 28.5

ポンプ配管打設 35 再流動化-73,73.5 1.7,2.9 27.0,27.0

平均 73 平均 2.3 平均 27.0

46 64,72 2.5,4.5 26.0,26.5
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図-55.3 P1-P2問の管内圧力測定結果

- 1 6 5 -



/'~ヽ

(2)ポンプ圧送性の検証

両者の配管条件において､本超流動コンクリートのポンプ圧送件を検証することとするO

圧送鮎の検討は､先の(53)式を基本として直管､曲り管および圧送高さを考慮 した(54)式

において､曲り管の安全率Aを算出することとする｡ここで､ブーム付きコンクリー トポ

ンプ車については曲りテーパ管 (7B-68)およびテーパ管 (6B-5B)がポンプ車吐出口

近傍に配置されているが､管径が太いことと評価が繁雑となる理由から､曲 りテーパ管は

5B曲り管に､テーパ管は58直管と仮定する｡

∂p=KL+K(AXM)+WH/10 - (5.4)

ここで､∂P:Pl～P2間圧力差(kg的m2)､A:曲り管の安全率とする｡

I)ブーム付きコンクリー トポンプ車における圧送時

∂pb-KbX(直管L:21･38m)+KbX【AX(曲り管M:7･54m)】.2･3×(圧送高さH:3･Om)/10

=KbX(2138+AX7･54+0･69)

ここで､∂Pb:ブーム車打設におけるPl～P2間圧力差(kg的m2)

Kb:ブーム車打設における水平管1m当りの圧力損失(kg恥m2/m)

2)ポンプ配管における圧送時

∂pp=KpX(直管L:29伽 )+KpX[AX(曲り管M:3･7m)】+2･3×(圧送高さH:12･6m)/10

=KpX(29･0十AX3･7十2･90)

ここで､8Pp:ポンプ配管打設におけるPl～P2間圧力差(kgf/cm2)

Kp:ポンプ配管打設における水平管1m当りの圧力損失(kgf/cm2/m)

両者の配合は異なるが､ここで､Kb=Kpと仮定すれば(55)式が導かれるo

∂pb/(2I4+AX7･54+0･69)=♂Pp/(290+AX3･7+2･90) -(5･5)

図-55.3より､ポンプ配管打設の場合の吐出量46m3爪rおよび35m3爪rにおけるPl～P2間

の圧力差∂ppはそれぞれ14･5kgf/cnjおよび8kgf/cm2であり､同吐出量におけるブーム付き

コンクリー トポンプ車打設での圧力差 8Pbを推定すれば､それぞれ､110kgf/cnj(46m3仲)

および75kgf/cm2(35m3伽)となる｡これらの結果から､(5.5)式より安全係数Aを求めると

各吐出量に対 して以下のようになる｡

146m3nlr･A=0.45

I35m3nlr-A=1,92
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各吐出量に対する算出結果の差は大きいが､この理由としては､ポンプ配管の場合の吐

出量35m3巾rにおいて圧送した超流動コンクリー トは､圧送前に再流動化したことで､他

の場合と比べて粘性が/｣､さく､圧送圧も小さくなったためと考えられる.

本検討は異なる配合と異なる圧送条件の下で比較したものであり､ここで得られた安全

係数Aの精度は劣るが､少なくとも､圧送時の品質が同程度であった吐出量46m3伽におけ

るAの値がl以下となったことを考えると､本超流動コンクリートの圧送においては､曲

り管の影響は非常に小さく､圧送障害とはならないものと推定される｡

以上の知見をもとに､曲り管の影響を受けないと仮定し､圧送高さによる水頭分を補正

し､Pl～P2間の圧力差を配管の実長さで除して算出した58管1m当りの管内圧力損失は､

臥 5.5.4に示すとおりであるO同園には､土木学会コンクリ- ト標準示方書 (施工編)に

示された一般のコンクリートにおける5B管の標準的な管内圧力損失も併記する｡

本超流動コンクリートの圧送圧は吐出量の増大にともない顕著に増大する傾向にあるが､

吐出量35m3伽程度では一般のコンクリー トとほぼ同等と言える｡この結果は､本超流動

コンクリートをポンプ圧送する場合には､吐出量35m3伽･程度であれば曲り管等の圧送障

害の影響を受けない分だけ一般のコンクリートと比べて長距経の圧送が行える可能性を示

唆するものである｡

以上のことから､本実用化システムにおいては､本超流動コンクリートの吐出量の範囲

を35m3nlr以下とすることによって､局部的な圧送障害を生じない機能を生かした安定圧

送が可能であると言える｡
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図-5.54 吐出量とP1-P2間管内圧力損失の関係
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5.52 圧送による品質の変化

臥 55.5は､先の551項に示したブーム付きコンクリートポンプ車により本超流動コン

クリートを圧送した場合の圧送前後の品質試験結果の一例を示したものである｡

図に示すように､圧送後にはスランプフローが5-20cm程度ロスする傾向が認められ､

吐出量が増大し管内最大圧力が大きくなるにともなってロス量も大きくなる傾向にある｡

また､自己充填.lLf卜.において､管内最大圧力が6-24kgf/cm2で圧送後のスランプフローが

60cm程度であれば良好な自己充填性が確保されるものと言えるが､管内最大圧力が

30kg的m2近くなりスランプフローが40cm程度まで低下した場合には十分な自己充填性は

得られないものと言える｡

なお､表15.53に示すように分社抵抗性についての変化を見ると､圧送後において見掛

けの粘性および降伏値が増加する傾向が認められる｡また､図-5.5.6に示すように圧送前

後での圧縮強度の差はわずかであった｡

図-5.5.7は､先の5.5.1項に示したポンプ配管における圧送前後の本超流動コンクリート

の品質試験結果である｡ブーム付きコンクリートポンプ車の場合と同様に圧送によるスラ

ンプフローのロスが認められるが､ブーム打設と比べて管内最大圧力が20-46kg恥m2と

大きいことからロス量も20-35cmと大きくなっている｡

以上のように､本超流動コンクリートにおいては､ポンプ圧送によりスランプフローが

ロスする傾向が認められ､圧送圧の増大にともないロス量も増大する傾向にある｡

なお､このようなポンプ圧送にともなうスランプフローのロスは常時生じるものではなく､

定性的には､練り混ぜ後の経過時間が長い場合すなわち運搬時間に長時間を要するような

場合にロスを生じやすい傾向にあるが､現時点ではロスの原因は明らかとなっていない｡

いずれにせよ､本検証試験の範囲で得られた知見ではあるが､本超流動コンクリートを

ポンプ圧送する際には圧送によりスランプフローがロスする場合があることを考慮して､

少なくとも､先の551項に示した一般のコンクリートの圧力損失相当と言える35m3hr程

度以下の吐出量とし､また､良好な自己充填性が確保される管内最大圧力の目安として

20kg的m2程度以下とすることが必要であると考えられる｡

表-5.5.3 圧送後の分離抵抗性の変化 (吐出量40m3)

種別 見掛けの粘'T4三 見掛けの降伏値
(dcm/sec) (g)

圧送前 321 355

圧送後 353 467
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5.6 側圧に関する根証

一般に､コンクリート打設にともない型枠に作用する側圧は､コンクリー トの単位容積

重量やコンシステンシー､セメントの種類､配合あるいは打ち込み温度などコンクリート

の材料特性や凝結硬化特性に関する要因､鉛直方向打込み高さや打ち込み速度､打ち込み

方法や振動締固め方法などの施工に関する要因､型枠の形状や剛件あるいは配筋の有無な

ど部材特性に関する要因によって左右される｡

また､側圧は打ち込み高さの増大にともなって大きくなるが､仝打込み高さに相当する

液圧として作用するわけではなく､打設高さがある限界値に達するまでは液圧で作用し､

それより下層に行 くにともない減少する分布となり､この側圧が最大となる打設高さは､

コンクリー トの凝結性状や骨材どうしの噛み合いによるアーチアクションなど先の諸要因

の複合作用によって左右される[5･6][517]｡

なお､コンクリートの側圧最大値とその分布に影響する主要因は､打ち込み速度と打ち

込み温度および締固めの方法であり､鉛直打ち込み速度が大きく､コンクリートの凝結が

遅いほど側圧が大きくなり､また､内部振動機による締固めは横動による衝撃とコンクリ

ートの骨材の噛み合いによるアーチ作用を崩壊させることにより側圧が大きくなる[5･6]｡

超流動コンクリートは､内部振動機による締固めを行わない点において側圧を小さくす

る上で有利であるが､骨材どうしの噛み合いがなくアーチ作用が生じない点において側圧

が大きくなる傾向にある｡さらに､本研究対象の超流動コンクリー トは､ポル トランドセ

メントに高炉スラグとフライアッシュを混合した3成分系結合材を使用することから一般

のコンクリートに比べて凝結開始までに長時間を要する傾向にあり､仝打ち込み高さ分の

側圧が液圧に近い状態で作用するものと言える｡

ここでは､実大規模の大型壁状部材への試験打設および実構造物の壁部材において本超

流動コンクリートの側圧の作用状態を検証し､本実用化システムにおける型枠および支保

工の施工にあたって配慮すべき点について述べることとする｡
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5.6.1 壁部材を一気に打設した場合

｢土木学会コンクリー ト標準示方書 (施工編)｣においては､標準的な打ち込み速度の

推奨値として30分につき1-15m程度とすることが示されているが､これは､コンクリー

トの振動締固めを十分に行なうための条件と言える｡

超流動コンクリートにおいては締固め作業を必要としないことから､一気に最上部まで

打ち込むことが可能であり､この場合には､仝打ち込み高さ分の側圧がほほ液圧に近い状

態で作用するものと予想される｡

ここでは､本超流動コンクリートを一気に最上部まで打設した場合の側圧について､表

-5.6.1に示す部材厚さおよび配筋条件の異なる4種類の大型壁状部材への試験打設により検

証することとしたQ表に示すように､CASE-1は無筋部材であり､CASE-2～CASE14は一般

的な壁部材の配筋条件と部材厚さを有するものである｡

打ち込み方法は､CASE-1についてはバケットで打設し､CASE-2～CASE-4についてはブ

ーム付きコンクリートポンプ車を用いて打設 した｡ただし､各部材ともに打込み速度は

14m/時間で一定であり､部材天端である高さ4mまで打上がるのに要する時間はいずれも

17分程度である｡また､CASE-2およびcASE-3は ｢土木学会コンクリート標準示方書 (施

工編)｣に準拠 して自由落下高さは15m以内で打ち込んだが､CASE-1およびcASE-2は部

材の天端から自由落下高さ4mで打ち込んだ｡

側圧の測定は写真-5･6･lに示すように､≠10cmの受庄面を有する圧力計を用いて行った｡

本測定方法は､最大側圧までは主動圧として測定できるが､最大側圧以降の側圧減少の割

合については､型枠の剛性や締め付け度合いとコンクリートの収縮などによる体積変イヒと

の関係により結果が異なる｡したがって､側圧減少の割合についての真の値は評価できな

いが､本試験では各部材ともに同じセパレータ間隔であることから型枠の剛性はほほ同等

と言え､各部材における側圧の減少傾向の違いは比較できるものと考えられる｡

打設した超流動コンクリートの配合および使用材料を表-5.6.2および表-56.3に示す｡ま

た､打設時のフレッシュコンクリートの品質は先の表-5.6,1に併記したとおりである｡

各ケースにおける､高さ方向の側圧分布および実測値と液圧換算値との比の経時変イヒを

匡ト5.6.1から図-5.6.8に示す｡

図一56.1および図-5.6.2において､無筋部材であるCASE-1の打上がり直後の側圧は､液

圧換算値の93%であり､ほほ液圧相当分が作用することが分かる｡また､これらの側圧は

打設後2-3時間経過時点において半分程度に減少し､打設後7時間経過するとほほ0となる｡
臥 56.3から図-5.68において､有筋部材であるCASE-2からcASE-4の側圧を見ると､打
設直後の段階で液圧換算値の75%から85%程度を示 し､以降､3時間から4時間を経過した

時点で半分程度に減少し､7時間から8時間経過時点でほほ0になる｡

ここで､図-5.69は､CASE-2からcASE-4部材の打設の際に､ポンプの筒先から採取し

た本超流動コンクリートを5… フルイでウェットスクリーニングし､その試料について行
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った凝結硬化時間の測定結果である｡
凝結始発時間は7時間30分であり
､
本部材の側圧が

ほほ0となる時間は凝結硬化の始発時間に相当することが分かる｡
この関係をもとに
､
各部材の下端より20cmの位置における側圧と貫入抵抗値の逆数

(岬)との関係を求め図-5.
6
.
10に示す｡
貫入抵抗値の逆数(I/P)と側圧の経時変化は概

ね指数関数と線型性を有するものと言え
､
凝結硬化時間を求めることによって側圧の作用

状態を予測することが可能であると考えられる
｡

一般に､
壁部材に作用する側圧は部材厚さが/J､さいほど小さくなるが､
逆に
､
壁部材が

′トさいほど打ち込みや内部振動機による衝撃の影響を受け易く側圧が大きくなる傾向にあ

る
｡
また
､
鉄筋の配置は側圧を減少させる要因であり[5･
6】【5
･
8】
､一
般のコンクリートにお

いては､
部材に配筋が施された場合の側圧は無筋の場合の半分以下となる報告もなされて

いる【5･
8】
｡
図-5.
6
.
11は､
液圧換算値に対する打設直後の側圧実測値との比を部材厚さごとに示した

ものである｡
有筋部材の液圧換算値に対する比は0
.
85程度であり
､
無筋部材と比べて10%

程度/J､さく､
格子状の配筋により側圧の減少効果が認められるが
､
本超流動コンクリート

においては鉄筋と骨材あるいは骨材どうしのアーチ作用が殆ど生じないことにより､一
般

のコンクリートにおける側圧の減少度合いに比べて､
配筋の影響は極めて僅かであると言

える
｡
また
､
有筋部材どうLを比較した場合には壁厚さ20cmの部材において他の部材に比べて

側圧が大きい傾向にあるが
､
これは
､
自由落下高さが大きかったことにより打ち込み時の

衝撃が多く作用したことによるものと考えられる｡
図
-56.
12は､
側圧が半減する時点および側圧が0になるまでの経過時間と部材厚さの関

係を示したものである｡
側圧の減少傾向を見ると
､
部材厚さが厚いほど早期に減少する傾

向が認められる｡
この理由は凝結硬化時間の違いによるものと考えられ､
部材厚さが大き

いほど硬化時の温度上昇が高くなることによって凝結硬化速度が促進されたためと考えら

れる
｡
以上のように
､
格子状の鉄筋によって側圧の最大値は低減されるものと言えるが､
その

減少量は10%程度であり､
基本的には本超流動コンクリートにおける側圧は液圧として考

慮すべきであると考えられる｡
なお
､一
般に言われているのと同様に本超流動コンクリー

トにおいても側圧の経時変化は凝結硬化時間と相関を有するが
､
側圧の作用がほほ0とな

るのに要する時間は概ね凝結硬化の始発時間に相当するものと言える0
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秦-5.6.1 部材形状寸法および打設コンクリー トの品質

試験体種別 形状寸法 配筋量 打設コンクリー トの品質帽 高さ 厚さ スランプ 空気量 打込みIE∃ 単位容積JZLi且

(m) (m) (m) (mm) フロー(cm) (%) TJn度(℃) ∫‡里(Vm3)

CASE-I 1.2 4.0 0.6 なし 62 3.6 31.5 2.32

CASE-2 3.0 4.0 0.2 Dl3ctc2(X)縦横ダブル 67.5 3.9 27.5 2.303
CASE-3 0.4 Dl6ctcl50縦横ダブル 66 3.2 28.0 2.316

表15.6.2 超流動コンクリ- トの配合

Gmax(mm) W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3)水 結合材 細骨材 粗骨材 AE 高性能 分離
W P S G 減水剤 減水剤 低減剤

20 36 46 180 500 724 882 0.9 8.4 1.5

秦-5.6.3 億用材料の品質

種類 区分 品質

結合材 フライアッシュ混入低発熱型高炉セメントB種(混合比 :C:B:F=34:46:20) 比重-C:3.16､B:2.90､F:2.30プレーン値-3640cm2/g

細骨材 相模川 .君津混合砂 比重-2.77､粗粒率-2.77

粗骨材 八戸産砕石 比重-2.70､粗粒率-6.58

AE減水剤 リグニンスルホン酸化合物ポリオール複合体

高性能減水剤 ナフタレンスルホン酸ホルマリン高縮合物
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写真-5.61 側圧の測定方法
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5.6.2 層打ち打設した場合

先の5.6.1項において､本超流動コンクリートを一気に部材の最上部まで打ち上げた場

合の側圧について述べたが､壁部材は比較的延長距離が長いことから一般的には何層かに

分けて打ち上げていく打設手順となる場合が多く､下層を打ち込んだ後､ある程度時間が

経過してから上層を打設することになる｡

このような層打ち打設を行った場合の側圧を検証するため､実構造物における外壁の一

部に圧力計を取り付け､層打ちにおける側圧の経時変化を調査した｡

測定対象の壁部材は厚さ40cmであり､仝打込み高さは375cmである｡また､打込み手順

は､1層目を打ち込み開始より10分程度で高さ195cmまで打ち込み､その約1時間10分後に

330cmまで､さらに2時間20分後に天端である375cmまで打ち込んだ｡

圧力計は最下部から45cm (A点)､135cm (B点)､226cm (C点)の3ヶ所に取り付けた｡

各測定点における側圧の実測値と液圧換算値を図-56.13に示し､また､液庄換算値に対す

る実測値の比を区ト5.6.14に示す｡

下端から45cm (A点)の位置での側圧を見ると､第1匝lの打ち込みにより液圧換算値の

66%の圧力が作用し､以降は時間の経過とともに減少していき､第2回および第3回の打ち

込みによる影響は殆ど認められないのが分かる｡

また､下から135cm (B点)においては､第Ⅰ回の打ち込みによりほほ液圧換算値に相当

する側圧が作用し､さらに第2回の打ち込みにより側圧は打ち込み高さ分の液圧換算値の

50%程度となるが､2時間20分後の第3回の打ち込みによる影響は殆ど認められず側圧の増

加は僅かである｡

下から226cm (C点)においては､最初の打ち込みにより液圧換算値の74%の側圧が作

用し､以降は時間の経過にともない減少して行く傾向にあるが､第3回の打ち込みにより

液圧換算値の87%までの側圧が作用 し､第3層の打ち込みによって既設層の打込み時点よ

りも液圧換算値に近い側圧が作用する傾向が認められる｡

ここで､第2層 (打込み高さ330cm)から第3層 (天端375cm)までの打込み高さの差は

45cmであ り､図-56.13においてPで示すように液圧換算値としての側圧増加量は

o･lkgr/cm2程度と言えるoしかしながら､第3層の打設による実測値の増加量は図に∂Pで

示すように0.16kgf/cm2であり､液圧換算値による増加量よりも大きい値となっているの

が分かる｡

この結果は､第3層の打込みによってC点近傍のコンクリートが再び流動している可能

性を示唆する結果である｡いずれにせよ､壁部材には開口部が設けられることも多く､こ

の場合には開口部下側などでは上層あるいは近傍の打ち込みによって､コンクリートが片

押しされて動き出すこともあり､C点に見られたような既設コンクリートの再流動による

( 側圧の上昇は十分に想定されるところである｡
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以上のことから､時間をおいて打ち込むことにより必ずしも液圧に相当する側圧が作用

するわけではなく､層打ちによって型枠に作用する側圧を抑制することは可能であると言

える｡しかしながら､従来の型枠設計の範噂で側圧を低減させる目的で層打ち打設を採用

することは避け､基本的には液圧に耐えられるように型枠設計を行なった上で､セパレー

タの締め付け度合いのバラツキや隅角部での型枠工の不確実性や偏圧などの不測の事態に

対する安全性を高める補助的な手段として層打ち打設を採用すべきであると考えられる｡
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5.7 流動勾配における積証

通常､壁状構造物のような比較的延長距離の長い部材を打設する場合には､全体として

均一な打上がり高さとなるように適宜打ち込み位置を移動し､打上がり速度の調整を行い

ながら打設する｡また､ ｢土木学会コンクリート標準示方審 (施工編)｣では､壁や柱を

連続的に打設する場合には､締固め作業を確実に行えるだけの余裕を持つとともに､特に

ブリージングの発生による品質低下を抑制するために､標準的な打上がり速度として30分

で1-1.5m程度とすることとしている｡

超流動コンクリートにおいてはブリージングなどの材料分雑が生じないことから､前述

のような品質低下を考慮した打上がり速度の制限は必要ないと考えられるが､先の5.6項

に述べたように側圧はほほ液圧の状態で作用することから､局部的に打上が り高さが大き

くなることは避けるべきである｡

ここでは､本超流動コンクリートの流動勾配を検証し､壁部材に適用する場合に均一な

打ち上がり高さとするための適切な打ち込み間隔や打ち込み位置あるいは分岐管工法にお

ける適正な配管間隔を計画する上での基礎データを得ることとした｡

区ト5.7.1に示すような実構造物の壁部を対象に､C1およびC2の柱部を起点として片押し

流動させた際の流動勾配を測定した｡なお､同図にはClおよびC2の各起点から測定位置

までの流動距経も併記する｡

本壁部材は厚さ25cmで高さ2.95mであり､配筋条件は写真-5.71に示すようにD13mm異

形棒鋼が縦横200mm間隔にてダブル配筋されている｡

本試験に用いた超流動コンクリートの配合および使用材料の品質は表15.7.1､表-57.2に

示すとおりであり､また､荷卸し時のフレッシュコンクリートの品質は表-5.7.3に示すと

おりである｡なお､コンクリートの打設はブーム付きコンクリートポンプ車により行ったo

図-5.7.2に流動距離と各測定位置での打上がり高さの関係を示す｡ここで､打上がり高

さは各測定位置でほぼ流動が停止した時点で行ったものであり､打ち込み位置から涜動し

て行き先端の流動が停止するまでに要する時間は約5分間であった｡

図-5.72を見ると分かるように､本超流動コンクリートにおいて片押しして打設した場

合の流動勾配は概ねl/10と言える｡

当然のことながら､流動勾配は打ち込み面の断面寸法や配筋条件によって左右されるこ

とから､この結果は本構造物の固有の数値であると言える｡しかし､第6章にて改めて詳

述するが､ここで得られた知見をもとに筒先間隔を10mとした4分岐管を用いて側壁を打

設した場合に全体として均一な打ち上がり高さで打設できることを確認した｡

分岐管工法により通常のコンクリートを打設した場合の既往の実績[5･9】[510]では､筒

先間隔は5m程度以下であるのに対して､本超流動コンクリートの場合には少なくとも筒

先間隔を2倍程度まで大きくすることができるものと言える｡
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したがって､極端に配筋条件が厳 しい場合や部材寸法が′トさい場合を除き､一般的な壁

部材の範囲では､本検証試験によって得られた流動勾配をもとに､従来の打ち込み間隔あ

るいは分岐管工法における筒先間隔を大きくした打ち込み計画を立案できるものと考えら

れる｡

表-571 走召流動コンクリー トの配合

Gmax W/P S/a 単位量 (kg/m3) 混和剤

水W 結合材P 細骨材S 粗骨材G AE 高件能 分稚
(mm) (%) (%) 減水剤PX% 減永剤PX% 低減剤WX%

秦-572 使用材料の晶質

種類 区分 品質

結合材 フライアッシュ混入低発熱型高炉セメントB種(混合比 :C:B:F=34:46:20) 比重-C:3.16､B:2.90､F:2.30ブレーン値-3640cm2/g

細骨材 相模川 .君津混合砂 比重-2.77､粗粒率-2.77

粗骨材 八戸産砕石 比重-2.70､租粒率-6.58

AE減水剤 リグニンスルホン酸化合物ポリオール複合体

高性能減水剤 ナフタレンスルホン酸ホルマリン高縮合物

秦-5.7.3 荷卸し時のフレシュコンクリー トの品質

区分 スランプフロー 空 気 量 打ち込み温度 単位容積重量 データ数
(cm) (%) (℃) (kg/m3)

平均値 65.9 4.0 31.8 2287 l3
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58 まとめ

本章では､現状の製造 ･管理システムおよび施工体制の下で､本超流動コンクリートの

配合選定から製造､施工に至る一連の実用化システムの構築を行った｡

まず､本超流動コンクリートの基本性能と言える変形性､分維抵抗性および自己充填件

についての評価試験法を提案し､本評価手法を用いて､本超流動コンクリー トが良好な自

己充填性を確保することが可能な変形性と分維抵抗性の適正範既を定量的に把握すること

とした｡

その結果､スランプフローの適正範囲として平均的には60cm～70cmの範囲であり､

65cm～70cmの範囲において特に良好な自己充填性が得られることを明らかにした｡さら

に､良好な自己充填性を有する分離抵抗性においてはモルタルの見掛け粘度と降伏値とが

バランスする適正な範囲が存在 し､僅かなデータではあるが､見掛け粘度 として100-

500g/cTTVsecの範囲で､これに対応する降伏値として50-120gの範囲が求まり､この適正範

囲をさらに絞り込むことによって､より精度の高い配合選定が行える可能性を示した｡

なお､ここに提案した分離抵抗性の評価試験は比較的繁雑な手順をふみ､実工事の際の

品質管理としての実用性は乏しいことから､便宜的な手法として､スランプフロー50cm

到達時間を測定する手法を提案し､現時点では経験的な要素も含んでいるが良好な自己充

填性が確保される適正範囲として5秒～10秒とすることを提示した0

これらの適正範囲を基本として､試験練 りによって比較的容易に本超流動コンクリート

の適正配合を選定することが可能な配合選定手法を提案したOこの配合選定手法は､3成

分系結合材を単位結合材量として500kg/m3程度使用し､また､最大寸法20mmの砕石を使

用することを前提とする､いわゆる本超流動コンクリートの適用範囲において成立するも

のである｡したがって､十分に汎用的なものではないが､これらの制約を設けることで比

較的容易かつ少ないバッチ数での配合選定を可能とすることを目指した手法である｡

次に､施工面での実用化システムの開発を行った｡具体的には､本超流動コンクリート

を実工事に適用するにあたって､従来のコンクリートと特に異なる本超流動コンクリート

特有の性状を示すと予想される施工要因として､高変形性を確保する場合の練混ぜ条件と

運搬による品質変化､比較的高粘性であることによるポンプ圧送圧の増加､その良好な自

己充填性と比較的凝結硬化が遅いことによって生じる側圧の増加､および､高変形性によ

ってもたらされる流動勾配の減少に着目し､これらの各種要因に対して実工事レベルでの

検証を行ない､本超流動コンクリートを適用する場合の適用条件を明確にすることとした｡

まず､製造段階における練り混ぜ条件として､標準的な製造プラントにおける強制2軸

ミキサーを使用した検証試験により､品Tfを安定させるのに要する正味の練 り混ぜ時間と

して75秒程度とすることを示した｡

また､運搬による品質変化において､各種の実施工における品rt管理の結果から､運搬
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時間30分以内であればスランプフローのロスは平均的に2cm程度であり特に問題とならな

いこと､運搬時間が1時間となると平均的に4cm～7cmのスランプフローのロスを生じるこ

とが明らかとなり､スランプフローのロスに対してはAE減水剤の併用あるいは現地での

再流動化によって対応することを示した｡なお､空気量の変化については運搬時間に因ら

ず平均的に1-2%のロスを生じることを明らかとし､空気量のロスについては､通常のコ

ンクリートと同様の手法として練 り混ぜ段階でAE調整剤によりロス分を見込んだ調整を

行うことで対応することとした｡

さらに､配管条件の異なる2種類の実証データをもとに､本超流動コンクリー トのポン

プ圧送性を検証した｡その結果､本超流動コンクリートは比較的粘性が大きいことから､

一般のコンクリートと比べて吐出量の増大にともない圧送圧の増大する度合いは大きい傾

向にあるが､曲り管などの圧送障害の影響を受けにくいことが明らかとなり､曲り管やテ

ーパ管などの圧送障害部に一定の安全係数を乗じて圧送距離を長く見積もる従来の水平換

算距離の考え方をそのまま通用できないことを示した｡また､この知見をもとに配管の実

長と圧送圧との関係から本超流動コンクリートの1m当りの管内圧力損失を算出した結果､

吐出量35m3ルIr程度以下でほほ一般のコンクリートと同等となり､この吐出量の範囲であ

れば､圧送障害の影響を受けない分､安定した圧送が可能であることを示した｡

なお､吐出量あるいは最大圧送圧の増加にともないスランプフローが大きくロスする場

合があり､現段階では最大圧送圧の目安として20kg〃cm2程度で圧送することが必要であ

ることを示した｡

本超流動コンクリートの型枠に作用する側圧について､配筋条件の異なる壁部材への試

験打設により検証した結果､一気に打設した場合には液圧に近い状態で作用するが､配筋

が施された部材は無筋と比べて側圧が小さくなること､側圧の経時変化は打ち込んだ超流

動コンクリートの凝結硬化時間と相関が有り､側圧が無くなる時点はほほ凝結硬化の始発

時点に相当することを明らかとした｡

また､時間をおいて層打ち打設した場合には､上層の打ち込みによる下層への影響は小

さく必ずしも液圧に相当する側圧が作用するわけではないが､場合によっては上層の打ち

込みによって下層の側圧が再び上昇することもあり､基本的には､液圧に耐えられるよう

に型枠の設計を行ない､型枠工の不確実性や偏圧などの不測の事態に対する安全性を高め

る補助的な手段として層打ち打設を採用すべきであることを示した｡

最後に､厚さ25cmで一般的な配筋条件の壁部材において､本超流動コンクリートの流

動勾配を検証した｡その結果､本超流動コンクリートの流動勾配は概ね1/10であり､極

端に配筋条件が厳しい場合や部材寸法が小さい場合を除き､従来の打ち込み間隔あるいは

分岐管工法における筒先間隔を2倍程度まで大きくした打ち込みが可能であることを示し

た｡
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第6章 実構造物への適用

6.1 はじめに

これまで述べてきたように､本研究対象の超流動コンクリートを基本として､現状の製

造 ･管理ならびに施工体制において超流動コンクリートの技術を適用することが可能な､

実用化システムを確立するに至った｡また､本超流動コンクリートの硬化後の品J質におい

ては､部材全体にわたって良好な均等性を有するとともに､基本的には高品EIirかつ高耐久

性であることを実証した｡

本章では､本実用化システムを適用した代表的な施工例についてまとめたものであり､

これらの実構造物への適用によって本システムの適用性と正当性を実証することとした｡

なお､ここに報告する各種の工事は､曲面や開口部を多く有する建築物の外壁への適用

はもとより､超流動コンクリートの有する優れた特長をさらに生かすことが可能と考えら

れる埋設型枠工法あるいは分岐管工法との併用工事､さらに､超流動コンクリート以外で

は達成不可能であったと考えられる高層建築物における鉛直高さ約40mの充填型鋼管コン

クリート柱を対象とした圧入充填工事などであり､いずれも今後の建設工事の将来性を占

うものばかりである｡

以降､これらの工事の概要と施工上の知見について述べることとする｡
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6.2 PC斜張橋の主塔部への適用

6.2.1 概要

一般に､PC斜張橋の主塔は′ト断面で鉛直方向に高いスレンダーな構造形式を有してお

り､その′ト断面の中に太径鉄筋を主体とする鉄筋が小間隔で多段配筋され､さらに､斜材

定着部補強筋 ･鉄骨 ･ケーシングパイプ等の補強鋼材が多数配置された極めて高密度な配

筋条件を有する構造物である｡

このように､鉄筋や鋼材が錯綜する閉鎖断面であるため､バイブレータによる振動締固

め作業には多大な労力を必要とし､コンクリートを確実に充填するためには極めて入念か

つ高度な施工管理が要求される｡

ここに紹介する工事は､上記のような高密度配筋を有するPC斜張橋の主塔部を対象に

超流動コンクリートを適用したものであり､本超流動コンクリー トの打設は1991年3月よ

り約6ケ月間にわたって行われた｡この種の構造物への適用自体これまで前例の無い工事

であるが､さらに､本構造物には美観の向上と高所作業の低減および脱型作業の省略を目

的とした埋設型枠工法を併用している｡

このように､脱型作業を省略した埋設型枠工法と確実な充填を可能とする超流動コンク

リートとの併用は､施工精度の向上ならびに施工性の大幅な改善を可能とするものである｡

以下に本工事の概要を述べ､本工事によって得られた施工性についての知見について報

告する｡
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6
.
22構造物の概要

本橋は
､
写真
-6.
21に示すようなフアン形の斜材側面形状を有するPC斜張橋である｡

pc斜張橋の主桁は8段の斜材ケーブルによって吊られ､
橋台と橋脚部で鉛直方向に
､
主

塔部で横軸および橋軸直角方向ともに水平方向に支持されている｡
また
､
主桁は平面的に

有効幅員10-25mで変化する｡
道路条件は管理用車両の通行を考慮した2等橋(TL-14
)であるが
､
震災時には避難通路

として4万人/時間を誘導する命綱となる機能を有する重要施設と言える
｡
本橋の主塔は図-6.
2
.
1に示すように
､
高さ60mの柱2本と両柱を連結する棟梁で構成さ

れ
､
また
､
塔の断面は臥6
.
2
.
2に示すように
､
木材をイメージした5角形の形状で鉛直方向

に曲線を保ちながら徐々に細くなる3次元的な形状となっている｡
配筋条件は臥6
.
2
.
2に示すとおりであり
､
主筋にD51およびD38の太径鉄筋が125…間隔

で2段配筋され､
さらに
､D25-D22
異形棒鋼の7-プ筋が125…～250…間隔で配筋され

ているとともに斜材定着部補強筋･鉄骨･ケーシングパイプ等の補強鋼材が多数配置され

ており
､
偶角部など局部的には各種鋼材の純間隔が5cm以下となるヶ所も多くある極めて

高密度配筋の部材と言える｡
さらに
､
型枠作業と脱型作業を省略することによる施工の効率化と耐久性の向上および

コンクリート仕上り面の改善による美観の向上をE的として､
ポリマー含浸コンクリート

製のプレキャスト埋設型枠【
6
･
1】を採用していることも大きな特徴である｡

以上のように
､
本構造物は極めて高密度配筋であり
､コ
ンクリートの締固め作業には入

念な施工管理と多大な労力が要求され
､
さらに
､
脱型不要の埋設型枠工法の併用によりコ

ンクリート充填後の良否を確認できないことから､
高密度配筋および埋設型枠中への確実

な充填を達成するために本超流動コンクリートを採用することとなった｡
ここで
､
超流動コンクリートの適用対象は､
主塔の断面が小さくなるとともに斜材定着

部のある特に配筋状態が密な7ブロック-17ブロックおよび棟梁を対象とし､
その給打設

量は650m
3である
｡
なお
､
6ブロック以下はスランプ8cmの通常のコンクリートを用いて､

バイブレータによる振動締固めを行い打設した｡
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写真-6.2.1 PC斜張橋の全景
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6.2.3 施工概要

(1)超流動コンクリー トの配合

超流動 コンクリー トのフレッシュコンクリー トにおける品Tf目標値は表-6.2.1に示すと

おりとし､この目標値により試験練 りを行い配合を選定するとともに､施工時において荷

卸し時品rf管理値とした｡

超流動コンクリー トの配合を表-6.2.2に､使用材料の品TIを表-6.2.3に示す｡結合材には

高炉セメントB種にフライアッシュを20%内割りで置換したものを使用 し､粗骨材には最

大寸法20mmの砕石を使用 した｡

秦-6.2.1 フレッシュコンクリー トの品質目標値

項El 目標値 .品質管理値

スランプフロー 65±5cm

空気量 4±1%

秦-6.2.2 超流動コンクリー トの配合

W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3) 混和剤

水W 結合材p 細骨材S 粗骨材G AE減水剤PX% 高性能減水剤PX% 分離低減剤WX%KC F

秦-6.2.3 使用材料の品質

使用材料 仕様 比重 比表面積(cm2/g) 粗粒率

結合材 KC高炉セメントB種 (普通ポル トランドセメント55%+高炉スラグ45%) 3.04 3760

F フライアッシュ 2.25 3160

細骨材S 千葉県市原産中日砂 2.60 2.57
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(2)製造

超流動コンクリートは､レディーミクス トコンクリー ト工場にて強制2軸ミキサー (香

量2m3)により1バッチ2.5m3として練 りまぜた｡練混ぜ手順は図-6.23に示すとおりであ

る｡各材料の投入は基本的に自動計量 ･自動投入であるが､分離低減剤については細骨材

の投入と同時に細骨材計量槽に船体の状態で手投入 した｡材料投入から練 りまぜ終了まで

の所要時間は1バッチ当り約90秒である｡

(3)運搬

超流動コンクリー トはトラックアジテ一夕車にてl台当り5m3積載して運搬したOなお､

製造プラントから現場までの運搬に要した時間は約30分であった｡

(4)打設

高所圧送にともなうポンプ配管作業の手間と打設工程が1ブロックごとで1回当りの打設

量も20m3程度と少量であることを考慮 して､コンクリートの打設はバケット打設とした｡

まず､地上にて運搬車から容量1m3のバケットに卸し､クローラクレーンにて打設位置

まで吊上げ､長さ8-10mで接続したフレキシブルシュートを介して流し込んだ｡

フレキシブルシュー トは打込みヶ所のほぼ中央部に固定した状態で､その中央部1ヶ所

から流し込み､全体に流動させ充填させた｡なお､シュー ト先端から打ち込み面までの自

由落下高さは50cm～1mとした｡ (写真-6.2.2､写真-6.2.3)

図-623 超 流動 コンクリートの製造手順
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写真-62.2 吊上げ状況

写真-6.2.3 打込み状況
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624 品質管理結果

(1)荷卸し時の品JK'

荷卸し時に､全ての運搬車を対象にスランプフロー ･空気量 ･打込み温度 ･単位容積重

量を測定 した｡図-6.2.4､図-6.2.5､図16.2.6は､スランプフローと空気量および単位容積

重量の管理試験結果を､各打設ブロックごとに示したものである｡

スランプフローの平均値は68.1cm (標準偏差2.0cm)で､空気量の平均値は3.6% (標準

偏差0.4%)であり､また､単位容積重量の平均値は2.32t｡n/m3(標準偏差0.02t｡｡/m3)で

あった｡これらの値は､いずれも所要の目標値を満足し､変動も僅かで安定 して供給され

ているのが分かる｡

(2)強度管理結果

JISA5308に準拠した頻度で荷卸し時に圧縮強度供試体 (¢10×20… )を採取し､材令

28日の圧縮強度を測定した｡なお､これらの供試体は実構物と同様に締固めを行わないで

採取した｡図-6.2.7は標準養生における材令28日の圧縮強度管理結果を示したものである｡

圧縮強度は平均で551kgf/cm2で (標聾偏差34kgf/cm2)あり､硬化後においても設計基準強

度である400kgf/cm2を十分に満足する圧縮強度の超流動コンクリー トが安定した品質で供

給されているのが分かる｡
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図-627 圧縮強度管理結果 (材齢28日)
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6.25 施工性と改善効果

(1)充填性について

写真-6.2.4は､超流動コンクリートの充填状況を示したものである｡このように､締固

めを行わなかったにも拘らず､粗骨材を確保した状態で隅々まで密実に充填 しているのが

分かる｡充填状況を見ると､バケットから流し込むと同時に速やかに流動していき､狭い

鋼材間を通り抜けながら充填が終了し､流動勾配もほとんど無く数分間の後に水平な面と

なった｡また､打設後にはブリージング等は生じておらず､レイタンスの発生も殆ど認め

られなかった｡

(2)省人化について

写真-6,2.5には､柱および横梁における本超流動コンクリートの打設状況を示す｡コン

クリート打設に携わる作業月は僅かであり､極めて整然とした状態で遂行されているのが

分かる｡

表-6.2.4には､超流動コンクリートを打設した場合と6ブロック以下を対象としたスラン

プ8cmの通常コンクリートにより締固めを行って打設した場合のコンクリート打設作業に

要する標準配置要具を示す｡超流動コンクリートの打設に際して標準配置安貞は5人であ

ったのに対して､通常のコンクリー トを用いる場合には締固め作業要貞として､さらに4

人以上が必要であり､超流動コンクリートを用いることにより､打込み時の省人化が可能

であることが確認された｡

なお､レイタンスの発生は殆ど生じないことから､各ブロックごとの打継ぎ処理につい

ても表面の汚れを洗い流す程度の僅かな労力で済み､通常のコンクリートの場合には作業

貞1人がほほ1日を費やしたのに対して､打継ぎ処理作業は数時間で終了した｡

(3)施工の効率化について

コンクリートの打込みに要した時間は､運搬車からバケットへの積み込み-打込み位置

への吊り上げ-バケット据付け--流 し込み-吊り下げの一連の作業においてlサイクル当

り約7分であり､運搬車1台につき30-40分であった｡

運搬車1台分の5m3に対する打ち込み速度としては早いとは言えないが､ここで､流 し

込み自体は30秒程度であり全体に充填し水平となる時間も数分で終了していることから､

殆どの時間がバケットへの積込みと吊上げと吊下げのバケットの移動に要したものである｡

一方､同様のバケット打設によりスランプ8cmのコンクリー トを締固め作業を行って

打設した場合には､締固めを行う都合上､流し込み量を少量ずつ調整しながら打ち込みを

行うことから､1サイクル当り2倍以上の時間を要していた｡

以上のように､超流動コンクリートを用いることにより､打込み作業の軽減ならびに効

I｢ 率化が可能であることが実証された｡
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写真-6.2.5 打設状況全景

秦-6.2.4 コンクリー ト打設時の標準配置要員の比較

作業内容 通常コンクリー ト(スランプ8cm) 超流動コンクリート

運搬車からバケットへの積み込み 1人 1人

バケット据え付け流し込み時のゲー ト開閉 2人 2人

バイブレータによる締固め 平均4人～6人 (下部ブロック)

打込み時の型枠点検 1人 1人

クレーンオペレータ(バケット吊上げ .吊下げ) 1人 】人
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6.3 充填形鋼管コンクリ-卜柱への適用
′~ヽ

6.3.1 概要

充填形鋼管コンクリー ト柱を有する構造形式は､従来のRC道やSRC道と比較して柱部

分の型枠や配筋工事が不要であること､また､S迄と比較 してフレームの剛性を確保し易

いこと等､経済性および機能性に優れた構造である｡この構造形式は､1967年に日本建築

学会から ｢鋼管コンクリート構造計算基準｣が発刊されて以来､各方面で研究開発が行わ

れるようになり､近年においては建設省の ｢新都市ハウジングプロジェクト｣とも相まっ

て､高層建築物に有効な躯体構造形式として注目されるようになった｡

しかしながら､この種の構造物は鋼管柱内にコンクリートを充填するコンクリート打設

の面で以下のような間違点が指摘されている｡

イ)鋼管が型枠となる反面､鋼管内部のコンクリートの充填性が確認できない｡

｢､ ロ)コンクリートの材料分離による沈降､浮き水の影響

ハ)圧密にともなう材料分離による上層部コンクリート強度の低下

ニ)鋼管内部に設置される柱梁接合部ダイヤフラムの下部に生じる空隙

ホ)ダイヤフラムの隅角部に生じる未充填部

一般的にロ)～ホ)の問題点は､コンクリートの充填高さが高くなるほど影響の度合い

が大きくなる｡

以上のような充填形鋼管コンクリート柱の施工上での問題点を解決するには､充填用コ

ンクリートとして高充填性かつブリージング等の材料分離が極力少ないことが要求され､

ここに､高分離抵抗性と高変形性を兼備えた超流動コンクリートは､鋼管充填用コンクリ

ートとして極めて有効な材料と言える｡

ここでは､超高層ビルにおける高さ約40mのSRC道の充填形鋼管コンクリート柱を対象

( にした超流動コンクリートの適用工事について述べるものであり､圧入工法により下部か
ら一気に全高さの充填を達成した事例について紹介する｡

なお､本工事は1991年5月に実施されたが､それまで前例はなく､この種の構造に対 し

て超流動コンクリートの通用が極めて有効であることを実構造物で実証した最初の事例で

ある｡
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632 構造物の概要

本構造物は写真-6.3.1に′Jけ ような地 上70階 最大高さ296m の高層ビルであり､超.六三
勅コンクリートの圧入充填は地上1倍から地上9階までを対象に実施した

充填形鋼管コンクリ- ト柱の平面配置および鋼管柱の種類は表-63.1､図-6.3.1に′Jくすと

おりであるOこのうち､円形鋼管柱は外ダイヤフラム形式であり鋼管内部にダイヤフラム

はないが､角形鋼管柱は内ダイヤフラム形式であり､図-6.3.2に示すように中心に≠

180mmのコンクリート通過用礼と4隅に≠30mmの空気抜き孔のあるダイヤフラムが糾 皆の

梁棲合部ことに2枚ずつ､鋼管柱一本当たり合計16枚配置されている｡

これら全ての鋼管柱において､地 Ll階から地上9階までを一気に圧入したものであ()､

圧入高さは最大で39,4nlであったOを 6.3.1に示すように総打設量は約885m3であt)､コン

クリート打設は1回当り100m3程度で合計9回にわたE)実施した.



秦-6.3.1 鋼管柱内訳および充填数量

記号 形状 :断面×厚さ 本数 1本当りの充填量 仝充填量 圧入高さ
(mm)×(mm) (m3) (m3) (m)

Cl [コ-900×900×40-100 4 24.2 96.9 39.4
C3 〇一≠900×40-90 8 19.6 156.5

C4 〇一i900×40-90 8 19.0 152.3

C5 〇一¢850×40-60 7 17.8 124.7

C5A 〇一4850×40-60 1 17.8 17.8

C7A ロー600×600×55-70 4 8.3 33.0 36.0

C7 ⊂ト600×600×50-60 8 8.7 69.9

C8 ロー600×600×45-60 24 9.0 215.3

C9 ロー600×600×45-55 2 9.4 18.8
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6.3.3 施工概要

(1)超流動コンクリートの配合

超流動コンクリー トの配合および使用材料の品質を表-6.3.2､表-6.3.3に示す｡結合材に

はプレミックスのフライアッシュ混合マスコン型高炉セメントB種の3成分系結合材を使

用し､粗骨材には最大寸法20mmの砕石を使用した.

また､本工事では､鋼管柱1本当りの圧入時間が約30分かかることや不測の トラブル等

を考慮 し､圧入開始後約60分間はスランプフロー60cm以上を確保することを条件とした｡

そのため､本超流動コンクリー トのスランプフローは標準的には65±5cmを品Ti'管理目標

値としているが､上記の条件を満足するためには初期のスランプフローが70cm以上とす

る必要があることを事前の試験で確認し､これに基づいてスランプフローの管理目標値も

70cm以上とした｡

なお､躯体内部に埋設された鋼管柱であることから耐凍結融解性は特に考慮 しないこと

とし､空気量の上限値は5%としたが管理下限値は設けていない｡

(2)製造

超流動コンクリートの製造はレディーミクス トコンクリート工場にて強制2軸ミキサ(香

量3m3)により､ lバッチ2,75m3として練り混ぜた｡練り混ぜ手順は図-6.3.3に示すとおり

であり､各材料の投入は基本的に自動計量 ･自動投入とし､分離低減剤のみ手投入により

細骨材の投入と同時に細骨材計量槽に粉体添加 した｡なお､材料投入を除き正味の練 り混

ぜに要した時間は1バッチ当り70秒である｡

(3)運搬

コンクリートの運搬はトラックアジテ一夕車により1台当り2バッチ分5.5m3を積載し､

運搬 した｡また､運搬に要した時間は約40分であった｡

(4)打設

超.WL動コンクリートの圧入充填は最大主油圧240kgf/cm2のポンプ車により行い､分岐管

工法を採用し､写真-6.3.2に示すように2分岐にて2本の鋼管柱を同時に圧入した｡
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W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3) 混和剤水 結合材 p 細骨材 粗骨材 AE滅水剥 高性能減水剤 分離低減剤
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使用材料 仕様 比重 比表面積(cm2/g) 租粒窄

結合材 フライアッシュ混合マスコン型 2.85 3520
高炉セメントB種

FMKC (普通ポルトランドセメント36%
+高炉スラグ44%+フライアッシュ20%)

細骨材S 君津産 2.56 2.63
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図-633 超流動コンクリー トの製造手順
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6.3.4 品質管理

品質管理としては､荷卸し時でのフレッシュコンクリー トの受け入れ検査 として､スラ

ンプフロー ･空気量を測定管理した｡

(1)スランプフローおよび空気量管理結果

スランプフローおよび空気量の測定は運搬車全車を対象に行ったが､まず､荷卸し時に

スランプフローを測定し､スランプフローが小さいと判断された場合には流動化剤を添加

し再流動化 した後､スランプフローと空気量を再度測定した｡

図163･4およびB]-6･3･5に再流動化後のスランプフローおよび空気量の管理結果を示す｡

庄入時のスランプフローは平均71cm (標準偏差5cm)であり､空気量は平均2.5% (標準

偏差o･5%)であった｡管理目標値 を外れるものも僅かにあったが､特に充填に支障をき
たすことはなかった｡
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図-6･3.4 圧入時スランプフロー管理結果
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図16.3.5 圧入時空気量管理結果
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6.3.5 施工管理

鋼管柱は完全に構造躯体中に埋設された状態にあることから､外観からの施工管理は不

可能である｡したがって､本工事では鋼管柱に確実に充填されているか否かを確認する充

填管理として以下に示す測定を実施した｡

イ)ピス トンス トローク数による圧入量の確認

コンクリー ト充填中にポンプ車のピス トンストローク数を測定し､圧送高さ､充填量

および鋼管内容量を管理した｡

ロ)ビデオカメラによる充填状況確認

鋼管柱上部よりビデオカメラを吊り下げ､コンクリートの充填状況を地上計測車内の

モニターテレビで確認した｡

ハ)コンクリー ト充填終了後における天端沈下量の測定

充填終了後に､コンクリート天端の沈下量の測定､および､ブリージングの有無を調

査 した｡

63.6 施工管理結果

(1)ポンプス トローク数による充填量の管理

ポンプス トローク数の測定結果と充填予定量との関係として一例を秦-6.3.4に示す｡ポ

ンプス トローク数より算出した充填量は充填予定量と良く一致し､この方法で概ね所要の

充填量を確認できることが分かる｡

(2)ビデオカメラによる充填状況確認結果

写真-63.3は､実構造物ではないが､本超流動コンクリ- トの鋼管柱内への充填状況を

検証するため事前に行ったダミー柱における充填状況である｡本超流動コンクリートはほ

ほ水平な状態で上昇して行き､角形鋼管柱においてはダイアフラム中央部の≠180… のコ

ンクリー ト通過用孔と同時に四隅の ≠30mmの空気抜 き孔からもコンクリー トが上昇して

いることが分かる｡実工事においてもほぼこれと同様の充填性を得ることができた｡

(3)コンクリート天端の沈下量測定結果

充填終了後の鋼管柱上部の沈下量の測定結果を表-63.5に示す｡24時間経過時点におい

て､内部にダイヤフラムを有する角形鋼管柱の場合の沈下量は圧入充填高さ36mに対して

2-3… であり､ダイヤフラムの無い丸形鋼管柱の沈下量は圧入充填高さ39m充填に対 し

て4… であった｡これらの値は充填高さに対 して0.01%以下と極めて′卜さく､材料分離に

( 起因する沈下が殆ど生じないことを改めて実証することができた｡
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秦-63.4 ポンプス トローク数と充填予定数量の関係

柱の種類 仝ス トローク数 換算充填量l) 充填予定量2)
(回) (m3) (m3)

C8 205 9.2 8.97

C8 199 9.0 8.97

C8 206 9.3 8.97

C9 221 9.9 9.39

C8 205 9.2 8.97

C7+C7A 381 17.I 17.0

C7+C7A 389 17.5 17.0

1)lス トローク 0045m3×仝ス トローク数として算出

2)鋼管設計図より計算した結果

秦-6.3.5 鋼管柱上部の沈下量測定結果

柱の種類 柱No, 沈下量 (… )
1時間後 24時間後

角形鋼管柱 1 1.5 2.0

2 1.0 2.0

3 0.0 3.0

4 0.5 2.0

5 1.0 1.0

6 1.0 2.0

7 2.0 2.5



写真-6.3.3 超流動コンクリー トのダイヤフラム部の通過状況
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637 まとめ

優れた材料分社抵抗性と変形性を兼ね備えた超流動コンクリートによって､高さ39.4m

と極めて高い充填形鋼管コンクリート柱への圧入充填が可能であることが実証された｡

本工事によって得られた知見をまとめると以下のとおりである｡

(1)ビデオカメラによる観察の結果､超流動コンクリー トの上面はほほ水平な状態で鋼

管柱内を上昇して行き､良好な充填状況であることが確認された｡

(2)充填終了後､コンクリー ト上面には全 くブリージングは認められず､また､高さ

39mの充填においても天端の沈下量は4… 程度であ り､充填高さに対 して0.01%以下と軽

視できる程度の極めて僅かな沈下にとどまっていることが確認された0

(3)本体の鋼管柱最上部に取り付けたダミー柱において､ダイヤフラム下面にはブリー

ジングや沈降などの空隙は無く密実に充填されているのが確認され､本超流動コンクリー

トの極めて優れた充填性を実証 した｡
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6.4 LPG貯蔵タンクPC外槽への適用

64.1 概要

プレストレストコンクリート構造の壁部材は､ 一般に薄肉部材の中に鉛直方向およびE:..

方向に配置され+=pcシ-ス管をはじめ､定着鋼材や補強筋なと､が校経に交錯する.I.･,''･n:.也

な配筋条件とな･)､局部的にはバイブレータの挿入クリアランスを確保すること自体が lイj

薙な部分も多く､コンクリー トを確実に充填するためには締固め作業に極めて多大な,i.)J

を安する

ここでは､写真-6.4】に示すLPG低温貯蔵タンクの防液堤を放ねたpc側壁を対象に行っ

た超流動コンクリー トの適用上市について述べるが､特に本=平の特徴として､打設後)0

日以内に一次緊張を行うt程上の理由から早期の強度発現性を有する超流動コンクリート

を使用したこと､また､比較的延長距離が長いことから部分的ではあるが分岐管工法を†昨

用 した点が挙げられる0

本構造物のように､打ち込み店さがJiJ;く延長距離の長い広域にわたってコンクT)-トを

打設する場合には､局部的に打ち込み高さが高くなり偏った側圧が作用しないように､'Jゝ

体として均-な打ち上がL')高さとすることが望まれるが､流動勾配の′トさい本超lJiE動コン

クリー トにおいては特に分岐管工法との併用が有効である｡

超流動コンクリートの打設は1991年12月よ(I)約3ケ月にわたり行われたが､このよう.I､

プレストレストコンクリー ト構造で延長距離の比較的長い壁部材への適用は前例の無い始

めての試みであった

.ノ
IFf

●t:.

写真-6.4.1 LPG貯蔵タンクPC外槽の外観
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642 工事概要

本構造物は容量43,000トンのLPG貯蔵タンクであり､図-6.41に示すように､従来の鋼

製2重殻タンクにプレストレストコンクリー ト構造の防液碇 (以下､pC側壁と称する)を

限りなく接近させ､外槽と一体化させたpc外槽式低温貯槽である.

このように防液堤を兼ねたpc外槽の利点は､狭い用地の有効利用もさることながら､

万一､内槽から液漏れを生じても貯槽外への流出が一切なく安全性が図れることにある｡

pc側壁は図-6.4.2および図-64.3に示すように､部材帽が下部リフ トより1m一一0.775m-

0.55mに変化する構造であり､側壁内にはD19-D25の異形棒鋼が平均的に縦横200mm間隔

で配筋されているとともに､鉛直および横締め用のシース管 (VSLE6-17,VSLE6-19)が

複雑に交差する高密度の配筋条件となっている｡

また､側壁下部の1-3リフトには横締め用シースが350… 間隔の多段数で配置されてお

り､他のリフトと比較して特に高密度な配筋条件となっている｡そこで､この1-3リフト

を対象に本超流動コンクリートを適用することとした｡

コンクリー トの打設は12月から翌年2月にかけて､約1ケ月にlリフトの間隔で計3回の打

設を行なった｡各リフ トの打設量は､それぞれ､第1リフト590m3､第2リフト450m3､第3

リフト330m3であり､総打設量は計1370m3である｡
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図-6.4.1 LPG貯蔵タンクPC外槽の構造
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6.4.3 施工概要

(l)超流動コンクリートの配合

本工事に使用した超流動コンクリートの配合を表-6.4.1に示 し､使用材料の品質を表-

64.2に示す｡第1から第3の各リフトともに設計基準強度は材令91日で400kgf/cm2であり､

これら2種類の配合は設計基準強度を十分に満足するものであるが､第3リフトについては､

打設後10日以内と比較的短期間のうちに鉛直および円周方向において一次緊張を行う施工

上の制約により､材令7日で250kgf/cm2以上を目標にした早期の強度発現性を有する配合

を選定した｡

したがって､第1リフトおよび第2リフトは､フライアッシュ混合マスコン型高炉セメン

トB種のプレミックス3成分系結合材のみを500kg/m3使用した配合とし､第3リフトについ

ては､この3成分系結合材を350kg/m3に普通ポルトランドセメント175kg/m3を別投入によ

り混合することとした｡

表16.4.1 超流動コンクリー トの配合

適用 W/P S/a 単位量 (kg/m3) 混和剤

水W 結合材 p 細骨材S 粗骨材G AE 高性能 分離
リフト (%) (%) 減水剤PX% 減水剤PX% 低減剤WX%FMKC C

第1リフト第2リフト 34 45 170 500 714 902 0.15 1.8 0.88

秦-6.4.2 使用材料の品質

使用材料 仕様 比重 比表面積(cm2/g) 粗粒率

結合材 FMKC フライアッシュ混合マスコン型高炉セメントB種(普通ポルトランドセメント36% 2.78 3650

P +高炉スラグ44%+フライアッシュ20%)

C 普通ポルトランドセメント 3.16 3270

細骨材S 千葉県君津産 2.56 2.61



l
l′-

図一64･4に荷卸し時に採取した供試体により行った現場水中葦生での構造体強度管理結

果の一例を示す｡冬期施工であり平均外気温が10℃以下と低かったことから､標準養生と

比べて強度発現性は低いが､早期の強度発現性を付与した第3リフト用の配合においてほ

ほほ目標強度である材令10日以内で250kgr/cm2以上を満足する結果が得られているのが分

かる｡

005000322

510
材令(日)

図-6.
4
.
4構造体強度管理結果
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(2)製造

超流動コンクリートは､第1リフトについてはlヶ所のレデーミクス トコンクリ-ト工場

にて製造 し､第2リフトおよび第3リフトについては2ヶ所の工場にて製造した｡いずれの

工場も､強制2軸ミキサー (容量3m3)により1バッチ当り2.75m3として練り混ぜた｡

練 り混ぜ手順は図-6.4.5に示すとおりであり､材料投入から練 り混ぜ終了までの所要時

間はlバッチ当り約90秒である｡

(3)運搬

コンクリートはトラックアジテ一夕車により運搬車1台当り2バッチ分5.5m3を積載して

運搬した｡運搬時間は約30分である｡

第3ブロック用
早期強度発現配合

FMKC:3成分系混合結合材
C:普通ポル トランドセメント
AEwa:AE減水剤
sp:高性能減水剤
S:細骨材
G:粗骨材

図-645 超流動コンクリー トの製造手順
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(4)打設

コンクリートの打設は3台のブーム付きコンクリー トポンプ車 (lPF-110B)により行っ

た｡また､写真-6.4.2に示すように､各ポンプ車は周方向にほほ等間隔で配置し､ポンプ

車1台当り側壁の1/3周長として約60mを分担させることとした｡なお､この内1台のポ

ンプ車には直接配管を施 し､図-6.4.6に示すように各筒先間隔10mの4分岐とした分岐管工

法を採用した｡

また､円周全体が均等な打上がり高さとなるよう､ブーム打設を行う2台のポンプ車は

まずブームの旋回により吐出口を逐次移動し､側壁のほぼ中段まで打上がった時点でポン

プ車の据え付け位置を移動した｡

64.4 充填状況

写真-643に充填状況を示す｡超流動コンクリー トは打設後速やかに流動 して行 き､シ

ース管や定着金具､補強鉄筋が錯綜する定着アバット部においても良好に充填することが

確認された｡

特に､4分岐管により打設した場合には､各筒先から均等に吐出した超流動コンクリー

トが流動勾配も小さく水平の状態で打ち上がることが確認され､壁構造物のように延長距

離が長い部材には､本超流動コンクリートと分岐管工法との併用が極めて有効な施工法で

あることを実証した｡

図-6.4.6 分岐管配管図
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分岐管工法による充填状況

標準断面部

写真-6.4.3 充填状況
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65 建築構造物の打放し外壁への適用

6.5.1 工事概要

本構造物の特色はその外観デザインにあt')､写真-65.1に示すように表通;)に虎 して亡3'

さ37.5mの3本の塔が11F.ち､その間を抜けて建物内部に入ると正面におおいかぶさ-,'てく

るような大きな斜め壁がある.また､裏通り側はカーブにあわせた曲面壁であ()､睦物全

体が曲線や斜めの線を多用したデザインとなっているCまた､この外壁仕 ヒげはコンクリ

ートのrr感を生かすために才丁放し仕上げとなっている.

以上のように､本構造物の外壁は打ち放し面の美観が必要とされ､さらに､油面形状や

開口部が多く有り､確実な充填と高い施工精度が要求されることから､本超流動コンクリ

ートを適用することとなった 総打設益は約3,000m3であり､本超流動コンクリートの打

込みは1991年3月から10jjまでの約7ケ月間で延べ37回にわたって行ったO

このような打ち放し化 ヒげの建築構造物に超流動コンクリー トを適用 した前例は無く､

本コンクリートの高充填件によって､密実かつ良好な仕上り精度を実証したものである

写真-6.5.1 本建築物の外観
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6.5.2 施工概要

(l)超流動コンクリートの配合

工事に採用した本超流動コンクリートの配合を表-6.5,1に示 し､使用材料の品質を表1

6.5.2に示す｡結合材には､普通ポル トランドセメントと高炉スラグおよびフライアッシ

ュを重量比で2:2:1で混合したプレミックスの3成分系結合材を使用した｡なお､本工辛

では打ち放し面の美観が特に必要とされることから､高強度コンクリート等に多く見られ

る表面の微細ひびわれを抑制するために､酸化カルシウムを主成分とする膨脹材を外割り

で10kg/m3使用することとした.

(2)製造

超流動コンクリートの製造は､レデーミクストコンクリート工場にて強制2軸ミキサに

より行い､1バッチ2.8m3として練 り混ぜたo練り混ぜ手順は図-6.5.1に示すとおりであり､

各材料の投入は基本的には自動計量 ･自動投入で行ったが､分離低減剤および膨張材につ

いては､細骨材の投入と同時に､ミキサー上に設けられた粉体用投入口から手投入した｡

また､材料投入から繰り混ぜ終了までに要した時間は105秒である｡

(3)運搬

コンクリートはトラックアジテ一夕車にて1台当り2バッチ分の計5.6m3を積載して運搬

した｡工場から現地までの運搬時間は平均60分であった｡
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秦-6.5.1 超流動コンクリー トの配合

W/P(%) S/a(%) 単位量 (kg/m3) 混和剤

水 結合材 細骨材 粗骨材 膨張材 AE減水剤PX% 高性能減水剤PX% 分離低減剤WX%W P S G (外割)

秦-6.5.2 使用材料の品質

使用材料 仕様 比重 比表面積(cm2/g) 租粒率

結合材P 普通ポル トランドセメント40%十高炉スラグ40%+フライアッシュ20%プレミックス3成分系結合材 2.85 3880

膨張剤 酸化カルシウム系

細骨材S 市原産+八戸産混合砂 2.61 2.58

図-6.51 超流動コンクリー トの製造手順
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65.3 品質管理結果

品質管理は､基本的に一般のコンクリー トにおける品質管理方法であるJASS 5に準拠

して行なった｡なお､変形性はスランプフローで管理し､管理目標値を60-70cmとし､

この範囲を越える場合については材料分離の無いことを確認して75cmまで許容し､下回

るものについては原則として荷卸し前に高性能減水剤を添加して再流動化し､所定の目標

値に入るように調整した｡

荷卸し時におけるスランプフローのデータを全て平均すると674cmであり､その標準偏

差は5.1cmであった｡また､目標空気量は4%としたが､荷卸 し時の平均値は∃.9%､標準

偏差は0.8%であった｡

品質管理用の圧縮強度の平均値は､材令7日で320kgF/cm2､28日で504kgr/cm2､91日で

614kgf/cm2であったOなお､設計基準強度は保証材令28日において210kgf/cm2あるいは部

材により240kg恥m2であることから､本超流動コンクリートの強度は過大ではあるが､結

合材量を減じて設計基準強度に近づけることは充填性を犠牲にすることになるので避けた｡

6.54 施工上の知見

垂直の打継ぎにおいて､本超流動コンクリートは10m メッシュ程度のラス金網で打止

めることが可能であるが､コンクリートを打止める方法には注意を要し､ラス取り付け部

に砂利の通れるような隙間があれば､そこから大量のコンクリートが流失することになる｡

そのため､事前にラス金網の取り付け方法についての確認試験を行った｡試験体は､幅

30cmで高さ4mであり､型枠の一方の端を区ト6.5.2に示す要領にてラス金網で塞ぎ､本超

流動コンクリートを3層に分けて打ち込んだ｡

その結果は写真一6.52に示すとおりであり､モルタル等の流出はごく少量であり､図-

6.5.2に示すような処置で十分にコンクリートを打止められることを確認 した｡なお､当

然のことながら､ラス型枠には打込み高さに相当する液圧に近い側圧が作用することに注

意して､ここに示したような補強を行わなければならない｡

一例として､写真-65.3にガレージ入口付近の外壁における充填状況を示すOここには､

徐々に壁厚が薄くなり端部では厚さ5cmと極めて薄肉となる壁部材があるが､この部分に

おいても本超流動コンクリートは密実に充填されているのが分かる｡

以上のように､今回の施工を通じて､本超流動コンクリートの良好な充填性を実証する

ことができたものである｡
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写真-65.3 本超流動コンクリー トの充填状況
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6.6 まとめ

以上､本実用化システムを適用した各種の実工事について述べたが､いずれの工事も現

状の製造 ･管理システムならびに施工体制の下で極めて円滑に遂行され､本システムの正

当性を実証することができた｡

また､埋設型枠工法あるいは分岐管工法との併用が超流動コンクリートの優れた特長を

十分に生かした施工法であることを実証するとともに.高さ40mの鋼管柱への圧入充填を

極めて短期間で達成し得たことは､構造的には優れているにも拘らず施工面での難しさに

よって汎用されなかったハイブリッド構造への道が開けたものと考えられる｡

しかしながら､これらの実施工事には吐出量の増大に伴いポンプ圧送圧が急増するため

に吐出量を小さく抑える必要があること､側圧が大きいことから型枠補強を確実に行うか､

あるいは､打込み速度を遅くしたり､1回当りの打込みリフトを小さくする等､施工計画

段階で考慮する制約も含まれている｡

本実用化システムは現状の建設工事体制の範時において､十分に実用性のある技術と言

えるが､さらに合理的で汎用性を高めたシステムとして確立するためには､以上のような

打設工法あるいは型枠工法などの基本に立ち戻った施工法の開発が必要であると考えられ

る｡
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第7章 結 論

本研究は､現状の製造 ･管理体制と施工体制において､超流動コンクリー トの速やかな

実用化を図るべく､ ｢ハイパフォーマンスコンクリート｣の配合を基本とし､これに､基

材の耐久性に悪影響を及ぼさず､取扱い易く､比較的容易に品質変動に対する適用範囲を

向上させることが可能な新しい分社低減剤を添加することを特徴とする超流動コンクリー

トを用いて､その配合選定から製造と施工に至る一連の実用化システムの確立を目的とし

て進めたものである｡

本研究によって得られた結論を各章ごとにまとめ以下に述べる｡

第2章では､本研究で取り扱う新しい分離低減剤の基本的性質を把握し､本分雑低減剤

の分維抵抗性および変形性に対する作用機構について検証した.その結果､本分雑低減剤

は結合材ろ液中のカルシウムイオンと架橋した膨潤ゲルを形成する性JEirを有すること､そ

の膨潤の際にセメントペースト中の練り混ぜ水を吸水することによりセメントペース ト中

の自由水が少ない状態になり､見掛け上､ペーストの分離抵抗性を高める作用機構が主体

であること､さらに､本分離低減剤の練り混ぜ水への溶解は僅かであり､締 り混ぜ水自体

の粘性の増加が小さいことによって､高性能(AE)減水剤の変形性付与効果が効率的に得ら

れることを示した｡

また､混和剤として使用する上での絶対条件と言える基材の水和-の影響を調査 し､本

分離低減剤は基材の水和機構や水和過程に影響を及ぼさず､硬化後においては､本分離低

減剤の膨潤粒子が結合材の水和生成物と複合体を形成した球状粒子の形態で存在している

ことを明らかにした｡

第3章では､本分離低減剤を添加することによって付与される超流動コンクリートのフ

レッシュコンクリートへの作用効果についての検証を行った｡その結果､第 2章で示した

本分離低減剤の有する作用機構によって高分維抵抗性が付与され､また､高性能減水剤の

併用によって効率的に材料分離を生じない状態での変形性を大きくできることを明らかと

した｡すなわち､これら両性能の複合効果によって､比較的容易に基材の自己充填性を向

上させることが可能であり､この自己充填性の向上によって､使用材料の品質変動に対す

る良好な自己充填性を確保する充填可能範囲を高めることが可能であることを示した｡

第4章では､本分雑低減剤を添加した超流動コンクリートの硬化後の品質について､そ

の均質性と耐久性について検証した｡

まず､実工事とほぼ同じ条件の下で､大型壁状部材および実構造物の一部を対象に､締

固めの排除と材料自体の有する高分離抵抗性によって付与される部材全体にわたっての均

質性を検証することとした｡

大型壁状部材については､部材の高さ方向での圧縮強度と鉄筋付着強度のバラツキを評

価し､部材全体にわたって高さ方向の品質差はなく､特に､ブリージングなどの材料分維
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に如実に影響される水平鉄筋の付着強度においても十分な付着性能と均rlr性が確保されて

いることを検証し､予測したとおりの結果を得た｡

さらに､実構造物の一部を対象とした試験打設において､本超流動コンクリートの水平

方向への流動による品質の変化について調査 した.その結果､13m程度の比較的長距離の

流動後も､強度や比重のバラツキは僅かであり､部材全体としての均質性が確保されてい

ることを実証した｡

次に､本超流動コンクリートの配合上の特殊性から予想される硬化コンクリートの基礎

物性を確認するとともに､前述の大型壁状部材の実環境暴露試験ならびに室内での促進試

験により､その耐久性を検証した｡

その結果､本分維低減剤は基材の硬イヒ後の基礎物性や耐久性に悪影響を及ぼさないこと､

本超流動コンクリートは基本的には高品質で高耐久性を有しているが､この品質を確実に

得るためには､使用材料や配合の特殊性に対して従来より指摘されているのと同じ範略で

の配慮が必要であることを示した｡

第5章では､現状の製造 ･管理体制ならびに施工体制において､本超流動コンクリート

を用いた､配合選定から製造､施工に至る一連の実用化システムの構築を行った｡

まず､本超流動コンクリートの基本性能を定量的に評価できる評価試験法を提案した｡

本評価法によって､本超流動コンクリートに要求される変形性および分維抵抗性の適正範

囲を定量化し､この評価結果を基に､配合選定における良否の判定値および実工事での品

質管理目標値を設定するに至った｡

さらに､試験練りを主体とするものではあるが､ここで設定した判定値を用いて簡易的

に本超流動コンクリートの配合を選定する配合選定手法を提案した｡

次に､本超流動コンクリートを実工事に適用する上で従来のコンクリートと異なる性状

を示すと考えられる施工上の要因として､所要の自己充填性を確保する上での練り混ぜ条

件､運搬による品質の変化､従来のコンクリートに比べて高粘性であることによるポンプ

圧送性の違い､自己充填性が高く比較的凝結硬化が遅いことによる側圧の増加､高変形性

であることによる流動勾配に着目し､これらの施工性についての実証試験を行ない､施工

計画の段階で考慮すべき留意事項を明確にし､その適用条件を示した｡

以上の一連の研究の結果､本超流動コンクリートの適用範囲において､ある程度の施工

上の制約を含んではいるが､現状の製造 ･管理体制および施工体制のもとでも比較的汎用

性のある実用化システムを確立するに至った｡

第6章は､ここに確立した実用化システムを通用した､実構造物への実施例についてま

とめたものである｡これらは､超流動コンクリートの有する特長をさらに生かすことが可

能であると考えられる埋設型枠工法や分岐管工法との併用､あるいは､本超流動コンクリ

ートでなければ達成しえなかったと考えられる高さ40mの充填形鋼管コンクリート柱への

圧入工事であり､いずれも､前例のない始めての試みであった｡

その結果､いずれの工事も円滑かつ確実に遂行され､本研究で構築した実用イヒシステム
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の正当性を実構造物において実証するに至った｡

本研究によって開発した実用化システムは､現状の建設工事の範噂において実用的で比

較的汎用性のあるシステムであると考えている｡しかしながら､吐出量の増大にともない

ポンプの圧送圧が急増することから吐出量等を比較的小さく抑える必要があること､側圧

が大きいことから型枠補強を確実に行うか､あるいは､打込み速度を遅くしたり､1回当

りの打込み高さを制限する等､施工計画の段階で十分に考慮しなければならない制約も含

まれている｡

しかしながら､超流動コンクリートは従来の施工法と単に組み合わせて適用する技術で

はなく､その特性を十分に生かすことによって､建設工事全体を体系的に革新するような

新しい施工法を生み出す可能性を秘めた技術である｡

本超流動コンクリートの適用において先に挙げた施工上の制約は､逆に言えば､建設工

事の基本とも言えるこれらの施工法自体に改善の余地を多く含んでいると言い換えること

ができる｡

今後は､従来の施工法自体の改良は勿論のこと､建設工事全体を体系的にとらえた新し

い施工法の確立が必要であり､これらの施工法に関する研究開発を推進することが特にわ

れわれ施工に携わる技術者の使命であると考えている｡
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